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１．はじめに 

 

「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第２次）」（以下「本研究計画」

という）は，科学技術・学術審議会において平成 31年に建議され，平成 31年度（令和元年

度）から５か年計画として実施されてきた。本研究計画は平成 26年度から５年間実施され

た「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」の方針を踏襲して，地震・火山現

象の根本的理解，発生予測，災害誘因*予測，災害情報の活用に関する研究を実施した。加

えて，防災対策の推進について，国民や社会の共通理解の醸成を効果的に図るための手法開

発に関する研究を新たに開始した。本研究計画では，災害の軽減に貢献することを意識した

研究を推進するという視点をより明確にし，関連研究分野との一層の連携強化を通じて，観

測研究の成果を最大限に活用して災害軽減に役立てるための方策の研究等を進めてきた。 

本研究計画は以下の５つの大項目で構成される。 

１．地震・火山現象の解明のための研究 

２．地震・火山噴火の予測のための研究 

３．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究 

４．地震・火山噴火に対する防災リテラシー*向上のための研究 

５．研究を推進するための体制の整備 

上記大項目のうち，１は地震・火山災害の根本原因である地震・火山現象そのものの理

解を深めるため，低頻度大規模現象を含む多様な地震・火山現象の特性を把握し，それらが

発生する仕組みの解明を目指した研究を行うものであり，次の中項目からなる。 

（１）地震・火山現象に関する史料*，考古データ*，地質データ等の収集と解析 

（２）低頻度大規模地震・火山噴火現象の解明 

（３）地震発生過程*の解明とモデル化* 

（４）火山現象の解明とモデル化 

（５）地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデル化 

２は，１で得られた科学的理解に基づき地震・火山噴火の予測手法や活動の推移予測手

法の開発を目指した研究を行うものであり，次の中項目からなる。 

（１）地震発生の新たな長期予測 

（２）地殻活動*モニタリングに基づく地震発生予測 

（３）先行現象*に基づく地震発生の確率予測 

（４）中長期的な火山活動の評価 

（５）火山活動推移モデル*の構築による火山噴火予測 
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３は，地震・火山噴火が引き起こす地震動や津波，火山噴出物*，斜面崩壊などの災害誘

因を事前及び発生後即時的に高精度に予測する手法の開発を進めるとともに，災害誘因予

測を災害情報につなげる研究を行うものであり，次の中項目からなる。 

（１）地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化 

（２）地震・火山噴火の災害誘因の即時予測*手法の高度化 

（３）地震・火山噴火の災害誘因予測を災害情報につなげる研究 

４は，過去の地震・火山噴火によって引き起こされた災害誘因が災害素因*へ与える作用

に焦点を当てながら，その災害発生の仕組みや要因を解明するとともに，災害の軽減に結び

つく効果的な知識要素を特定し，防災リテラシー向上に資する実践的な開発・研究を行うも

のであり，次の中項目からなる。 

（１）地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の解明 

（２）地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究 

５は，計画全体を組織的に推進する体制の整備や，基礎的な観測体制の強化を図るもの

であり，本研究計画全体の研究基盤の開発・整備が含まれ，次の中項目に分けられている。 

（１）推進体制の整備 

（２）分野横断で取り組む総合研究を推進する体制 

（３）研究基盤の開発・整備 

（４）関連研究分野との連携の強化 

（５）国際共同研究・国際協力  

（６）社会との共通理解の醸成と災害教育 

（７）次世代を担う研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成 

本研究計画においては，成果を将来にわたって社会の課題解決につなげることを目指す

とともに，地震学・火山学的な見地のみならず災害科学的な観点も重視する。そのため，大

項目２の「地震・火山噴火の予測のための研究」においては，研究成果の出口が意識されて

いる。このような観点から，「地震発生の新たな長期予測」，「地殻活動モニタリングに基

づく地震発生予測」，「火山活動推移モデルの構築による火山噴火予測」の３つが重点的に

取り組む研究として位置づけられている。その背景には，蓄積されつつある地震・地殻変動

*等の観測データや基礎的な研究成果を，過去の大地震の発生履歴の知見に依存してきた地

震発生の長期評価*に活用するための手法や，プレート境界*でのすべりの時空間変化の推定

等を通して中短期での大地震の発生確率の計算に活用するための手法の開発が期待されて

いること，噴火事象系統樹*における分岐確率や論理の根拠となり得る観測・分析データが

本研究計画等を通じて徐々に蓄積されてきたことなどがある。 
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さらに，地震・火山災害が災害誘因と災害素因の相互作用により発生することを考慮し，

本研究計画では，地震学・火山学の研究者と災害や防災に関連する理学，工学，人文学，社

会科学などの分野の研究者の協力を深化させ，災害科学としての取組を図る。これを具体化

するため，大項目５の「研究を推進するための体制の整備」の中に「分野横断で取り組む総

合研究を推進する体制」を中項目として位置付け，南海トラフ沿いの巨大地震，首都直下地

震*，千島海溝沿いの巨大地震，桜島大規模火山噴火，高リスク小規模火山噴火，という５

つの課題設定を行い，それぞれに対応する総合研究グループを組織した。本研究計画から，

大きな災害につながる低頻度大規模地震として千島海溝沿いの巨大地震を総合研究の対象

とすることになった。また，高リスク小規模火山噴火は，火口や噴気地が観光スポットにな

っている場合などにおける，規模は小さくとも災害リスクの高い火山現象に着目する，本研

究計画で新設された課題であり，これに対応する総合研究グループでは，予測困難性と社会

的要因に着目して，まず研究の方向性から検討を始め，文理融合研究課題のシーズを育てる

ことを目標とした。 

令和５年度の本研究計画は，国立大学法人等，国立研究開発法人，独立行政法人，政府

機関，公設試験研究機関 1が策定した約 170 の実施計画（個別課題），公募による 11 の実

施計画（個別課題），及び拠点間連携共同研究*2としての 16の実施計画（個別課題）からな

っている。令和元年度から令和５年度までの個別課題の成果は，各年度の年次報告【機関別】

（文部科学省及び地震・火山噴火予知研究協議会*3のホームページに掲載）に取りまとめら

れている。これらの個別課題による研究成果をもとに，本研究計画の項目別に令和５年度の

成果を取りまとめたものが本報告書である。また，令和５年度は５か年計画の最終年度に当

たることから，令和元年度から５年度までの成果を改めて概観し，併せて本報告書に記載し

た。 

本報告書の作成にあたっては，難解な学術用語をなるべく避け，平易な文章で学術的成

果を記述することを心がけた。説明が冗長となることを避けるためにやむを得ず専門用語

等を使用する場合には，本報告書付録の「用語解説」4のページで当該用語を解説している

ので，必要に応じて参照されたい。 

 
 
1 国立大学法人等（北海道大学，弘前大学，東北大学，秋田大学，新潟大学，東京大学，東京工業大学，

千葉大学，富山大学，名古屋大学，京都大学，神戸大学，鳥取大学，高知大学，九州大学，鹿児島大学，

兵庫県立大学，立命館大学），国立研究開発法人（情報通信研究機構，防災科学技術研究所，海洋研究開

発機構，産業技術総合研究所），独立行政法人（国立文化財機構），政府機関（国土地理院，気象庁，海

上保安庁），公設試験研究機関（北海道立総合研究機構，山梨県富士山科学研究所） 
2 「地震・火山科学の共同利用・共同研究拠点」である東京大学地震研究所と「自然災害に関する総合防

災学の共同利用・共同研究拠点」である京都大学防災研究所が連携して進める共同研究。南海トラフ沿い

の巨大地震を対象とし，重点的に推進すべき防災・減災に資する研究を募集する「重点推進研究」と，地

震・火山噴火の災害誘因予測のための研究に関連する研究課題を公募する「一般課題型研究」からなる。 
3 東京大学地震研究所には，本研究計画で立案された研究を推進する目的で地震・火山噴火予知研究協議

会が設置されている。 
4 用語解説に掲載している用語に，下線（破線）と*を付記している。 
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また本報告書では，研究課題を[xxxx01]のように課題番号で示している。それぞれの研

究実施機関・研究課題名・研究代表者については「災害の軽減に貢献するための地震火山観

測研究計画（令和５年度）研究課題一覧」のページを参照されたい。 

参考資料には［地震・火山噴火予知研究協議会が取りまとめた計画推進部会及び総合研

究グループ等別の成果］を添付した 5。これは本研究計画の項目別あるいは研究テーマ別に

学術報告として成果を取りまとめたものであり，より詳細な成果が報告されているので参

考にされたい。 

 
 
5 研究分野毎に効率的かつ調和的に研究を推進するために，地震・火山噴火予知研究協議会には８の計画

推進部会と５の総合研究グループが設置された。 
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成果の概要概念図 災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第２次）令和５年

度成果のまとめ。災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究の全体像を描き，その主要

な成果を吹き出しで記述した。詳しくは吹き出しに記載されたページと図を参照。 
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２．５年間の研究成果 

 
２－１．地震・火山現象の解明のための研究 

 

（１）地震・火山現象に関する史料・考古データ，地質データ等の収集と解析 

史料，考古，地質データに基づき，過去の事象の特徴が把握されるようになり，その情

報も充実した。日本各地の地震火山関連史料の収集・分析とデータベースの構築・公開を行

い，これらの情報を効率的に利用することが可能となった。さらに，史料を地震研究に活用

する方法について検討し，研究コミュニティの構築・教育・市民への普及を図った。考古・

史料からみた歴史災害情報の収集とデータベース構築・公開ならびにその地質考古学的解

析を行った。その結果として，縄文時代前期に東北の三陸では津波を伴う大地震が，また関

東地方では房総半島先端部の隆起を伴う大地震が発生していたことを推測した。また，北海

道沿岸や南海トラフ沿いでは，海溝型地震*の地質学的手法に基づく津波堆積物*の調査が行

われ，千島海溝沿いの 13世紀と 17世紀の巨大地震の津波波源*域の推定や，1662年日向灘

地震の規模の見直しを行った。南西諸島の海溝沿いでは，津波堆積物やサンゴ礁上の巨礫か

ら，過去に発生した津波の特性と津波の最大規模の絞り込みを行った。陸域の活断層*調査

については，断層地表トレースの複雑な形状や地震の活動履歴を明らかにした。 

 

（２）低頻度大規模地震・火山噴火現象の解明 

低頻度大規模地震の解明に関する研究を，千島海溝，日本海溝，南海トラフにおいて進

めた。日本海溝及び南海トラフにおける定常的な GNSS-A*観測による地殻変動モニタリング

の実施結果は，地震活動の評価に活用された。また他の地域においても継続的な GNSS-A観

測の実施により，海溝軸付近までプレート境界の固着*状況が把握されるようになった（図

2−1）。特に 17 世紀の巨大地震時に大きくすべったとされる千島海溝沿い根室沖では，海溝

軸付近も固着していることがわかってきた（図 2-1右）。また，日本海溝の海溝軸付近の地

震探査*の解析から，2011年東北地方太平洋沖地震（東北沖地震）の発生域では間隙水圧*が

異常に高いことと，発生域が大きなすべりと津波をもたらした原因である可能性を示唆し

た。日向灘から南西諸島北部では，小繰り返し地震*のデータを用いた解析が行われ，プレ

ート境界の固着状態の時空間的な変化を把握した。このほか，巨大地震の発生が懸念されて

いるメキシコ・ゲレロ州沖においても，地震・測地観測により，プレート境界におけるスロ

ー地震*の検出や地震空白域の特徴を把握するなどの研究を進めた。 

火山噴出物の分析から活動様式の変化やマグマ*供給についての理解が進んだ。西之島

2019〜2020年噴火では,噴火様式*や化学組成*の変化が深部に由来する苦鉄質マグマ*の上昇

に起因することを明らかにした。浅間山18世紀天明噴火では，噴火様式の遷移がマグマの減

圧率（上昇速度）に強く影響を受けたことを明らかにした。支笏・屈斜路・洞爺・十和田・

姶良のカルデラ*火山において，共通して,噴火直前に蓄積された膨大な量の珪長質マグマ*
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は，40万年以上前から存在した主要マグマと，新しい時期に断続的に生成した付加的マグマ

から構成されることが明らかになり,カルデラ噴火に関わるマグマ供給系*の発達過程の理

解が進んだ。 

 

 

図2-1 海溝・トラフ軸近傍のプレート境界固着状態の推定。左図はアムールプレート*に対

する各観測点の年間移動量を，方向とともに赤矢印で示す。南海トラフより外側（南東側）

では，これまで知られているプレート相対運動と同じであるが，内側（北西側）ではその約

６割程度の移動が観測された。右図は千島海溝根室沖に設置された観測点のオホーツクプ

レートに対する年間移動量を赤矢印で示す。海溝より内側（北西側）でプレート収束速度と

同程度の年間約7 cmの移動が観測された。これらの結果は，いずれの領域でもプレート境界

浅部ではプレートが固着しており，この固着域の周りではひずみ*が蓄積していることを示

す（右下図参照）。 

 

（３）地震発生過程の解明とモデル化 

地震発生過程に関する研究では，地震波形記録を網羅的に調べることで，大規模地震と

小規模地震の破壊の始まりが同じであることがわかり，地震破壊に階層性*があることを発

見した。室内岩石実験と野外調査から，高間隙水圧下での微動*は亀裂が開くパターンの破

壊（開口破壊）に伴って発生し，短期的スロースリップ*イベント（Slow Slip Event, SSE）

は粘性*的な特徴を持つせん断帯の活動に対応していることがわかった。また，海底試料を
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用いた実験から，地震性・非地震性を決める岩石の摩擦特性*が温度に大きく依存すること

がわかり，プレート境界の物性を知る上で有効な情報を提供した。 

 

（４）火山現象の解明とモデル化 

多項目観測や，地下構造を考慮した地震波形解析により火山現象についての新たな知見

を得た。桜島では人工地震探査による地震波速度構造を用いた震源*の再決定によって，桜

島の爆発的噴火*の励起源が火口底下の数100 mにあることを明らかにした。霧島新燃岳では

爆発的噴火はナノライト*の晶出によりマグマの粘性が上昇し，気泡過剰圧が溶岩ドーム*の

破壊強度を超えることで発生すると推定した。霧島山と阿蘇山では噴火前にマグマの上昇

によると考えられる微動の振幅増大や発生位置の変化を捉えた。 

積極的に新しい観測手法を導入して火山観測を行った。吾妻山では，光ファイバーケー

ブルを用いた分散型音響センシング（DAS）*観測にて火山性地震*の震源決定と浅部地盤構

造推定に成功した。伊豆大島，三宅島，霧島山では無人航空機の繰り返し観測により浅部の

詳細な磁化構造*推定とその時間変化の検出に成功した。西之島では，赤外画像など複数項

目の衛星観測によって2019年から2020年の一連の噴火プロセスを推定した。阿蘇山・桜島で

は噴火に伴う電界変化の観測に成功し，噴火の即時把握にむけた電界観測の応用可能性を

示した。噴出物分析においては火山灰*自動採取・可搬型分析装置及び自動火山灰分類シス

テムの開発・改良を行い，さらにマグマ性噴火*及び非マグマ性噴火を機械学習*により即時

判定する技術の有効性を確認した。 

 

（５）地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデル化 

地震発生場を理解するために，プレートの沈み込み帯*を対象として，大地震を発生させ

るプレート境界の詳細な構造調査，地震発生場の近くで発生するスロー地震の解析，スラブ

内地震*の起源に関する研究を行った。日本国内やニュージーランドでは，内陸地震*の発生

場について，地殻内流体*の分布が地震発生に強く関係することを明らかにした。大地震の

断層面の形状やすべり域と，比抵抗*分布の特徴が空間的によく対応することがわかった。

また，大地震の破壊開始点の特徴が調べられ，内陸地震が発生する場の空間的な関係の評価

につながる可能性を示唆した。 

稠密及び広域の観測から，地震波速度構造や比抵抗構造の高精度推定が進み，推定され

た地下構造と各種観測から推定された流体*移動との関係が議論された。箱根山では深部低

周波地震*活動の活発化による流体上昇の影響がマグマ溜まり*に伝播し，さらにマグマ溜ま

りからの脱水・脱ガス*が促進され，浅部の群発地震*や地殻変動が活発化するというモデル

を提案した。雲仙火山では，ほぼ固結したマグマ溜まりの上面をなぞるようにマグマが上昇

し1991〜1995年噴火を引き起こしたと推定した。草津白根山では，地下浅部に釣鐘状に広が

るキャップロック*と，その下部の流体貯留域，及びマグマ溜まりに対応する領域を，比抵

抗構造の推定により見いだし，流体移動の経路のモデルを提示した。海域の鬼界カルデラに
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おいても地震波反射構造，比抵抗構造を推定し，噴出物の分析から鬼界アカホヤ噴火以降の

珪長質マグマと苦鉄質マグマの混合によるマグマ供給系モデルを提示した。 

草津白根山では湯釜火口北側噴気の火山ガス*（希ガス）のヘリウム/アルゴン比（3He/40Ar

比）が地下でのマグマ発泡度を反映していることが提案され，さらに発泡度の変化が浅部熱

水だまりの膨張収縮と同期していることから，マグマ発泡がその上部の浅部熱水系*に影響

を及ぼすことがわかった（図 2-2）。 

 

 

図2-2 水蒸気噴火*の準備過程*を捉えるための火山熱水系構造モデル。草津白根山の湯釜火

口北側の噴気について，3He/40Ar比に基づきマグマ発泡度の変化が検出された。発泡度変化

のタイミングは浅部熱水だまりの膨張・収縮とよく一致しており，同火山の活動の活発化を

駆動するマグマ～浅部活動の物質科学的*なつながりが確認できた。3He/40Ar*比（40Ar*はマグ

マ由来の40Arを意味する）というこれまで使われていなかった指標が火山活動活発化と関係

していること，さらにマグマの発泡で説明できることを示した。草津白根山のような熱水が

卓越している火山の活動活発化にマグマ（おそらく熱水系より深部）の寄与を示唆した意義

もある。希ガスなので複雑な反応を考える必要がなく，今後，火山活動モニタリングの指標

の一つとして活用が期待できる。 

 

 

２−２．地震・火山噴火の予測のための研究 
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（１）地震発生の新たな長期予測 

地震発生長期評価手法の高度化のために，史料・考古・津波堆積物・地形地質等の調査

に基づく過去の大地震の発生履歴に関するデータ収集に加えて，地震活動・測地データの解

析，数値シミュレーション*研究などを進めた。海溝型巨大地震に関しては，GNSS*の地殻変

動データに基づいて,相模トラフや南海トラフ沿いのプレート境界面上における力学的固

着分布（応力*蓄積速度）を推定し，大地震発生シナリオの構築に関する研究が進展した。

内陸地震については，GNSS測地データや背景地震活動度を用いて日本列島全域における M6

以上の地殻内地震の発生確率モデルを新たに提案し，地震調査研究推進本部*（以下，地震

本部）と情報交換を通して連携を深めた。また，広域応力場と複雑な断層形状を取り入れた

動的破壊シミュレーション研究の進展により，地震動の事前予測手法の高度化につながる

成果が得られた。 

 

（２）地殻活動モニタリングに基づく地震発生予測 

地殻活動モニタリングに関しては，陸海の地震・測地観測網のデータを用いたスロー地

震検出手法の高度化により，新たなスロー地震や震源の移動が検出されるとともに，数値シ

ミュレーション研究や構造探査*が行われ，スロー地震の発生様式の理解が大きく前進した

（図 2-3）。西南日本では，固着域浅部と深部で起きるスロー地震の発生パターンに違いを

見いだし，様々な種類のスロー地震が空間的に相補的に分布していることを明らかにした。

一方，日本海溝沿いでは，スロー地震と通常の地震活動が近接して発生していることを示し

た。また大地震発生後の余震*活動の推移を，従来の震源カタログ*を用いずに予測する手法

として，大地震発生直後数時間程度の連続波形記録から計算できる新たな手法を開発し，１

観測点の地震波形のみからでも推定可能であることを示した。 
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図 2-3 スロー地震の総合解析による南海地震の固着域へ向かうスロースリップの長距離移

動。左で示すように鹿児島沖から四国沖にかけての南海トラフのプレート境界で複数の種

類のスロー地震を捉え，それらが深部と浅部，別々の時間スケールで長距離移動する様子が

わかった。左の図で示す a～kの領域について，深部低周波微動*，GNSS 観測から得られた

変位，繰り返し地震のすべり量，浅部超低周波地震*の回数を時間変化として中央の図のよ

うに並べると，1ヶ月程度で南から北に向かって移動している様子がみえる。これらの南海

トラフ沿いのスロースリップの移動についてまとめたイメージを右に示す。 

 

（３）先行現象に基づく地震発生の確率予測 

地震に先行して発生した様々な現象に関しては，統計的特徴に基づいた経験的な前震*識

別法に関する研究により，群発的な地震活動が前震になりやすい傾向を見出すとともに，地

震活動の特徴量に基づく前震確率予測モデルを開発した。また，大地震の発生前に b 値*が

低下するという報告例が増えており，b値のモニタリングは地震活動の推移を予測する上で

重要な知見となる可能性を示した。 

 

（４）中長期的な火山活動の評価 

多項目観測データの解析結果や物質科学的データの分析結果を整理して，火山活動推移

のモデル化，噴火事象系統樹の分岐判断指標の作成，分岐判断事象の理解が進んだ。富士山

の噴火履歴を精緻化するための噴出物層序*の確立，年代測定，富士山のマグマ組成の特徴

を把握するための噴出物の化学組成分析，及び既存文献に基づいた噴出物データベースの

作成を行った。 

国内のいくつかの火山を対象とした火山活発化指数（VUI）*の試験的導入を通じて，多
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項目モニタリングに基づく火山活動の定量的評価にひとつの道筋を示した（図 2-4）。 

 

（５）火山活動推移モデルの構築による火山噴火予測 

観測データの解析結果と，マグマからの熱及び物質の供給との関係の議論を深化させ、

火山性地震の活発化の数値モデリングや火口湖の湖底熱活動の評価を行った。さらに，国内

外の噴火に至った火山活動の推移について，マグマ貫入*速度、脱ガス、周囲の地盤の破壊

に着目したモデルを提案した。また，桜島昭和火口の 2023年噴火再開に前駆した，火口熱

及び微動活動のモデル化を進めた。 

 

図 2-4 火山活発化指数（VUI）による火山活動評価の試み。観測データに基づいて火山活動

を定量的に評価する方法のひとつとして，火山活発化指数（VUI）を十勝岳，雌阿寒岳，吾

妻山，草津白根山，阿蘇山に適用した。多項目のデータを統合するため特定の観測に評価が

偏重せず,算出方法が単純であるため自動化も可能である。 

 

 

２−３．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究 

 

（１）地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化 
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地震・火山噴火の災害誘因予測の事前評価手法の高度化を行った。強震動*に関しては，

大阪・京都・奈良盆地の地盤構造モデルの妥当性の検証や改善点の洗い出しを実施して，強

震動予測のための震源断層モデル*や広帯域地震動特性に関係する浅部・深部地盤構造モデ

ルの検証と改良を行った。また強震記録*を用いて，平成 30 年北海道胆振東部地震（M6.7）

など近年の顕著な地震の震源過程を求め，強震動予測のための震源断層モデルの統計的特

徴と比較することで，現状の耐震基準を上回る規模の地震動（極大地震動）の特徴について

震源過程や地盤構造の観点から検討した。このほか，西日本の地殻内地震で観測された，気

象庁マグニチュード*の過大評価の原因となる Love 波*パルスの生成メカニズムや，深発地

震*で太平洋岸での震度*が大きくなる異常震域*に関する研究を行った。オープンソースで

ある地震波伝播シミュレーションコード Open SWPC について，国内外からのフィードバッ

クを受けて機能拡張を行った。また，シナリオ地震*の強震動評価として，日本で開発され

た強震動予測手法を国際的なプラットフォームに実装した。低次元有限要素法*コードを

GPU*上に実装することで高速に地盤構造を推定する手法を開発した。表層地盤*による振幅

増幅については，Ｓ波*速度が 1.1 km/s 以上の層の影響が大きいことがわかった。2003 年

十勝沖地震時に北海道の KiK-net*厚真観測点で記録されたような，２秒よりやや長い周期

が卓越する地震動は，表層 30 m の平均せん断波速度が小さい軟弱地盤で発生していること

がわかった。1830 年文政京都地震の際，京都盆地東縁部に沿って南北に被害が集中した原

因について，盆地端部におけるエッジ効果*によるものと推察された。紀伊半島南東沖の構

造調査で得られた速度構造と DONET*検測値を用いて震源を再決定し，2016 年 4 月 1 日に三

重県南東沖で発生した M6.5 の地震は，プレート境界地震*である可能性が高いことを示し

た。液状化*推定の低コスト化に向けて GPU を用いた３次元液状化シミュレーションコード

を開発した。 

地殻変動に関しては，ソフトバンク株式会社が運用する独自 GNSS 観測網データが，地殻

変動の議論に有用であることを示した。「ソフトバンク独自基準点データの宇宙地球科学用

途利活用コンソーシアム」を設立し，地震学・火山学を含む幅広い地球科学用途でのデータ

の利活用に道筋を付けた。 

津波に関しては，巨大地震に伴う海底斜面崩壊による津波の数値計算手法を開発し，検

潮記録と海底ケーブルの切断時間を再現できる海底斜面崩壊モデルを推定することに成功

した。火山島の山体崩壊*による津波の即時予測手法の開発を行い，インドネシアのジャワ

島西岸やスマトラ島東岸での津波予測に適用した。また，日本海の 60断層について７万通

り以上のシナリオによる確率論的津波高を計算した。南海トラフ地震を想定した津波計算

を行い，断層すべりの深さ方向の多様性が津波高推定の不確実性の要因となり得ることを

示した。高速に沿岸域の津波水位を求める目的で，地形効果による津波増幅率を推定し，波

源情報と地域の津波増幅率の分離が可能となった。この津波増幅率は波源に依存しない地

域ごとの津波ハザード指標としても有用であることが示唆された。 

災害リスク評価*手法に関しては，サロゲートモデル*と数値解析を組み合わせることで自
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然災害による被害を低計算コストで確率論的に評価する枠組みを開発した。平成30年北海道

胆振東部地震の負傷率を推定し，建物被害との相関に基づく人的被害推定は十分でない可能

性を示した。RC造*建物を対象に従来の最大速度に代えて振動速度に基づく被害率関数を検討

し，その有効性を確認した。地震動と被害率の関係を示すフラジリティ曲線*を改善した。確

率論的地震リスク評価を，地震火災を含めた手法に拡張し，京都の木造住宅密集地を対象と

した地震と火災のマルチハザードリスク評価を実施し，シングルハザード評価では過小評価

が起きることを示した。斜面崩壊に関しては，1m- LiDAR* DEM*を活用する手法開発を進めた

ほか，斜面崩壊に影響するテフラ*の分布や強度低下の調査を行うとともに，斜面崩壊を起こ

しやすい地形的特徴を明らかにした。 

 

（２）地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化 

強震動に関しては，鳥取県内の計測震度観測点から受信したデータをリアルタイムで県

内各地の震度に変換するシステムを構築し，鳥取県庁に設置した。また，強震観測*波形デ

ータと地震波伝播シミュレーションのデータ同化*に基づく，未来の時刻の揺れの広がりと

長周期地震動*の即時予測に向けた研究開発を行った。地殻変動に関しては，リアルタイム

GNSSによる震源断層*即時推定における不確実性の定量評価の技術開発を行い，観測される

地殻変動場から単一の矩形断層モデルを推定する方法（RUNE）を開発した。津波に関しては，

最適内挿法*に基づくデータ同化による津波即時予測の応用と，次世代に向けた高精度な手

法の開発とその準備を進めた。また，データ同化による津波即時予測における基礎技術を確

立した。 

防災上重要な２つの現象で，火山における主な災害誘因として土石流*と泥流*が挙げられ

る。そこで，火山灰堆積後の降雨による土石流・泥流の発生及び噴火時の融雪型火山泥流の

発生に関して，その危険度や規模を予測する手法の確立を目的とし，観測と予測モデル開発

を行った。時間的に変化する泥流・土石流の発生危険度や規模を予測する手法を検討すると

ともに，融雪型火山泥流の発生に関する従来の研究をさらに進展させた。 

 

（３）地震・火山噴火の災害誘因予測を災害情報につなげる研究 

世界の地震カタログ*を用いて，M8クラスの地震が近傍で連発する（半割れ*ケース）の確

率と，M7 クラスの地震のあとに近傍で M8 クラスの地震が発生する（一部割れケース）の確

率の評価を行い，南海トラフに適用した（図 2-5）。また，地震本部が作成している地震動予

測地図では「30年確率」を用いているが，受け手側の世代や年齢層によって対策の必要性の

意識が高まる「x年確率」の値が異なることを明らかにした。 

桜島の大規模噴火を想定し，円滑な避難を行うための体制づくりを目指した専門家と住民

による実践的研究を実施した。文化財等の災害の予測や被災状況の把握を目的とし，都道府

県の指定文化財，登録文化財，指定外の文化財約 23,000件について位置情報を入力した文化

遺産災害情報マップを作成した。地震ハザードシナリオの不確実性とそのハザード評価結果



 
 

 
 

15 

に対する自治体の受け止め方を表示するシステムを改良した。火山災害誘因（ハザード）に

ついて住民の認知度を調べるオンライン調査を実施した。 

 

 

 

図 2-5 南海トラフにおける後発地震の発生確率評価。M8クラス以上（半割れ）及び M7クラ

ス（一部割れ）の地震発生後に後発する地震の発生確率を，南海トラフにおける地震発生履

歴を考慮し，評価を行った。例えば M8クラス以上の地震発生から１週間以内に，M8以上の

後発地震が発生する確率は約 2%～77%，平時の約 100～3,600倍と算出される。 

 

 

２－４． 地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のための研究 

 

（１）地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の解明 

地震・火山噴火現象の理解・予測を災害の軽減につなげるための災害科学の確立を目標

として，防災・減災に対する社会の要請を意識しながら，全国の大学における理学・工学・

人文社会科学の研究者が連携し，地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の研究と，

地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究を実施した。具体的には，近

世・近代の史料を批判的に検討し，1855 年安政江戸地震や 1640 年北海道駒ヶ岳噴火など，

災害の具体像を復元するとともに社会の対応を分析した。また，東日本大震災などの近年の
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災害を事例にしながら，災害復興や防災対策，防災教育などの社会対応の課題に関する検討

を続けてきた。とりわけ，自治体の応急対応や防災計画に加え，企業やコミュニティが南海

トラフ地震などの将来の災害に備えるための課題に関する示唆を得た。 

これまで運用されてきた地震ハザードステーション(J-SHIS*)や津波ハザードステーショ

ン（J-THIS）*及び J-SHIS Map Rの基盤の整備・拡充も進められた。そこで作られた地震発

生の多様性・不確実性を考慮したモデルや新しい微地形区分及び関東地方の「浅部・深部統

合地盤モデル」は，地震本部の全国地震動予測地図 2020 年版や南海トラフ沿いで発生する

大地震の確率論的津波評価に取りいれた。また，地震及び津波ハザードステーションにリス

ク評価のための基盤データを加え，ハザード・リスクステーションとして提供することがで

きた。関係機関と連携し，津波警報*，緊急地震速報*，長周期地震動に関する情報，南海ト

ラフ地震に関連する情報*，噴火警報*，降灰予報*などの気象庁の発表する防災情報の改善や

高度化に係る知見・成果の共有と，気象庁から発表する地震・津波及び火山に関する防災情

報の高度化を図った。国や地方自治体等の防災関係機関，報道機関，教育機関，大学等研究

機関と連携しながら，地震・津波及び火山に関する現象や警報をはじめとする防災情報（津

波警報，緊急地震速報，長周期地震動に関する情報，南海トラフ地震に関連する情報，噴火

警報，降灰予報など）に関する，知識，防災・減災等に対する住民の意識の向上に取り組ん

だ。 

 

（２）地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究 

社会が地震・火山噴火災害による被害の発生を抑止，あるいは軽減する対策を考えるた

めに必要な知識体系の解明，実効性のある防災対策に必要な知識要素を特定するとともに，

社会の共通理解醸成と防災リテラシー向上のためのマイクロジオデータ*やオープンサイエ

ンス*の活用方策の確立を推進した。 

実践的な防災リテラシー向上のための仕組みとして，2017 年 3月に閣議決定された地理

空間情報*活用推進基本計画（第３期）に基づき，地理空間情報，GIS*，衛星測位に現代的 ICT

技術，AI，IoT などを統合し，防災・減災に関して社会的有効性の高い情報システムと避難

時における被災・避難の想定の可視化への活用を進めた。具体的には，「避難困難地域の空

間分析法の開発」「集団避難実験と地理的可視化」「WebVR技術による疑似避難訓練システム

の開発」を行うとともに，これらをすでに開発されていた情報システムとあわせて利用する

ことで「津波避難ビル*の階段上昇シミュレーション」「中学校・高校と連携した防災リテラ

シー向上」を実施した（図 2-6）。また，情報技術を活用し情報管理を効果的に運用し，潜

在的に防災リテラシーを向上させる取組として，「防災リテラシー向上に資するタイムライ

ン*作成支援ツールの整備」「生活再建支援の相談対応に関するデータ分析」「住家被害認定

調査・罹災証明書交付の効果的な運用方法検討」に取組み，生活再建支援といった復興期に

至るまでの防災リテラシー向上のための仕組みを整備した。一方で，災害情報活用の社会・

心理学的枠組みの構築を目指し，文献調査に加えて，津波避難意思決定の心理実験，脳計測
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実験を行うことで，認識しているリスクの大小に関わらず「まず避難」する意思決定に，脳

内の感情反応抑制が重要であることを示した。この結果により，被災リスクや避難行動に対

する忌避感情を抑制することが防災リテラシー向上に不可欠であること，また，災害情報活

用において災害リスクを不適切に恐怖感情に訴求したり学術知見に基づいて災害リスクを

適切に提示する工夫が必要であることを，心理学的・脳科学的に明らかにした。 

火山の防災リテラシーに係る知識・技術・態度の定着化に向けては，各地域に共通する

主な課題として「噴火災害経験の継承」，「地域住民への火山防災啓発」，「登山者・観光客へ

の火山防災啓発」，「観光と防災の両立」の４つを挙げ，御嶽山を事例としてマイスター制度

*の継続実施により，登山者だけでなく地域住民への火山防災啓発を試みた。一方，桜島火

山に対しては，鹿児島市と連携して火山防災勉強会を桜島の各地区において複数回実施し，

火山観測情報の発信と理解についての住民向け調査も併せて行うことで，火山岩塊の飛散

距離によって噴火警戒レベル*が引き上げらること自体は住民に認識されているが、基準と

なる飛散距離についての認識は高くないことを明らかにした。また，火山観測や火山現象の

理解を進めるための京都大学防災研究所桜島火山観測所の活用を検討し，観測所にサイエ

ンスミュージアムとしての機能を付与するためのコンテンツ作りを行った。リスクコミュ

ニケーション*の観点から，地震・火山の観測情報に基づく潜在的リスクと社会的に想定さ

れる被害を，正しい理解と行動に結びつけて発信することで，観測情報の有用性に対する社

会側の理解が向上すること，及び，過去の噴火対応から得られる知見を生かした市町村の政

策判断をサポートする仕組みの整備が重要であることを鹿児島市防災・災害対策委員会な

らびに桜島火山防災連絡会へ提言した。また，噴石落下を受けての桜島の住民の火山情報の

アンケート調査及び桜島火山観測所の一般公開参加者のアンケート調査から，地震や火山

の観測情報を防災リテラシーに活用するためには，多様な団体とのコミュニケーションを

通じて情報公開プロセスを市民（非専門家）に対してより開かれたものとする必要性が示さ

れた。 

社会の防災力を向上させる取組としては，京都大学防災研究所阿武山観測所を拠点に「サ

イエンスミュージアム『阿武山観測所』の運営による地震リテラシーの向上」「地震・津波

避難訓練支援ツール『逃げトレ*』の導入による市民参画型地震・津波訓練の推進」「自然災

害に関する歴史資料の解読を行う『みんなで翻刻*』プロジェクトの推進」「内陸地震観測『満

点計画・0.1満点計画』によるオープンサイエンス型地震学の試行」を実施した。実務者の

理解を深める取組としては，地震・火山研究者が「理解してほしいこと」と，実務者が「理

解したいこと（疑問に思っていること）」のそれぞれを分析することで要素の洗い出しを行

った。その上で「研修項目ごとに学習目標を検討」「地震研究者による研修スライドの作成

ならびに指導上の留意点を作成」「育成フレームにおける知識を評価するために確認テスト

の作成」の 3つを整理枠組みの用件と位置づけた。こららの結果に基づき，現場と Web 環

境を適切に組み合わせた研修体系を構築し，地震の基礎知識習得にかかる研修プログラム 1

編，火山の基礎知識取得にかかる研修プログラム８編を開発した。また，関東地震/関東大
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震災 100 周年にかかる報道やイベント等の機会をとらえ，科学的研究によって得られた知

見の社会発信と自然誘因から社会素因，被害発生との対応といった災害過程の一連の理解

と，過去災害を事例として学ぶための理解枠組みについての醸成を推進した。 

 

 

 

図 2-6 複合災害を想定した避難行動実験。北海道稚内市を対象地域として，地震による津

波と土砂災害との複合災害を想定した避難行動実験の結果。地図上の赤点があらかじめ指

定された避難経路を示し，グラフは平均歩行速度及び分断発生時のグループ間距離を示し

ている。津波のみを想定した場合，道の駅わっかないから避難場所（地図中の緑丸）へ８

分以内に移動が完了し，津波到達までの時間的余裕がある（左の地図とグラフ）。一方，

地震により土砂崩れが発生し，当初目標としていた避難場所へ移動できないことを想定し

た場合，歩行速度は津波のみの場合と大きくは変わらず， Ａ地点で二つのグループに分

かれ，グループ間の差はＢ地点でさらに広がった。そして，その差は別の避難所（地図中

の緑四角）へ移動するまでに縮まらなかった。最終的に，遅い方のグループの避難完了ま

でに 14分以上を要した。 

 

 

２-５．研究を推進するための体制の整備 

 

（１）推進体制の整備 

本研究計画は地震学・火山学の成果を災害軽減に活用する観点から，地震学と火山学を
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中核とし，災害や防災に関連する理学，工学，人文学・社会科学などの分野を含む，総合的

な学際研究として推進した。また，地震本部や行政機関等と連携を強化し，基礎研究の成果

を発展させ，社会実装につながることを目指した。測地学分科会*は，計画の進捗状況を把

握し行政や社会のニーズを踏まえた計画の推進に努めた。地震・火山噴火予知研究協議会

は，大学，行政機関，国立研究開発法人等の委員から構成され，密接に情報交換しながら計

画を推進した。年度末には協議会主催で成果報告シンポジウムを開催し，計画全体の進捗状

況を確認するとともに，情報交換を行った。３年次にあたる令和３年度には，大学の課題に

対する中間評価を実施した。また，本研究計画期間は，新型コロナ感染症の観測研究計画へ

の影響を調査し，計画の変更等の適切な対応を行った。地震予知連絡会*は，年４回定期的

に会議を開催し，地震活動・地殻変動等に関するモニタリング結果の情報交換を行い，関係

各機関の情報の共有を行った。火山噴火予知連絡会*は，年２回定例会を開催し，全国の火

山活動の状況について取りまとめた。また，火山噴火予知連絡会のあり方について検討を行

い，令和５年度から新たな体制で活動を開始した。 

 

・ 拠点間連携共同研究 

災害や防災に関連する研究者と協働して計画を推進するため，「地震・火山科学の共同利

用・共同研究拠点*」である東京大学地震研究所及び地震・火山噴火予知研究協議会と，「自

然災害に関する総合防災学*の共同利用・共同研究拠点」である京都大学防災研究所及び自

然災害研究協議会とが連携を図り，共同研究を進めた。全国の研究者からの提案課題を募集

して全国規模の共同研究を進める「重点推進研究」と，災害誘因予測の高度化のための研究

を公募する「一般課題型研究」を実施した。重点推進研究のうち総括研究では「巨大地震の

リスク評価の不確実性に関するパラダイム構築の推進」と題し，南海トラフ沿いで巨大地震

が発生した際の地震リスクの評価の方法論や，実際のリスク評価やその影響について検討

を行った。（１）震源過程，（２）伝播・深部地盤構造，（３）強震動予測，（４）浅部地盤構

造，（５）構造物被害予測，（６）リスク評価の研究グループに分かれ，それぞれの分野にお

けるリスク評価の不確かさの要因についての検討を進めるとともに，これらの知見を統合

するための（７）プラットフォーム構築グループ，（８）ステークホルダーの参画に関する

研究グループ及び（９）大規模計算のためのコンピュータサイエンスグループの９グループ

で実施し，理学，工学，人文学・社会科学等の分野の研究者が協働して研究を推進した。 

 

（２）分野横断で取り組む総合的研究を推進する体制 

以下の５項目は，それらが発生した場合の社会への影響の重大さに鑑み，研究分野横断

による総合的な研究として実施した。 

 

・ 南海トラフ沿いの巨大地震 

地震・測地観測網で得られたプレート間固着やスロー地震，人工地震波を用いたプレー
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ト境界の位置情報等，最新の地球物理学研究の知見に基づき，南海トラフ沿いの巨大地震の

広帯域震源モデルを構築した。また，地震波及び津波の伝播モデルに基づき，西南日本地域

の強震動及び津波浸水モデル*の構築を進めた。また，予測を行うためには不可欠な，プレ

ート形状の高精度化に関する研究を実施した。成果の社会実装・ステークホルダーへの成果

の還元を目的とした活動を実施した。 

 

・ 首都直下地震 

首都直下地震として想定される多様な震源について，発生メカニズムや発生可能性を評

価する研究を進めた。相模トラフ沿岸を襲った津波の歴史記録について整理を行い，それに

関連した野外調査を実行することで，当時の津波の高さについて検討を行った。現代の地震

観測で得られる知見を用いて，歴史地震*の震度を検証及び定量化する狙いで，東京都文京

区と千葉県成田市周辺で稠密観測を実施した。文献資料に基づき，安政２年の江戸地震の被

害場所の境界地域を検討した。住民の災害に対する意識調査・分析を実施した。 

 

・ 千島海溝沿いの巨大地震 

超巨大地震の発生が切迫している可能性が高い千島海溝沿いにおいて，巨大地震による

災害の軽減を目指し，地域防災力の向上を目指した総合的研究を実施した。津波避難に焦点

を当てた地理空間情報を活用した研究が行われ，津波避難困難区域の空間分析法の開発，集

団による津波避難の実証実験，VR 技術を活用した疑似避難訓練システムの開発等を実施し

た。津波堆積物の調査から，十勝地方沿岸部の約千年間にわたる長期間の地殻上下変動時系

列が解明された。根室沖での海底地殻変動観測*の実施により，プレート境界が浅部まで強

く固着している可能性が示された。北海道全域の遺跡発掘報告書にある地震波液状化痕跡

と考える記述を調査し，過去数千年にわたる強震動履歴に関する情報を収集した。また，自

治体・インフラ産業・報道機関の防災施策への助言を行ったほか，職員向け・一般住民向け

のセミナーや公開講座，勉強会を主催した。 

 

・ 桜島大規模火山噴火 

活発な噴火活動を 60 年以上続け，今後，大規模噴火の発生が予想される桜島を対象に，

住民避難を視野に入れた総合的研究を推進した。大規模噴火現象を解明するため，過去の噴

火履歴調査及びマグマ圧力源のモデル化を行い，マグマのダイク*貫入が大規模噴火の前駆

過程として重要であることが提起された。また，地盤変動*等から見積もられるマグマの貫

入速度は，噴火規模と様式を予測する指標となり得ることを明らかにした。火山灰ハザード

予測について多くの知見が得られた。降下火山灰・軽石の拡散範囲と降下域については，シ

ミュレーションにより予測する手法が開発された。火山岩塊，火砕流*，土石流の予測につ

いても研究が進んだ。大量降灰災害が予想される鹿児島市街地側住民の事前避難の実現を

目指し，専門家と住民との対話を通じて共創するため，ワークショップを開催した。 
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・ 高リスク小規模火山噴火 

小規模な噴火は発生頻度が相対的に高いことから，観光客や登山客等の災害リスクの低

減という観点から研究を行った。災害情報の発信に関する研究に関しては，VUIを日本の火

山に適用するための具体的な試みが進展した。また，火山防災において有効な火山情報発信

方法に関する知見の蓄積が進んだ。小規模噴火の発生する場の把握に関しては，土壌ガス観

測に基づく側噴火*リスクの評価や地質図の試作と各火砕丘*の活動年代推定を実施した。多

項目観測による火山活動の把握が多くの火山で進められた。観測データの解析結果や物質

科学的データの分析結果を整理することで，予測に資する火山活動推移のモデル化や，噴火

事象系統樹の分岐判断指標の作成が進んだ。ドローンの小型化と高性能化を受けて災害発

生時の被害情報把握へ応用するための研究を進めた。 

 

（３）研究基盤の開発・整備 

・ 観測基盤の整備 

日本全国の陸域・海域に展開された地震，地殻変動，津波，潮位，電磁気等の観測基盤

からデータを取得し，本研究計画で高度化された解析技術を用いることにより調査研究を

進めた。解析結果は，地震調査委員会*，地震予知連絡会や Web 等に随時提供した。陸海統

合地震津波火山観測網* (MOWLAS)及び首都圏地震観測網* (MeSO-net)の安定的な運用に加

え，南海トラフ海底地震津波観測網(N-net*)の整備を進めた。関係機関の地震観測データを

一元的に処理した震源カタログを作成した。電子基準点*リアルタイム解析システム

(REGARD*)の高度化を進めた（図 2-7）。さらに，汎用的な GNSS 機器を用いた小型 GNSS観測

装置の開発を進めた。高頻度観測データを用いた干渉 SAR*時系列解析を可能とするための

解析手法の高度化やシステム構築を進めた。重力*観測網を構築し，火山のモニタリング体

制を整えた。継続的な地球物理学的・地球化学的モニタリングを実施し，気象庁や大学と結

果を共有するとともに，地元自治体等へ情報を提供した。 
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図 2-7 高速な断層推定。REGARD による 2021 年３月 20 日に発生した宮城沖地震の地殻変動

から断層パラメータを推定したもの。左は断層パラメータの事後確率分布，右は推定された

矩形断層モデルの位置とその広がりの不確実性を示す。左の青線は中央値で，右上にその数

値を示す。東北大学で開発された推定パラメータの不確実性を評価できるプログラムを国

土地理院に技術移転した。従来法からの置き換えに向け，試験運用中である。 

 

・ 観測・解析技術の開発 

DAS 計測，GNSS-A観測や海底孔内観測などの統合観測システムの開発が進められた。Pi-

SAR X3*による 15 cm分解能での火山観測に成功し，新たな火山の観測体制を整備した。新

たな無線通信帯域・技術を活用したデータ伝送システムの開発及びこれを利用した地震・火

山活動状況を高精度かつ迅速に把握可能なシステムの開発を進めた。また，携帯電話事業者

による独自の GNSS観測網同観測網データの地殻変動解析への応用可能性を検証し，地殻変

動場の議論が可能であることを示した。 

 

・ 地震・火山現象のデータ流通 

地殻変動連続観測等の多項目観測データの全国流通・一元化によりデータの蓄積・公開

を実施し，気象庁のひずみ計観測網データのリアルタイム流通を実現した。全国規模の地震

観測データ流通網 JDXnet* (Japan Data eXchange network)の運用を安定的に行うととも

に，データ処理で広く用いられているプログラム(WIN*)について，その近年の状況に合わせ
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た使用の更新と機能向上を着実に進められるよう，伝送プロトコル*の検討を進めた。 

 

・ 地震・火山現象のデータベースの構築と利活用・公開 

地震の一元化処理*において，2020 年９月から海域観測網（S-net*，DONET2）のデータの

活用を開始し，自動震源決定の際にノイズとなるエアガン*起源のシグナルの除去手法につ

いても 2021 年７月から適用を始めた（図 2-8）。Digital Object Identifier (DOI*，論文

等の永続的識別子)の適切な利用の検討を進め，幾つかのデータを機関リポジトリに登録し，

DOI 付与を実現した。研究成果共有システムは，そのデータフォーマットやポリシー等が検

討され，令和３年度から観測や開発したソフトウェア等のメタ情報を収集・整理し，閲覧可

能とした。 

 

 

図 2-8 S-net 導入前後の震源分布の比較。気象庁の一元化震源処理のルーチン業務に S-net

の地震観測データが取り込まれた。東北日本を例に，S-netのデータ導入前（2018年１月か

ら 2020 年８月まで，薄青）と S-net導入後（2020年９月から 2020 年 12月まで，黒）を比

較すると，S-net データを用いた場合に震源の深さが系統的に浅くなる傾向があることがわ

かった。S-net 導入により海域の地震観測点が増え，従来よりも精度よく震源の推定ができ

るようになったと考えられる。 

 

（４）関連研究分野との連携強化 
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理学，工学，人文学，社会科学などの関連研究分野間で連携し，地震・火山研究の成果

を災害軽減に役立てられるようにした。低頻度大規模地震・火山噴火現象の具体的な規模，

発生頻度，発生機構等を明らかにするために，近代観測以前の地震・火山現象の解明を目指

し，歴史学・考古学と連携して計画を進めた。拠点間連携共同研究の一般課題型研究では，

これまで本研究計画に参画していなかった機関・研究者の参画が更に増え，関連研究分野と

の連携強化の一翼を担った。また，進展の著しい数理科学，情報科学，計算機・計算科学等

の研究分野の成果も取り入れた。 

 

（５）国際共同研究・国際協力 

本研究計画期間は，新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けた。海外への渡航，海外

からの研究者の受け入れ等が厳しく制限されたが，オンラインを活用するなど，制限下でも

可能な観測研究を実施した。ニュージーランドでは，地震発生機構の解明のための国際共同

研究が実施され，2016 年カイコウラ地震震源域*の詳細な構造等を推定した。また，ヒクラ

ンギ沈み込み帯中部に設置した海底観測機器により，2021 年５月の短期的 SSE の観測に成

功した。インドネシアでは，火山活動推移モデルの構築に向けた国際共同研究を実施し，噴

火に至るまでの地震活動，地盤変動，火山ガス等の活動推移を検討した。そのほか，メキシ

コ，アメリカ，南アフリカ，フランス，ハンガリー等の研究機関と共同研究を行い，地震活

動や地盤構造の推定，高精細ミュオグラフィ*の開発等の研究が実施された。 

 

（６）社会との共通理解の醸成と災害教育 

社会との共通理解の醸成を図るために，地震・火山噴火現象及び地震・火山災害に関す

るアウトリーチ活動を積極的，かつ組織的に展開した。地震・火山噴火予知研究協議会は本

研究計画や，これを推進するための組織を紹介するためのパンフレットを作成し，本計画に

参画している関係機関を通じ，関係機関への訪問者に対して配布し，またオンラインによっ

て配布するなどして広報活動をした。また各機関では，小中高生，住民，行政等の防災担当

者，報道関係者等に対して，地震・火山噴火現象の予測研究や研究活動の現状を理解しても

らうための公開講義，セミナー，ラボツアー等を行った。 

 

（７）次世代を担う研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成 

観測研究に携わる研究者のキャリアパスを確保するための若手教員のポストの確保に努

めた。地震・火山噴火予知研究協議会は，毎年度特任研究員を雇用し，人材育成の一端を

担った。また，火山分野においては，次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト*におい

て，本研究計画に参画する大学や研究機関が，火山研究者を志す全国の大学院生に実習や

講義などを行い，若手育成に取り組んだ。熊本県では火山博物館やジオパークのガイドを

対象とした地震・火山噴火災害に関する勉強会を実施した。自治体職員を対象とした防災
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リテラシー向上のため，地震・火山研究者が「理解してほしいこと」を自治体職員のニー

ズを元に再構成し，研修プログラムを構築した。 
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３．令和５年度に発生した顕著な地震に関して得られた重要な成果 

 

能登半島の地殻変動と地震活動 

 

能登半島では，2020 年 12 月から顕著な地震数の増加と局所的な非定常地殻変動*が始ま

り，この地震活動に高い社会的関心が向けられていた。そのような中で，2023 年５月５日

に M6.5 の地震，2024 年１月１日には M7.6 の地震が発生した。本研究計画では，既存予算

に加え令和５年度に新たに６つの研究課題への追加予算を配分し研究を進めた。また，多く

の本研究計画参加者が科学研究費助成事業（特別研究促進費）「能登半島北東部において継

続する地震活動に関する総合調査」にも参加した。2024 年３月 12日には地震・火山噴火予

知研究協議会企画部*戦略室主催で「令和６年能登半島地震ワークショップ」を開催し，気

象庁，国土地理院，産業技術総合研究所，海上保安庁海洋情報部，海洋研究開発機構，東京

大学，東北大学，京都大学等の各代表機関からの報告を行って，情報共有を図った。 

令和５年度までの研究により，能登半島での群発地震活動とその震源の時空間的な移動，

非定常地殻変動の詳細やそれに基づく変動源の変化，及び地下構造推定によって，一連の活

動を説明する地下の流体移動が関与するモデルが提案されてきた。その後の研究から，群発

地震が複数の面に沿って南部から北部，深部から浅部に移動していたこと，震源移動の開始

部付近に地震波反射面*が存在していたことが示され，2020 年以降の群発地震活動と 2023

年５月５日の M6.5の地震が，流体移動とそれに誘発された非地震性変形により生じた可能

性が高いことを示した。また群発活動が開始した南部の地震波速度構造からは，活動域の深

部に高 Vp，高 Vp/Vs*の領域を確認し，この原因は，古いマグマ溜まりと高圧の水の存在によ

るものと考えられた。広帯域地磁気地電流(MT)観測*による３次元比抵抗構造推定からは，

群発活動開始域である南部から北側に至る低比抵抗領域の存在を明らかにした。群発地震

活動は，この低比抵抗領域の上端に位置し，流体の移動・拡散との関連を強く示唆する。 

2023年５月５日に発生した M6.5 の地震については，能登半島周辺の強震波形（速度，0.1

〜1 Hz）を用いた解析により，主破壊が破壊開始点より北の浅部に進行したことが明らかと

なった。この地震では逆断層*すべりが卓越し，最大すべり量は約 1.0 m，平均すべり量は約

0.3 mであったと推定された。この M6.5の地震の震源断層は，2022 年６月 19日の M5.9と同

じ断層面（南東に下がる断層面）に位置し，2022年６月 19日の M5.9の地震よりも浅い部分

を破壊したことを示唆した（図 3-1）。 

このようななか，2024 年１月１日に海域の長大な活断層帯を震源域とする M7.6 の大地

震が発生した。この震源域周辺では，国土交通省の「日本海における大規模地震に関する調

査検討会」や，文部科学省の「日本海地震・津波プロジェクト」で東傾斜の逆断層の存在が

想定されていた。また 2024 年１月１日の地震の 1.5時間前からは局在化した地震活動の活

発化がみられた。これらの前震活動は南東傾斜の面上構造の上で発生しており，本震*を含

む領域へ時間とともに広がっていた。また１月１日の地震の余震分布からは，観測点密度が
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高い領域で，断層面の傾斜が地表付近でやや高角になる特徴も見られた。海域に伸びた震源

域での地震活動を調べるために，自己浮上式海底地震計による観測を行った。この観測によ

り，能登半島北東沖の地震の震源の深さは，陸域観測網による推定よりも浅く推定された。

また陸域でも今回震源域が拡大した能登半島西部を中心に地震の臨時観測点を設置し，よ

り広域の構造及び精密震源決定のためのデータを蓄積している。地殻変動の観測において

は，干渉 SAR を用いた解析から能登半島北岸での大きな隆起を観測した（図 3-2）。この観

測結果は沿岸の海岸隆起調査の結果とよい一致を示す。海岸の現地調査により，今回の地震

で隆起が認められた海岸では少なくとも３段の完新世*海成段丘が認められ，過去にも同様

の隆起イベントがあった可能性が高いことを示した。また海底地形調査は，能登半島北部に

おける海底隆起を確認した。 

2021年夏から開始した陸域の GNSS臨時観測，国土地理院の GEONET*及びソフトバンクの

GNSS観測点のデータによる地殻変動場は，2023 年５月の M6.5 の地震から 2024 年１月１日

の地震までの間に，それ以前の陸上を中心とする放射状のパターンから，海域に存在する

M6.5 の震源域を中心とするパターンに変化していたことを明らかにした。また１月１日に

は，空間密度の高い地震時変位分布を得て，地震時すべり分布の推定などを行った。１秒サ

ンプリングの GNSSデータや珠洲市での光ケーブルを利用した超高感度地殻変動観測も前震

や本震に対応した地殻変動を捉え，今後震源過程の推定に大きな制約を与えることができ

る可能性がある。GNSS 観測による余効変動*は能登半島の南東部で大きく，余効すべり*で説

明できる変位場よりも影響が広範囲に及ぶことから，粘弾性*緩和の寄与を考える必要があ

る。また，群発地震が発生した時期から行っていた重力観測では，１月１日の地震に伴って

珠洲市から輪島市にかけての複数点で，地殻変動量から期待されるものよりも大きな重力

減少を捉えた。このことは地震時，あるいはその前に震源域に水が流れ込んだことを示して

いる可能性がある。津波データ及び GNSS データを用いた１月１日の地震時すべり分布推定

では，能登半島沖の南東傾斜の断層で 2〜4 mのすべりが推定されたのに対し，佐渡沖の北

傾斜の断層ではほとんどすべりが見られなかった。地震時すべり分布についてはこのほか，

遠地実体波*，強震動波形や GNSSデータを用いた解析が行われており，主に２つの大すべり

域が存在することがわかった。また１月１日の地震に対応する断層形状と応力場に基づく

動的破壊シミュレーションにおいても２つの大すべり域が予測され，地震発生前のすべり

域推定の高精度化に向けた進展があった。被災地では，被災文化遺産レスキューも重要な課

題となっている。能登半島では e−コミマップを活用した文化遺産防災マップの作成と被災

の可能性のある文化財の迅速な同定も進めた。 
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図 3-1 2023 年５月５日能登半島北東部の地震 M6.5 のすべり分布モデル（南東方向に傾斜

した矩形内のカラーコンター）。左は 2023 年５月５日に発生した M6.5 の地震より前１年間

の震源分布を丸で示す（中の色は深さに対応）。M6.5 の地震の主破壊（コンターの赤色が濃

い部分）は破壊開始点（星）より北の浅部に進行した。この地震以前の群発地震活動は，深

さ 10〜14 km で発生していた。右は M6.5 の地震発生後から同日に発生した M5.9 の地震発

生前まで約７時間の震源分布を丸で示す。M5.9 の地震は M6.5 の地震と同じ面上の，約 5 km

下で発生した。 
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図 3-2 2024 年１月１日能登半島で発生した地震（M7.6）の地表変位。干渉 SARの 2.5次元

解析により求められており，左は準上下方向，右は準東西方向の成分を示す。能登半島北部

の広い範囲で隆起が検出され,その値は輪島市西部では約 4 mとなった。 
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４．令和５年度の成果の概要 

  

４−１．地震・火山現象の解明のための研究 

 
（１）地震・火山現象に関する史料・考古データ，地質データ等の収集と解析 

ア．史料の収集とデータベース化 

古代～中世の史料に基づき過去の関東地震の候補について検討し，繰り返す地震の組み

合わせを変えながら，今後 30年間の発生確率及びその時間変化を計算した[HMEV02]（図 4-1）。

日本海沿岸地域で発生した 1828 年越後三条地震について史料原本を精査し，同年春以降繰

り返す豪雨・台風の被災と大飢饉の中で発生した多重複合災害により，復興に多年を要した

ことを明らかにした[NGT_01]。東北地方で発生した 1611 年慶長奥州地震津波における関東地

域の地震動について，震度４以上の地震動が発生していたことや，地震動によって落下物や

建物被害が生じる程度がわかった[IRID01]。 

安政南海地震の前に内陸で発生し被害をもたらした安政伊賀上野地震（1854 年７月９日）

の史料を Web-GIS を用いて可視化し，表層地盤と被害の関係を確認した[NGY_01]。 

 

 
図 4-1 史料等に基づく相模トラフの巨大地震（関東地震）の候補と 2023 年現在の地震発生

確率。(a)史料ならびに古地震学*的証拠から得られた 1703 年元禄関東地震以前に発生した

関東地震の候補の詳細（1～４），1703年元禄関東地震及び 1923 年大正関東地震の際の津波



 
 

 
 

31 

の高さ（５～６）。(b)関東地震の候補とその地震規模。(c)関東地震の可能性がある地震の

候補の組み合わせを変えて，Brownian Passage Time（BPT）分布*を仮定し，今後 30年間の

関東地震の発生確率及びその時間変化を計算した結果。例えば，②正応，④明応，⑤元禄，

⑥大正の４地震の組み合わせを考えると，平均発生間隔は 210±7年となり，最も規則的に

発生していることになる。この場合，今後 30年間の発生確率は，前回地震から 160年間は

ほとんど 0 %であるが，その後急に増加し，前回地震から 204年（西暦 2127年）頃にはほ

ぼ 100 %となる。６地震全てを考慮した場合，発生間隔は 209±117年とばらつきが大きい。

この場合の今後 30年間の発生確率は，現時点(地震発生後 100年)で既に 19 %とポアソン過

程* (13 %)よりも高い。 

 

イ．考古データの収集・集成と分析 

全国の考古発掘調査に伴って検出される災害痕跡を集成した「歴史災害痕跡データベー

ス（Historical Disaster Evidence Database: HDE-GISdb）」の一般公開を開始した

（https://hde-gis.nabunken.go.jp/）。またこのデータベースに，災害に関わる史料データ

を表示する機能を搭載した（図 4-2）[NAB_01]。 

縄文時代前期に本州東部で発生した地震活動について，縄文集落の分析から考古年代の

特定等の基礎的な検討を行い，地震を伴う隆起活動と，集落動向からよみとれる津波を伴う

大地震の発生時期とを推測した[NGT_01]。 
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図 4-2 災害痕跡 GIS の表示例。地震・火山噴火・水害に関わる災害痕跡地点（橙・赤・青

のピン）と，災害痕跡が検出されなかった地点（緑ピン），及び，史料から推定した震度（数

字のアイコン）を表示している。 

 

ウ．地質データ等の収集・集成と分析 

千島海溝・日本海溝周辺域の北海道太平洋沿岸において地質調査を行い，17世紀に発生

した巨大津波をはじめとした過去のイベントに関するデータを取得した[AIST08, HKD_01]。南海

トラフ周辺域では，珪藻化石分析による地震性地殻変動の検討，津波堆積物の調査を行った

ほか，湖底堆積物の火山灰分析・年代測定を行い，形成要因と堆積年代を推定した[AIST08]。

南西諸島海溝沿いの先島諸島及び奄美諸島において，LiDAR 等の測量機器を用いた地震，津

波の地形学痕跡の測定と，津波石*等の過去の津波・地震の地質痕跡の年代測定を実施した。

琉球列島南部では，歴史記録や地質記録をもとに，1771 年明和大津波と先史時代の津波波

源を検討し，いずれも津波地震*による可能性が高いことを明らかにした[UTS_01]。 

内陸地震について，2016年熊本地震のトレンチ掘削調査*から，布田川断層と日奈久断層

高野－白旗区間に関して，一つ前の活動時（約 2,000 年前）には 2016 年熊本地震と同様の

変位が同時期に生じたが，二つ前の活動（約 4,000年前）については，各断層の地震発生が

同時期ではない可能性があることがわかった[NGY_03]。 

富士火山の溶岩*及びスコリア*を対象として，かんらん石斑晶*と斜長石斑晶とメルトと

の平衡からマグマの温度と含水量を算出し，算出結果と噴火様式との関連を調べた結果，噴

火前のマグマ含水量が高い方が爆発的な噴火となる傾向が見られた。また，噴出物組成や噴

出量，噴火間隔の時間発展についてマグマ供給モデルをもとに検討することで，噴出量の大

きな変化には，マグマ溜まりの粘弾性変形によるマグマと周辺物質との密度差による浮力

の効果が関与していることを示した[ERI_02]。草津白根火山では火砕丘群の長期間における噴

火発生時期と規模を示す積算マグマ噴出量階段図*を作成し，約 5000年前の殺生溶岩の噴火

後は活動が低調化したこと，約 2000 年前には白根火砕丘群と本白根火砕丘群が相次いでマ

グマ噴火を起こしたこと，約 1200年前には本白根火砕丘群と逢ノ峰火砕丘群が相次いでマ

グマ噴火を起こしたことが明らかになるなど，火砕丘群間でマグマ噴火の連動があったこ

とを覗わせる知見を得た[TYM_01]。秋田焼山・御嶽山・雌阿寒岳では火山地質図の取りまとめ

を進め，秋田焼山については完新世噴火史を公表した[AIST03]。阿蘇火山では，阿蘇４火砕流

堆積物分布図，阿蘇カルデラ阿蘇３火砕流堆積物分布図を整備した[AIST03]。 

 

（２）低頻度大規模地震・火山噴火現象の解明  

日本海溝北部における海底地震観測記録から，浅部テクトニック微動*の活動に同期して

通常の地震が活発化しており，これらは短期的 SSE により励起されている可能性が高いこ

とがわかった[ERI_05]。北海道沖千島海溝の海溝軸からアウターライズ*における地震のメカニ

ズムについて，海底地震計と S-netのデータを用いて解析をしたところ，千島海溝からの沈



 
 

 
 

33 

み込みに伴う海洋プレート*の変形を反映したと考えられることがわかった[THK_06]。東北地方

では，新しい余効変動モデルに基づく数値シミュレーションにより，2011 年東北沖地震後

の GNSS 時系列を正確に再現することに成功した[THK_07]。また，2011 年東北沖地震前後の浅

部プレート境界断層付近の構造を比較することにより，地震に伴い流体が上昇していた可

能性が示唆された[AORI01]。 

鬼界カルデラにおいて反射法地震探査のデータ解析と試料分析により大規模火砕流の噴

出量と流動堆積過程を推定した。物質科学的分析により鬼界アカホヤ噴火とその後に活動

した溶岩ドームのマグマ供給系の変遷過程を推定した（図4-3）[KOBE01]。霧島火山群の噴出物

の全岩主要元素，微量元素，Sr-Nd-Pb同位体比の組成分析から，新燃岳，御鉢，えびの高原

硫黄山は共通の起源物質に由来する一方，御池は地殻物質の混染の影響を強く受けた起源

物質に由来することなどを明らかにした[ERI_03]。十和田カルデラ噴出物の基礎分析及びU-Th

放射非平衡*分析から，約15,000年前のカルデラ噴火によりマグマ溜まりからマグマが全て

放出され，その後5,000年ほどの時間をかけてマグマ溜まりにマグマが蓄積していったと推

定した[HKD_02]。 

 

図 4-3 鬼界海底カルデラからの噴出量推定とマグマ供給系進化。反射法地震探査により得

られた層構造と噴出物との対比から，２回の大規模火砕流噴火に相当する堆積物が海底に

厚く堆積しており，噴出量は 71 km3以上であると推定された。噴出物の分析からは，（１）
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マグマの起源物質の変化が起きたこと，（２）鬼界アカホヤ噴火直後には出残りマグマが活

動し，その後に新たな珪長質マグマと, より深部からの苦鉄質マグマによる供給系が形成

され, 海底の巨大溶岩ドームや薩摩硫黄島の活動を引き起こしていること, (３)海底の溶

岩ドームではマグマ混合はほとんど起こっていないことなどが明らかになった。 

 

（３）地震発生過程の解明とモデル化 

ア．地震発生機構の解明 

広域応力場を踏まえた中央構造線活断層帯の地震サイクル*シミュレーションにより，地

震本部で両論併記されている鉛直断層モデルと北傾斜断層モデルのうち，前者の方が地質

学的に推定されている平均すべり速度をよく説明できることを示した[UTS_05]。 

Ｓ波速度の異方性*の調査により，四国北部下の領域において，ウェッジマントル*のほぼ

全てが蛇紋岩*化している必要があることがわかった[DPRI01]。広島県西部直下の下部地殻*で

は，狭い範囲内で複数の異なるメカニズムを持つ地震が起きていることがわかり，この領域

内での高間隙水圧により様々な姿勢の既存クラック*が破壊している状況が示唆された

[AIST07]。地震とスロー地震について，それぞれのスケール則を見直すことにより，これらは

異なる物理の支配法則に従うことがわかった[UTS_03]。 

蛇紋岩試料を用いた室内実験とフィールド調査から，間隙水圧変化に起因する間欠的微

動は開口破壊に，短期的 SSE は粘性せん断帯の活動に対応すると考えられることがわかっ

た[ERI_05]。 

 

イ．地震断層滑りのモデル化 

室内摩擦実験において，試料サイズの違いから理論的に予測されるすべり速度に対し，

すべての試料サイズでその 10 倍程度の速度で動的弱化を示すことを確認した[ERI_06]。熱水

条件における室内実験から，流体の相変化に伴う急激な減圧によって，岩石に多数の微小き

裂が造成され，岩石強度が大幅に減少することで，断層面で摩擦係数が大幅に減少し，また

同時に，連続的なゆっくりすべり*が起きやすくなることを発見した[THK_02]。スラブ*流体に

含まれる塩成分(NaCl)が，界面エネルギーの異方性の効果によって流体の連結度を大きく

下げることを見出し，島弧下マントル*の流体分布について，岩石実験結果と地震波・電磁

気観測*の結果とを結ぶための情報を与えた[THK_02]。2014年 Orkney M5.5地震（南アフリカ）

の余震が面状分布する場所では，その面上に，接触熱変成や熱水変質による筋状の物性異常

を生じ得ることがわかった[RTM_01]。 

内陸断層の深部における地震発生と塑性流動の関わりを明らかにするため，地震発生層*

最深部で形成した断層構造が見られる三重県の中央構造線で地質調査を実施した。また，岩

石変形実験も合わせて行い，塑性変形した岩石の石英の動的再結晶微細構造から応力とひ

ずみを読み取る手法を確立し，断層の力学的挙動を明らかにした [AIST05]。 
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（４）火山現象の解明とモデル化 

ア．火山現象の定量化と解明 

霧島火山の地震・空振*観測データにより，新燃岳近傍で発生するバックグラウンド微動

の振幅が新燃岳2018年３月の噴火に先行して増大したこと，微動源の移動の後に2018年４

月の硫黄山噴火が発生したことがわかった[ERI_07]。これらの結果は微動の活動把握が噴火発

生予測に有用であることを示している。桜島の爆発的噴火に伴う地震・空振・傾斜の解析，

噴出物の物質科学分析，火道*流モデルに基づく数値計算から，爆発的噴火は火口底下深さ

0.5-1 km付近の数十 mの領域における増圧によって開始し，噴出時には南岳Ａ火口直下が

減圧し，大きな噴火の場合は減圧が深さ数 kmにまで及ぶことが明らかになった[THK_03]。海底

火山の活動に伴う変色海水を再現する岩石―酸性化海水反応実験を行い，火山活動の活発

化に伴って生成される熱水は強酸性であるためFeの割合が高くなる。一方，沈静化に伴って

酸性度が低下するとFeとAlの割合が低くなることでSiの割合の高い熱水が生成されること

がわかった[TIT_01]。 

 

イ．マグマ溜まりと火道内過程のモデル化 

溶岩ドーム内のマグマにおいて，多孔質組織が形成されることによって過剰圧が増加し

溶岩ドームの爆発を引き起こすことが推定されていたが，多孔質組織の形成は，ソリダス*

近傍の水飽和条件下において４日から８日で完了することを室内実験により明らかにした

[THK_04]。マグマ上昇から噴火に向かう最終段階において，多孔質組織によって浸透的な脱ガ

スが効果的に行われるため，噴火の爆発性を制御する可能性がある。よって，多孔質組織形

成の時間スケールから，爆発性の異なる噴火に遷移する時間の推定ができる可能性が示唆

された。 

 

（５）地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデル化 

ア．プレート境界地震と海洋プレート内部の地震 

南西諸島北部域において，海底地震計アレイ*データを用いた浅部低周波微動の解析から，

2022年６月と 2022年８月～９月にかけて浅部微動エピソードが確認され，地震活動も活発

化していることがわかった[KGSM01]。また，プレート境界域での小繰り返し地震（相似地震*）

を用い，日向灘から奄美大島にかけてのプレート境界の準静的すべり*速度を求めたところ，

2015 年前後以降南西諸島北部は全般的に準静的すべり速度が増加しており，特に一部地域

では，2022 年頃から顕著な加速が見られることがわかった[KGSM01]。 

中国大陸の地殻と上部マントルの３次元Ｐ波*速度構造を高分解能で求めた結果，インド

プレート，太平洋プレートとフィリピン海プレートの沈み込みが，中国大陸内部の地震・火

山活動や造山運動に重要な影響を与えたことがわかった[THK_05]。 

 

イ．内陸地震 



 
 

 
 

36 

潮汐*に起因する地震波速度の時空間変化を全国で推定したところ，Ｓ波速度が遅い領域

では潮汐ひずみに伴う応答が大きい傾向が見られ，高間隙水圧やクラックの存在が示唆さ

れた[HRS_01]。 

中国地方中北部・東部地域の次元比抵抗構造解析により，深さ約 20〜40 km にかけて分

布する低比抵抗領域の規模やつながりと，それより浅部に分布する高比抵抗領域の広がり

と地震活動の下限の分布が調和的であることが確認された[DPRI03]。 

2016年熊本地震震源周辺域の偏差応力について，従来の応力インバージョン*から推定され

る実効摩擦係数は 0.1 以下であるのに対し，ここでは有意に大きくなることがわかった

[DPRI03]。応力場の推定を通じ，日奈久断層帯では断層を挟み主応力方向に違いがみられ，特

に断層面が弱い可能性が示唆されたほか，日奈久断層帯はせん断帯として働き，この地域の

不均質な応力場を生み出す要因となっていることが示唆された[KYU_01]。 

令和６年能登半島地震に関する調査が行われた（第３章を参照）。 

 

ウ．火山噴火を支配するマグマ供給系・熱水系の構造の解明 

地震波の相関解析から，御嶽山の山頂の地表面から深さ方向に5 kmにかけて反射面を見

出し，震源分布との対応から反射面は固結したマグマ溜まり上面や低透水層の境界面に対

応すると解釈することで，火山性流体や熱輸送に関するモデルを提示した[THK_08]。鹿児島湾

奥の海底火山である若尊カルデラにおける定期的なヘリウム観測から，2015年の桜島の火

山活動活発化の時期に若尊カルデラの活動度は変化していなかったことを明らかにした

[AORI02, KOBO32]。2018年草津本白根山噴火後に実施した稠密AMT観測から，本白根火砕丘の浅部

には白根火砕丘のような釣鐘状のキャップロック構造がないことを明らかにした[TIT_03]。

2018年草津本白根山噴火に伴う地震波解析により鉛直開口クラックの上部にシル*状の圧力

変動源の存在を推定し，開口クラックを通じて上昇してきた流体が一時的に停留した可能

性を指摘した [TIT_03]。 

 

エ．地震発生と火山活動の相互作用の理解 

2016年熊本地震後に顕著に見られた阿蘇カルデラ内の沈降を，粘性変形を考慮して調べ

たところ，阿蘇カルデラ内の２枚の断層面における正断層*成分を伴う余効すべりで説明で

きることを明らかにした[GSI_01]。 

 

オ．構造共通モデル*の構築 

地殻及び上部マントル条件での岩石（岩相-水-マグマ）の地震波速度及び電気伝導度*を

再現するモデルの構築を進め，インバージョンにより安定的に各種パラメータ推定を行う

手法を開発した[DPRI_04] （図 4-4）。 
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図 4-4 地球内部の物質構造イメージングの方法。地球内部の地震波伝播速度と電気伝導度

を統合解析することにより，岩石と液体の種類，量比，分布形状を推定する手法を開発した。

この手法を用いることにより，地殻とマントル最上部の構造イメージングが大きく進み，地

震・火山活動のしくみの理解に資すると期待される。 

 

 

４-２．地震・火山噴火の予測のための研究 

 

（１）地震発生の新たな長期予測 

 

ア. 海溝型巨大地震の長期予測 

沖縄本島と宮古島の間に設置された，海溝軸付近の２点の海底地殻変動観測により，プ

レート沈み込み方向への変動速度が小さいことから，現時点でこの地域がプレート間固着

を示す積極的証拠はないことを明らかにした[NGY_02]。すべり速度状態依存摩擦則*を仮定した

プレート境界地震サイクルのシミュレーションによって，東北地震タイプの M9級地震の１

サイクルにおける宮城県沖地震タイプの M7級地震の繰り返し間隔を調べ，プレート間すべ

りの時空間変化に起因するアスペリティ*周辺の M7 地震の発生間隔の変化が確認された

[JAMS01]。関東地方の GNSSデータの解析から，1703年元禄関東地震，1923年大正関東地震の

震源域，房総スロースリップすべり域で，相模トラフにおける応力蓄積速度が大きいこと，
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房総半島南部域で多くの応力が蓄積していることが示された（図 4-5）[NIED03]。 

 

 

図 4-5 相模トラフ沿いの応力蓄積と 2023年現在の地震破壊シナリオ。（a）GNSSデータか

ら推定された応力蓄積速度。（b）過去の大地震を考慮した 2023 年時点での応力蓄積分布。

元禄地震以来 320 年経過している安房パッチに応力が蓄積している。（c）2023 年時点で発

生しうる地震のすべり分布。房総半島沖の安房パッチでは，2023 年時点でも Mw7.8 程度の

大地震が発生しうる。 

 

イ. 内陸地震の長期予測 

GNSS 観測によるひずみ速度*分布に基づいて，日本列島全域を対象に地殻内で発生する

MJMA6.0 以上の地殻内地震の 30 年発生確率を試算した（図 4-6）[DPRI05]。2023 年トルコ東部

の地震と 2024年１月１日に能登半島で発生した地震（M7.6）の動的破壊シミュレーション

を行い，破壊過程*に対する断層形状と広域応力場の効果を調べた[UTS_05]。相模トラフや日本

海溝のプレート境界地震によるクーロン破壊応力*変化（ΔCFS）の計算を行った。関東地方

北部と南部で想定されている断層では，変化量は小さいものの，東北地震前後で異なる応力

変化の挙動を示し，東北沖地震前は北部では促進的，南部では抑制的，東北沖地震後その逆

の傾向を示し，北部は東北地方の断層の挙動と似た結果となった[ERI_11]。南海トラフ巨大地

震による地震後の内陸震源断層に対する粘弾性緩和を考慮して，1944 年東南海地震（M7.9）

及び 1946 年南海地震(M8.0)による応力載荷*計算が行われ，1944 年からの４年間の間に西

日本の内陸域で広範囲に 0.1 MPa 以上の応力変化が引き起こされることを示した[JAMS01]。SAR

時系列解析と GNSS変位場の融合により電離圏擾乱の大きい場合でもロバストな補正項推定

が可能な手法が開発され，GNSS 観測網だけでは捉えることができなかった高精度かつ高空
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間分解能な地震間ひずみ速度場の検出に成功した[DPRI05]。 

 

 
図 4-6 測地データと地震活動度から求めた内陸域での地震発生確率。GNSSデータと背景地

震活動データから，MJMA6.0 以上の地殻内地震の 30年発生確率を色で示す。赤い色の地域ほ

ど，発生確率が高い。平均変位速度*が速い活断層では，余震の継続時間が短い傾向が見ら

れた[DPRI05］。 

 

（２）地殻活動モニタリングに基づく地震発生予測 

 

ア. プレート境界滑りの時空間変化の把握に基づく予測 

GNSS等地殻変動観測データを用い，南海トラフ及び東北沖のプレート境界での固着状況

の推定及び SSE の検出を進めるとともに，新潟－神戸歪み集中帯における非弾性*変形構造

を推定した[AIST09，GSI_02，JMA_01，THK_09]。Hi-net高感度加速度計（傾斜計*）記録に基づく，東北

地震に先行して発生した加速的な先駆すべりに関する検証し，ノイズレベルを超える数時

間の加速的変動がなかったことを確認した[ERI_12]。機械学習等の手法により，東北沖におけ

る地震活動や低周波地震活動の震源カタログのアップデートを進めた [THK_09，ERI_12]。プレー

ト間非地震性すべり*の時空間変化の推定を進め，スラブ内地震の余震にも繰り返し地震活

動があることを確認した[THK_09]。プレート境界周辺部での構造探査を行い，SSE や深部低周

波微動活動域，大地震すべり域と構造不均質との関係の理解を進めた[ERI_12]。構造探査デー

タと深海掘削データを組み合わせた解析により，タービダイト*が SSE 静穏域に集中して分
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布しており，透水性の高いタービダイトがプレート境界断層の間隙水圧を低下させている

ために SSE 活動が抑制されている可能性が示され（図 4-7） [ERI_12]。群発地震の解析から，

流体に駆動されたスロースリップが群発地震に関与している可能性を示唆した[ERI_12]。

Physics-Informed Neural Networks (PINN*) を用いた断層すべりモニタリング手法の開発

を進め，プレート境界での摩擦特性の推定と SSE すべりの推移予測の試行を行った[KUS_01]。 

 

 

図 4-7 南海トラフ沿いのスロー地震活動を規定するタービダイト。南海トラフに沿って沈

み込む深海堆積物を調査した結果，砂層に富むタービダイト（反射法探査測線上の桃，緑，

橙色の領域）が，スロー地震活動の静穏域（水色の丸がない領域），すなわちプレート間固

着の強い領域（赤のグラデーションが濃い領域）に集中して分布することを発見した。透水

性の優れたタービダイトがプレート境界断層の間隙水圧を低下させることで，断層面のせ

ん断強度が大きくなり，スロー地震活動が静穏化*した可能性を示唆する。 

 

イ. 地震活動評価に基づく地震発生予測・検証実験 

静岡県御前崎沖から沖合の南海トラフに沿った海域で DAS を用いた試験観測を開始し，

浅海域における波浪などの振動現象の観測を行なった[JMA_01]。また，南海トラフにおいて

DONET の地震検知能力を評価し，観測網内であれば M1 以上，観測網の外周数十 km では M2

以上の地震の取り漏らしはないことを確認した[ERI_13]。深層学習*とアンサンブル学習*を組

み合わせ，地震の自動検測手法の改良を進めた[JMA_01]。富士山下の火山性低周波地震活動の
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解析により，2011 年東北沖地震後に低周波地震の発生頻度は増加し、その後低下していな

いことから地震後のマグマ供給系の変化を示唆した[ERI_13]。Ｐ波初動極性から応力場を推定

する手法開発により，2000 年鳥取県西部地震域での高空間分解能応力場の推定を行った

[KUS_01]。2016 年鳥取県中部地震及び 2023 年モロッコハイ・アトラス地方での地震の観測デ

ータをもとに断層破壊停止要因に関する検証を進めた[ERI_13]。ETAS モデル*に基づく予測地

震数と観測地震数の比を GNSSによる地殻変動データから計算した最大せん断ひずみ速度と

比較し，正の相関が高いことを示した[JMA_01]。余震活動の背景応力の時間変化を ETASモデル

とすべり速度状態依存摩擦則に基づく余震物理モデルを組み合わせて推定する手法を開発

した[ERI_13]。 

 

（３）先行現象に基づく地震発生の確率予測 

2024年１月１日能登半島で発生した地震（M7.6）の約１時間前からの前震活動について，

M3未満の前震が震央*近傍約 1 km以内の範囲に集中していたことを明らかにした[ERI_12]。開

発を進めている，現在進行中の群発的な地震活動がより大きな地震の前震である確率の予

測モデルと，実際に前震である確率が高い活動の特徴を併せたモデルを，日本の 1926〜1999

年の地震で作成し，2000〜2017 年 10月末までの地震活動で検証したところ，本震発生確率

の予測値と実際に本震が発生した割合は同程度によく一致していることを示した[ERI_13]。

2017 年以降の地震の連続波形記録同士の正規化相互相関関数の全チャンネル平均値の計算

を高速化する手法を開発し，能登半島群発地震活動前にカタログ未記載の相似地震が発生

した可能性を示した[RTM_02]。室内実験において前震的微小破壊*（アコースティック・エミッ

ション）イベントの発生状況を調べるために，人為的に低摩擦面を試料内部に配置する手法

を検討した[RTM_02]。2013 年 Lushan 地震（中国）に先行した大規模な地殻流体の移動に伴う

顕著な重力の時間変化を検出した[ERI_13]。 

 

（４）中長期的な火山活動の評価 

 

ア．火山噴火の長期活動の評価 

富士山のマグマ全体の化学的な特徴を把握するために，文献などから計 1,417 の噴出物

の全岩主要元素組成を収集し，このデータセットに対して統計分析を行い，５つの噴火年代

と時期に分けられることを明らかにした。また，富士山の北麓から東麓で地表露頭調査及び

トレンチ調査を実施し，時間的な連続性が保存される山中湖の湖底堆積物コア試料も活用

するという併せた手法によって地層対比を行ったところ，比較的規模の大きなテフラ層が

６枚あることを見出し，これらの噴火年代推定も行った[MFRI01]。伊豆大島，浅間山，霧島山

において，過去数 100年の噴火を対象とした噴出物の地質調査，岩石鉱物化学組成・組織な

ど物質科学的情報の収集を実施し，テフラ層の区分や特徴を明確化した。特に伊豆大島では

大規模噴火に共通する性質及び，噴火推移やマグマ溜まり条件に制約を与える研究を進め

た[ERI_03]。御嶽山・秋田焼山等の岩石試料を対象とした年代測定を実施し，10万年より若い
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火山噴出物の噴火年代を明らかにした[AIST03]。 

 

イ．モニタリングによる火山活動の評価 

人工衛星と地上観測による十勝岳の二酸化硫黄放出率の比較観測を行い，人工衛星デー

タからの二酸化硫黄放出率が冬季には噴火中の火山に相当する大きな値が推定される原因

を明らかにした。そして人工衛星データあに対する誤差補正方法に関する検討を行い，地上

観測が困難な冬季においても高頻度かつ高確度の二酸化硫黄放出率データを得る方法を構

築した[HKD_04]。雌阿寒岳，十勝岳，樽前山，倶多楽，有珠山及び北海道駒ヶ岳において，地

球化学的モニタリングを継続し，活動活発化を示唆する変化がみられないことを確認した。

また，雌阿寒岳の温泉・噴気観測の結果をもとに熱水系の概念モデルを構築した[HRO_01]。 

 

（５）火山活動推移モデルの構築による火山噴火予測 

十勝岳では浅部の地殻変動源の膨張収縮とマグマからの熱及び物質供給の関係を，阿蘇

山では噴火前駆地震と噴火様式及び規模との関係をそれぞれ議論し，吾妻山では長周期地

震による深部からの流体収支推定を行った。御嶽山や草津白根山については数値モデリン

グによって，高圧流体による火山構造性地震*活発化を説明し，火口湖の湖底熱活動を表す

湖水濃度変化を説明した[THK_11]。また，日本国内外の噴火に関連する火山活動の推移につい

て，１）噴火前駆過程において地殻変動のみが起こる非破壊性マグマ貫入から，火山構造性

地震を伴う破壊性マグマ貫入への移行，２）マグマ貫入速度と噴火の爆発力が比例，３）古

い噴出物を排出して新鮮なマグマを放出，４）マグマ噴火は揮発性成分が卓越する噴火，５）

脱ガスしたマグマ物質が卓越する噴火へ移行するという５段階からなる基本モデルを提示

した[DPRI06]。 

 

 

４－３． 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究 

 
（１）地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化 

 

ア．強震動の事前評価手法 

京都盆地及び奈良盆地内を対象に，強震観測点・震度観測点の波形記録を収集，整理，解

析した。盆地基盤面で反射する地震波について，奈良盆地の多くの地点では観測往復走時と

理論往復走時の差異は 20 %以内となったが，山科盆地と京都盆地の境界付近の狭窄部や基盤

形状急変部などでは顕著な差異がみられた[DPRI08]。 

2023年５月５日能登半島北東部の地震（M6.5）の強震波形を解析し，この地震は逆断層す

べりが卓越し，破壊開始点より浅部に主破壊が進行したこと，最大すべり量は約 1.0 m，平均

すべり量は約 0.3 m であったことを推定した。また，この震源断層は，2022 年６月 19 日の

M5.9と同じ断層面（南東に下がる断層面）に位置し，2022年６月 19日の M5.9 の地震よりも
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浅い部分を破壊したことが示唆されたされ（第３章，図 3-1 を参照）。M6.5 の断層破壊過程

モデルを参照し，震源近傍の観測点の広帯域シミュレーションに基づく強震動生成モデルを

求めた。このモデルを参照すると，震源より浅い場所に 3 km四方の強震動生成域をおくこと

で広帯域波形の再現ができた。この位置は波形インバージョンによるすべりの大きい領域に

対応することがわかった[DPRI09]。 

双葉断層北方の仙台平野南部に存在する伏在断層について浅部構造・重力探査や地震観

測による形状や断層長の推定を行った。また，仙台平野南部の伏在断層の長さを 25 km，幅

を 18 km と仮定して，簡便法による震度予測を求めた結果，断層の浅部延長と山地に挟ま

れた帯状の領域では震度７程度が推定された（図 4-8）[THK_07]。 

地表付近の強震動計算の高度化に資するため，2016年熊本地震を例として，既往調査に基づ

くすべり時間関数形状・すべり量・立ち上がり時間などのパラメータやこれまでのモデルの

特徴を整理し，変動地形調査の結果を取り入れた震源断層浅部の破壊進展について，新たな

モデル化に取り組んだ。また，震源断層が地表に達する断層モデルを想定し，断層浅部モデ

ルのパラメータスタディを行って断層近傍強震動の計算結果に与える影響について調べた

[NGY_05]。 

 

 

 

図4-8 重力測定による伏在断層の推定と震度予測。仙台平野南部において，反射法地震探査

で確認されている伏在活断層に伴った重力変化を追跡した結果，伏在活断層による重力変
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化の分布が明らかになり，この断層の連続性が明らかになった。また，この断層の活動から

各地の震度分布を予想したところ，断層の浅部延長と山地に挟まれた帯状の領域では震度

７程度が推定された。 

 

イ．津波の事前評価手法 

1929年 Grand Banks（カナダ）の津波の再現実験を完成した。震源近傍の海底の急斜面で

地震動により誘発された斜面崩壊が徐々に深海域へと進展するモデルにより，海底ケーブル

の断線時刻を再現した。また崩壊量をおよそ 540 km3 と仮定すると，検潮記録を再現できる

ことがわかった[HKD_05]。 

南海トラフ沿いで発生する巨大地震の津波によって引き起こされる災害について，震源パ

ラメータの不確実性を考慮した確率論的評価を実施した。南海・東南海地震津波に対して断

層パラメータの不確実性に対する津波波高のばらつきに対する感度解析を実施した。津波に

よって発生する漂流物の挙動について水槽実験と数値計算結果との比較を行い，津波漂流物

モデルの改良とその精度評価を行った[CTOC01]。また，確率論的な津波浸水シミュレーションで

予想されるハザードに基づいて，想定される避難モデルを実行し，そのリスクを推定する，

といった，津波に対する一連の流れからリスク推定を行う統合的な枠組みを開発した[CTOC32]。 

 

ウ．大地震による災害リスク評価手法 

国内外の地震に対する強震動記録の分析や強震動予測を進めるとともに，地震動予測式の

非エルゴード性*に関する日米比較を取り入れた国際共同研究を行った。国際的に構築された

沈み込み帯の地震動フラットファイル（データベース）に比べ，日本の強震観測網による地

震動フラットファイルが不確実性を排除するために有効であることを定量的に確認した

[ERI_16]。 

鳥取市鹿野町に立地し，1943 年鳥取地震を経験した伝統的木造建築物を対象として，そこ

での微動観測結果に整合する建築物の稠密モデルを作成し，個別要素法による震動の数値実

験をおこなった結果，この伝統的木造建築物は現在の住宅に適用される簡易判定の評価より

も高い耐震性を有することを示唆した[TTR_01]。 

重点推進研究「巨大地震のリスク評価の不確実性に関するパラダイム構築の推進」を総括

研究として実施した。これまでに震源過程や地盤構造等の各分野におけるリスク評価の不確

かさの知見を統合し，南海トラフ沿いで発生する巨大地震により引き起こされる強震動によ

る建築物被害推定を，木造を対象に行ってきたが，令和５年度は鉄筋コンクリート造（RC造）

と鉄骨造（Ｓ造*）の建築物被害推定を同時に行った。これにより，それぞれの構造形式に与

える影響を比較検討できるようになった（図4-9）[CTOC01]。 
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図 4-9 建物被害による平均損失率（構造種別ごと）。南海トラフ沿いの巨大地震が発生した

際に生じる高知県及び大阪府における構造種別ごとの建物損失率の期待値を示す。最大値は，

高知県では木造で 60 %，RC 造とＳ造で 30 %，大阪府では木造で 35 %，RC造とＳ造で 20 %程

度である。 

 

エ．地震動や火山活動による斜面崩壊の事前評価手法 

四国・九州内における過去の災害履歴を検討し，付加体*地域内に分布する砂岩領域におい

て地すべり*・深層崩壊が多発していることを明らかにした。特に砂岩地域の中でもメランジ

ュと呼ばれる変形帯の砂岩は深部まで亀裂が形成されており，さらには断層破砕作用によっ

て中小角礫化している場所も分布していることを明らかにした[DPRI10]。 

インドネシアのメラピ火山は，過去に溶岩ドームの崩落が頻繁に発生し，大規模な被害を

引き起こしてきた。2020年頃から，メラピ山の溶岩ドームの一部が十数メートル変位してお

り，将来的には崩落し火砕流を引き起こす危険性が懸念されている。この背景から，地表設

置型合成開口レーダ（GB-SAR*）の高精度化アルゴリズム*を用いた溶岩ドームの計測を提案し，

実現に向けた準備を進めた[IRID03]。 

 

オ．火山噴出物による災害誘因の事前評価手法 

地盤変動，火山性地震，空振，火山ガス，映像等の観測データから火砕流の発生危険度を

リアルタイム判定するロジックを高度化し，過去の火砕流発生時の前駆現象から危険度を判
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定するパラメータの調整を行い，より適切な火砕流発生危険度の評価を可能にした[DPRI10]。 

 

（２）地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化 

 

ア．地震動の即時予測手法 

鳥取平野を対象に，鳥取県の地震被害想定に用いられた地下構造モデル*を新たな視点で

更新した。平野内の地震観測点において，拡散波動場理論に基づく地震基盤までの地下構造

モデルを推定，また物性の標準値を設定し，大アレイの微動観測点における地震波形の特徴

を満足するよう，地下構造を推定した。これら地震波解析に基づく地下構造の層境界と，重

力異常に基づく密度層境界の対応を吟味して，観測結果を満足する３次元地下構造モデルを

構築した[TTR_01]。 

強震波形データから２観測点間の地震波伝播を表す伝達関数をあらかじめデータベース

化し，大地震の強震観測記録に適用することで，震源から離れた地点の揺れを即座に予測す

る手法の有効性を検討した。2004年新潟県中越地震の関東平野を代表する横浜地点の長周期

地震動をこの手法により予測した結果，観測された長周期地震動の波形と良く一致すること

を確認した[ERI_14]。 

 

イ．津波の即時予測手法 

新たなデータ同化手法に基づく津波の波動場現況推定手法の定式化をさらに拡張し，波動

方程式に類する一般の方程式に対してもこの手法が適用できるよう，一般的な方法論を検討

した。またその応用として，津波のみならず地震波を記述する弾性体の運動方程式と異方性

を含む一般的な線形構成関係式に対する方程式も導出した[HRS_02]。 

津波の即時予測に必要な断層推定の高度化に関係する，国土地理院で運用している REGARD

の１枚矩形断層推定手法について，マルコフ連鎖モンテカルロ法（MCMC*法）によってリアル

タイムで実現するアルゴリズム ”Real-time automatic uncertainty estimation of the 

coseismic single rectangular fault model based on GNSS data (RUNE)”の精度評価を継

続した。2024 年１月１日に発生した能登半島の地震（M7.6）発生時に，RUNEによって断層モ

デルを自動推定することに成功した[THK_12]。 

 

ウ．火山噴出物による災害誘因の即時予測手法 

霧島火山群全体に対する火山活動推移モデルを作成するとともに，各噴火事象の分岐確

率についての評価を行った[ERI_17]。 

焼岳火山北西の足洗谷流域を対象として，土砂動態シミュレーションモデルを用いて土石

流発生ポテンシャルの変動に関する検討を行った。毎年の冬期から夏季にかけて凍結・融解

作用で生産された土砂によって河床堆積土砂が増加し，豪雨を受けると土石流が発生し，堆

積物が全て流出することでポテンシャルがリセットされ，生産土砂による河床堆積土砂増加
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により経年的にポテンシャルが増加するサイクルを再現することができた[DPRI12]。 

 

（３）地震・火山噴火の災害誘因予測を災害情報につなげる研究 

高知県において，南海トラフで発生する M8 クラスの地震の連発の発生確率等に関する研

究成果を報告し，南海トラフ地震臨時情報の実効的活用に向けた課題に関する意見交換を行

った。静岡県とも連携し，臨時情報に関する啓発セミナーの講師を務めるなど社会発信をし

つつ，自治体やメディア関係者等と意見交換を行った[IRID04]。 

首都直下地震に関する認知体系について，都民に対するアンケート調査をもとに明らかに

した。国や地方公共団体の公表している被害想定の内容に対する認知が低く，またそれらを

住民が認知したとしても，その被害想定の内容に沿った地震対策が行われるわけではないと

いうことがわかった。これを踏まえ，地震に関する認知構造を把握したうえで，住民が理解

しうる情報(被害想定)体系を考案した[III_01]。 

 

 

４－４ 地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のための研究 

 

（１）地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の解明 

地震・火山噴火災害の発生機構を理解するためには，災害事象の発生場所を地域の歴史

的・地理的・社会的特性と関連づけ，記録の信頼性も踏まえて分析することが重要である。

1855 年安政江戸地震において怪我人が出た状況について整理し，同地震の際の薩摩藩の芝

屋敷や支柱のようすを描いた『江戸大地震之図』（東京大学史料編纂所所蔵島津家文書，令

和元年度に検討済み）にも同様の描写があることを確認するとともに，地震対策となる「地

震口」がその後の 1910年代にも東京で採用されていた事例を検討した。東京帝国大学では，

1923年大正関東地震によって図書館等の蔵書が焼失し，貴重書としての史料の保管場所が，

震災時の搬出に不便であった点が災いしたことなどを明らかにし，史料の防災対策の難し

さを指摘した[UTH_02]。津波災害はとりわけ地形環境とその変化に大きく影響を受ける。歴史

地形の痕跡や，2011 年の東日本大震災における被害状況に関する岩手県宮古市での野外調

査の結果，市街地の南岸を流れる閉伊川の河口に前近代まで存在した砂州が埋め立てられ

た状況や，山口川で前近代の流路が変更され旧河道が暗渠化されている現状を確認した。ま

た，砂州を埋め立てた場所に建設されていた当時の宮古市役所庁舎が津波で被災し，山口川

の旧河道に沿って津波が侵入しており，歴史地形と 2011 年の津波被害に明確な因果関係が

あることを確認した[IRID05]。 

2011年東日本大震災に関して，復興後の被災地の防災力の強化について，宮城県女川町

を事例に検証した。高台移転や低地の土地利用規制などによって津波に対する安全性は向

上したが，人口の著しい流出により震災前と比較して世帯の分解・縮小が顕著に進んだこ

と，コミュニティの近隣関係・地域活動・生活条件が顕著に衰退・悪化したこと，地域の防
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災活動も著しく停滞した状態にあることなどを明らかにした。南海トラフ地震対策に関す

る高知市の調査も踏まえ，ハザードに対する科学的な理解や制御と，社会的な観点に立った

災害・防災の捉え方とを組み入れた防災計画の必要性を指摘した[NGY_06]。兵庫県による南海

トラフ地震の被害想定のうち被害想定の小さい兵庫県北播磨地域において被災者受け入れ

の意向を把握し，広域避難に伴う問題点を検討した。その結果，空き家活用特区制度につい

て，かなり前向きな意見が多く，とりわけ人口減少・高齢化・空き家増加が課題となる地区

において，地域活性化の仕組みとしての制度への期待が高いことが明らかになった。一方，

都市部から人が流入する際の懸念を高齢世代の多くが持っているため，二地域居住といっ

た，新規居住者と旧来からの住民との間に軋轢を生まないためには，平時からの両者の関係

を構築する必要があることがわかった[HGY_02]。 

2021 年 10 月 20 日の阿蘇山噴火は災害に至らなかったが，噴火発生時に火口から 1～2 

kmの登山道に 10 名を超える登山者がおり，人的被害につながっていた可能性のあるインシ

デントである。これまでの阿蘇山での火山活動とそれによる災害，防災対策，火口周辺の利

活用などに関する文献調査を行うとともに，このインシデントの発生過程を現地調査に基

づいて整理した。その結果，火山活動の活発化に伴い，気象庁からの情報は段階的に発表さ

れていたが，それが速やかで効果的な登山道閉鎖にはつながらなかったこと，また，登山者

の火山情報収集にも課題があったことが明らかになった[KUS_03]。 

南海トラフ地震を対象とした認識論的不確実性*を考慮するための枠組みの構築に着手する

とともに，地震ハザードの基盤情報として，2024 年起点の確率論的地震動予測地図を作成

し，基盤となる強震動観測記録，地下構造，活断層のデータベース群へのデータの追加を行

った。津波ハザードステーション(J-THIS)に防災科学技術研究所の津波ハザード評価に関

する研究成果を紹介する Web サイト J-THIS Labs を新設し，南海トラフ沿いで発生する地

震の最大クラスを含む多様性を考慮した確率論的津波ハザード情報を公開した。南海トラ

フ巨大地震のリスク評価として，被害評価に基づく特徴量を用いた地震像の類型化を実施

した[NIED04]。気象庁の発表する防災情報の改善や高度化に係る知見・成果を共有し，緊急地

震速報の震源推定手法について，従来法を含む複数の手法の併用から改良を加えた IPF 法*

に一本化する運用を開始するなどの情報内容の改善を行った[JMA_16]。地域の状況にあった

様々な手段を用いて地震・津波及び火山に関する知識や防災行動についての普及啓発に継

続的に取り組んだ。とくに，地震本部と連携した地域講演会等の普及啓発を実施した[JMA_17]。 

 
（２）地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究 

令和４年度に引き続き，社会における防災リテラシーの実態の把握については，応急期

を想定したシナリオに基づき，個人及び集団レベルにおけるリスク認知や避難行動の量的

分析を行う研究が蓄積され，以下の成果が得られた。 

災害後の被災者行動・行政対応についての研究・実装を推進した。北海道太平洋沿岸部

の津波避難行動を対象として，浸水想定区域の更新に伴って津波避難の課題が変化するこ
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とを踏まえ，災害リスク軽減のために国・地方自治体・住民組織・住民個人の間で流通させ

るべき情報種別の同定，避難開始や避難場所選定などに関する住民の意思決定要因の解明

と，現実空間の模擬避難実験と仮想空間の避難シミュレーションを統合して避難移動の特

性についての解明を試みた[HKD_07]。一方で，災害情報が被害の発生抑止・軽減に資する過程

を明らかにすることを目的に行なわれた脳科学にかかる実験・分析を通して，リスクに関わ

らず「まず避難」する意思決定特性（リスク感受性），これと正相関する「感情抑制」特性

は脳内の感情反応領域の抑制と関連し，避難意思決定にあたってリスクを精査する傾向は

記憶参照過程と関連することが示唆された[IRID06]。災害後の生活再建にかかる公的な支援の

あり方については，過去災害の生活再建支援相談対応に関するデータ分析を実施し，対話型

での相談対応システムの基礎を整備した。あわせて，令和 6年能登半島地震の発生を受け，

被災地である富山県氷見市をフィールドとして，生活再建支援の礎となるデータ管理の基

本要件を再整備するとともに，応援・受援をあわせた現場支援のあり方について実地研究を

推進し，状況認識の統一を実現するためのツールとなる「共通方針」「共通実施計画」の基

本テンプレートを整備・検証した[TYM_03]。 

火山災害対策について研究を推進した。日本の多くの火山地域で課題となる登山客や観

光客を対象とした防災・減災策として，ジオパーク・博物館・ビジターセンターの学習施設

としての役割について，各火山地域における観光施設の調査データを分析し，各火山地域に

共通する主な課題として「噴火災害経験の継承」，「地域住民への火山防災啓発」，「登山者・

観光客への火山防災啓発」，「観光と防災の両立」の４つを指摘した[NGY_06]。桜島を対象とし

た研究では，一般公開行事として実施される観測施設を巡るバスツアーの参加者にアンケ

ート調査を継続的に実施し，10 年前の調査と比較することで，毎年開催されることによっ

てイベントの認知度が上がったことがわかった。また，参加者が最も関心を持った展示や施

設は観測坑道であり，そこに立ち入ることについての希少性と非日常性が理由であると考

えられた[DPRI13]。また，地震火山観測に関する科学的知見を，事前復興や防災リテラシーに

生かすための方策について，京都大学防災研究所桜島火山観測所による観測データの公開

や施設公開等のオープンサイエンスの実践から検討し，様々な団体との連携を通して，科学

的な研究が市民（非専門家）に対して，より開かれた活動へと変革する過程を明確化した

[HYG_01]。 

防災教育の在り方に関する研究も実施した。防災のために獲得すべき能力を８つに分類

し，現在の学校や地域において実践されている防災教育の内容がそのどれを向上させるも

のであるのかを調査，分析することで，現状で何が不足しているのかを明らかにして，望ま

しい防災教育の在り方を提唱した。その内容は文部科学省が発行した「実践的な防災教育の

手引き（小学生編）」にも活用され，社会に実装された（図 4-10）[NGT_02]。 

防災リテラシー向上に寄与する知見の社会発信に関して，京都大学防災研究所阿武山観

測所では，科学者と一般市民との連携手法としてオープンサイエンス手法を取り入れた「サ

イエンスミュージアム運営による地震リテラシーの向上」「地震・津波避難訓練支援ツール
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による市民参画型地震・津波訓練の推進」「自然災害に関する歴史資料の解読プロジェクト

の推進」「内陸地震観測にかかるオープンサイエンス型地震学の試行」の先端的な取組を継

続した[DPRI14]。また，地震・火山噴火災害における被害軽減のために利活用可能な要素・知

識体系の整理・検証を進め，研修プログラムを構築し，研修体系の整備を進めた。関東地震

100 周年として開催されるイベント等の機会をとらえ，これまでの観測研究計画における研

究で抽出・体系化された知見を再整理し，啓発コンテンツの発信を推進した。特に関東地震

と南海トラフ地震の共通性と独自性を整理することで，地震現象の理解枠組みの整理を実

施した。令和６年１月１日の能登半島での地震の発生後には，既往研究の成果として得られ

た理解枠組みと研究コンテンツ開発の技術に基づき教材を整備し，ハイブリット型での研

究環境を活用した短期間で効率的な研究プログラムを構成した。この研修プログラムは，被

災県内外からの多くの職員が断続的に応援活動を実施する中で，これらの職員に対する研

修として実装し，確実に災害対応実績があげられたことから，その効率性と有用性が確認さ

れた[NGT_02]。 

 

 

図 4-10 日本における学校・地域での防災教育実践の特徴に基づく「防災基礎力を向上さ

せるための教育実践」のあり方。防災の基礎となる 8 つの能力について，現在学校や地域

で実践されている防災教育がどの能力を向上させるものであるかを調査した（左図）。その

結果，「地震・津波・火山を科学的に理解する」「気象災害を過去の被害を踏まえて理解する」

「平時に被害を出さない方法を知る」，及び「地図などを用いて地域で起こる災害を知る」
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を向上させるための教育が相対的に少ししか実践されていないことが明らかとなった。こ

の結果を体系的に整理することで，防災基礎力を向上させるための教育実践のあり方を提

案した（右図）。本研究の成果は，文部科学省が発行した「実践的な防災教育の手引き（小

学生編）」※に活用され，社会実装・社会普及を実現した。 

※ https://anzenkyouiku.mext.go.jp/mextshiryou/data/jissenbousaisyougakukou.pdf 

 

 

４－５ 研究を推進するための体制の整備 

 

（１）推進体制の整備 

本研究計画の適切かつ効果的な推進のため，測地学分科会は計画の進捗を把握し，参加

機関間は密接に情報交換しながら計画の推進につとめた。年度末には地震・火山噴火予知研

究協議会主催で成果報告シンポジウムを開催し，研究成果を取りまとめた。今年度，測地学

分科会は地震・火山噴火予知研究協議会とともに，地震本部との連携を強化して対応するこ

ととなった。本計画の成果が地震本部施策へ活用されるための具体的な議論を進めた。 

 

・拠点間連携共同研究 

重点推進研究では「巨大地震のリスク評価の不確実性に関するパラダイム構築の推進」

を総括研究[CTOC01]とし，その中でリスク評価の不確かさの要因を検討する各分野の６グルー

プ，それらの知見を統合する３グループ，の計９グループを構成して活動した。令和５年度

はこのグループのうち，４つを特定研究として実施した[CTOC31, CTOC32, CTOC41, CTOC42]。一般課題型

研究としては，災害軽減に関する新たな研究課題の創出や新規参画者の開拓のため，新規と

継続を合わせて 11課題を実施した[CTOC34, CTOC35, CTOC38～CTOC40, CTOC43～CTOC48]。令和元年度から令和

５年度までの各年度において申請された研究提案について，東京大学地震研究所・京都大学

防災研究所拠点間連携共同研究委員会により審査され，拠点間連携共同研究の趣旨に適合

するものが採択された。 

 

（２）分野横断で取り組む総合的研究を推進する体制 

ア．南海トラフ沿いの巨大地震 

成果の社会実装・ステークホルダーへの成果の還元を目的とした活動を実施した。2023

年８月に宮崎県との共催で南海トラフ地震臨時情報に関する自治体向けのセミナーを実施

し，臨時情報が発表された場合の自治体対応とその問題点の共有を図った。また，2024 年

２月にメキシコで国際ワークショップを開催し，南海トラフ及びメキシコにおける地震・津

波研究成果の社会への実装と還元について議論を進めた。 

 

イ．首都直下地震 

https://anzenkyouiku.mext.go.jp/mextshiryou/data/jissenbousaisyougakukou.pdf
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相模トラフ沿岸を襲った津波の歴史記録について整理を行い，それに関連した野外調査

から津波の高さを検討した[AIST08]。震源域近傍で記録された強震波形データを入力して，都

心部での長周期地震動の速度応答スペクトル及び地震波形を予測する深層学習（CNN*）モデ

ルを開発した[ERI_14]。関連する課題の研究者による意見交換会をオンラインで行った[ERI_15]。 

 

ウ．千島海溝沿いの巨大地震 

GIS を用いた津波浸水被害や津波避難行動解析の成果に基づき，災害情報流通に関する

分析を実施した。また，高校「地理総合」での防災リテラシーの向上に向けたシンポジウム

を開催し，学校現場での課題を検討した[HKD_07]。根室沖で船舶及びウェーブグライダー*での

観測を実施した。プレート相対運動方向の変位が検出され，プレート境界浅部まで強く固着

している可能性を示した[ERI_05, HKD_09]。 

 

エ．桜島大規模火山噴火 

大規模噴火の前駆現象としてのダイク貫入の重要性を再確認した。桜島南岳噴火の地盤

変動に関する大量のデータから，噴火規模と噴火時間に関する確率モデルを構築し，発生予

測モデルの検討を行った。火山灰ハザード予測について多くの知見が得られるとともに，火

山岩塊，火砕流，土石流についても研究が進んだ。大規模噴火とその後の避難に関わる様々

な取組のひとつとして，大規模噴火を想定した場合の噴出量と風速場に基づき，市街地への

降灰危険度を予測した（図 4-11）[DPRI13]。 
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図 4-11 降灰予測シミュレーションにおける風速場・噴出物量の重要性。鹿児島市街地に影

響が及ぶ風速場（2018年７月 15 日）において桜島南岳山頂火口において大規模噴火が発生

した場合における降灰危険度予測（右上，右下）。降灰危険度予測を基に避難すべき範囲の

余長の持たせ方の変化（左上，左下）。噴火の 24時間前予測では余長域が広いが，現時点予

測では余長域が狭くなるように設定されている（左図の赤色の範囲）。 

 

オ．高リスク小規模火山噴火 

各地域の火山防災に関する先進的な取組を比較し，火山防災啓発における課題と対応を

図にまとめた[NGY_07]。火山活動に関する効果的な情報伝達手段をアンケート調査により調査

した[KUS_03, THK_11]。富士山周辺，阿蘇山，弥陀ヶ原火山等で様々な地球物理的観測を実施した

[MFRI02, KUS_02, TYM_02]。地震・噴火の国際的なデータベースを統計的に評価し，大地震の影響に

よる火山噴火発生確率の変化等の知見を得た[THK_11]。 

 

（３）研究基盤の開発・整備 

ア．観測基盤の整備 

地震観測網や地殻変動観測網などの観測基盤を維持・運用するとともに，地震観測デー

タを一元的に処理した結果を公開し，関係機関に提供した[JMA_09, NIED05, GSI_04, GSI_08]。N-netに

おいては，海底へ観測機材とケーブルを敷設し，海底からのデータ取得が可能になった

[NIED05]。全国の地盤・地殻変動を把握するため干渉 SAR時系列解析を実施した[GSI_07]。地震観
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測データ流通網 JDXnetの安定的な運用を継続した[ERI_19]。 

 

イ．観測・解析技術の開発 

三陸沖及び新潟県粟島周辺に設置されている海底地震観測システムの光ファイバーに

DAS 計測を適用することによって，空間的に高密度の海底地震観測を実施した[ERI_22]。広域

火山観測網について観測・伝送装置を低消費電力化・DC 駆動に切り替え，非常時でも蓄電

池で長時間の観測継続を可能にした[THK_13]。機械学習を用いて Pi-SAR 観測データから津波

等の浸水領域を抽出するモデルを構築するなど，データ解析手法の開発を行った[NICT01]。 

 

ウ．地震・火山現象のデータ流通 

地殻変動等多項目データの全国流通・一元化・蓄積・公開を行うデータサーバーを安定

的に運用し，大学・気象庁等関係機関データの充実を図った[HKD_08]。試作してきた次世代の

対話検測処理ソフトウェアに，ランニングスペクトルの表示や波形の選択部分のスペクト

ルの表示機能を追加した[ERI_24]。WIN 波形データ伝送プロトコルの課題整理及び次世代にお

ける波形フォーマットや伝送プロトコルの策定・提言を行った[KOC_02]。 

 

エ．地震・火山現象のデータベースの構築と利活用・公開 

地震カタログを作成してホームページに公開した[JMA_14]。全国の 50活火山*について，地

震計，空振計，GNSS 等の観測データを常時収集して解析を行った[JMA_15]。大規模噴火データ

ベースの構築及び噴火推移データベースの構築を進めた[AIST11]。いくつかのデータを機関リ

ポジトリに登録し，DOI 付与を実現した[ERI_18]。観測や開発したソフトウェア等のメタ情報

を収集・整理し，研究成果共有システムで公開した[ERI_25]。 

 

（４）関連研究分野との連携強化 

近代観測以前の地震・火山現象の解明を目指し，e コミマップ*の整備を続けるなど，引

き続き歴史学・考古学と連携して計画を進めた。また，進展の著しい数理科学，情報科学，

計算機・計算科学等の研究分野の成果も取り入れつつ研究を進めた。 

 

（５）国際共同研究・国際協力 

ニュージーランドや南アフリカで国際共同研究を進めた。ニュージーランド北島のヒク

ランギ沈み込み帯で発生する地震を，その発生場所毎に分類することに成功した[THK_01]。ま

た，この海域で発生する微動のエネルギーは，日本周辺域と比較して１桁以上小さく，海域

観測によって初めてその活動が確認できることがわかった[ERI_08]。 

 

（６）社会との共通理解の醸成と災害教育 

地震・火山噴火予知研究協議会は地震研究所広報アウトリーチ室と共同で，報道関係者
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等を対象とする地震・火山噴火予測研究のサイエンスカフェを開催するなどの取組を継続

的に行った。 

 

（７）次世代を担う研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成 

地震・火山噴火予知研究協議会は，令和５年度に２名の特任研究員を雇用し，人材育成

の一端を担っている。また，火山分野においては，次世代火山研究・人材育成総合プロジェ

クトにおいて，本研究計画に参画する大学や研究機関が，火山研究者を志す全国の大学院生

に実習や講義などを行い，若手育成に取り組んだ。 
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５．まとめ 

 

令和元年度から５か年計画で推進されてきた「災害の軽減に貢献するための地震火山観

測研究計画（第２次）」は，令和５年度をもって最終年度となった。本研究計画は前計画の

基本方針を踏襲した地震・火山現象の根本的理解，発生予測，災害誘因予測，災害情報の活

用に関する研究の実施に加え，防災対策の推進について，国民や社会の共通理解の醸成を効

果的に図るための手法開発に関する研究を新たに掲げて取り組んだ。その結果，この５年間

で，前計画のこれまでの研究の進展による成果はもちろん，実践的な防災リテラシー向上の

ための仕組みづくりや整備，また社会の共通理解の醸成と防災リテラシーの向上のための

様々なデータ，手法の活用方策の確立が進んだ。 

「地震・火山噴火の予測のための研究」の中で掲げられた３つの重点研究についても５

年間で新たな取組みやそれに基づく成果が得られた。「地震発生の新たな長期予測」では，

測地データによる地殻ひずみ場や背景地震活動度を用いて，日本列島全域における内陸の

M6 以上の地震発生確率モデルを新たに提案するとともに，全国の地震活動に関する評価の

担い手である地震本部との連携を深めた。「地殻活動モニタリングに基づく地震発生予測」

では，陸海の地震・測地観測により，スロー地震検出手法の高度化やそれによる新たな現象

の把握がなされるとともに，数値シミュレーションや構造探査などを通して，スロー地震の

発生様式についても理解が大きく前進した。また「火山活動推移モデルの構築による火山噴

火予測」では，多項目観測データから求めた火山活発化指数による火山活動度評価の試み,

さらに物質科学的データの解析・分析結果も取り入れて火山活動推移のモデル化,噴火事象

系統樹の分岐判断指標の作成,分岐基準判断事象の理解を進めた。これらの地震発生予測及

び火山噴火予測に関する研究は次期の研究計画でも継続し，実用化を出口に見据えた研究

として，さらなる進展が期待できる。 

本研究計画では，地震火山現象の観測に軸足をおいた研究と人文学・社会科学研究との

連携強化が図られ，分野間の融合研究も進んだ。現象解明の研究では，史料・考古・地質デ

ータの整理・分析により，過去の事象を裏付ける情報が充実し，その確度を高めた。また，

防災リテラシー向上のための研究では，史料からの地震・火山噴火災害の復元，近年の災害

事例に基づく社会的課題の整理，自治体などとの連携による今後の災害に備えるための情

報共有などが行われた。また，観測データをもとに発信される地震・火山情報に対する受け

手の調査が進んだ。これらも分野の枠を越えた活動であり，英文査読誌の特集号に成果がま

とめられた。今後は，地域社会が持つ脆弱性*の特徴を土地利用計画に反映させる研究や,防

災施策及び計画の策定につなぐ研究や，心理・脳科学と行動経済学の観点から災害予測や対

応に関する知識と結び付けた防災リテラシー向上の研究が進むであろう。分野間連携を促

進するために構成された５つの総合的研究においても，成熟度や達成度の違いはあるが，そ

れぞれにおいて現象の理解，それに基づく災害誘因予測やリスク評価，災害軽減を意識した

防災対策の提案や実践的取組など，各分野の英知を持ち寄った研究が進められた。分野間連
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携のさらなる強化，防災リテラシー向上研究の目標・出口の明確化については，本研究計画

の２年目終了段階時点で実施された外部評価（令和４年７月）でも指摘されていたが，本研

究計画終了までに得られた成果とともに，次期研究計画にも引き継がれ，分野横断で実施す

る複数課題の総合研究などによって各分野間の連携，融合研究が進むと予想される。 

本研究計画期間中には，被害を生じる大地震が複数発生した。2021年２月，2022 年３月

には福島県沖でそれぞれ M7.3，M7.4 の地震が発生した。これらは 2011 年東北沖地震がも

たらした応力変化の影響を受けたものであると考えられ，東北沖地震から 10年以上経過し

た現在でも潜在的な影響が及ぶことを認識させられた。また，2020年 12月からは能登半島

において，「令和６年能登半島地震」と呼ばれる一連の群発地震活動と非定常地殻変動が始

まり，その後の M6クラスの地震，M7.6の地震といった一連の地震活動が発生した。群発地

震活動・非定常地殻変動の詳細な時空間変化と地下構造の研究成果を対応させることで，流

体移動が一連の活動に関与したとするモデルが提案され，その後の地震活動との関係も議

論された。M7.6 の地震は，震源域が海域にも及んだため，測地観測による震源断層推定に

加え，陸海域での臨時地震観測による詳細な地震活動分布の把握，沿岸部の地形変化や津波

痕跡調査などが進められた。被災地では，人命救助・生活再建の負担軽減と被災文化遺産レ

スキューも重要な課題となっており，文化遺産防災マップの作成など，文化財保護に本計画

の研究を役立てる活動も迅速に進められた。被災地では現在も避難生活が続いており，他の

被災地へのアクセス手段が限られる地理環境下での防災対策は，今後他の地域でも課題に

もなると思われる。 

火山活動については，海域及び遠地で発生した噴火が日本列島に影響を及ぼす事例が複

数あった。2021 年８月に小笠原諸島の海底火山，福徳岡ノ場で発生した VEI*4 級の大噴火

は，大量の軽石が沖縄や奄美など日本列島の沿岸部に達した。また，2022 年１月に発生し

たトンガの海底火山噴火は VEI5 を越えていたと推測され，日本列島沿岸部でも爆発的噴火

に伴う気圧変動に起因する海面変動が伝播し，船舶などに被害が生じた。これらの火山活動

については，大量の軽石や海面変動を生成した噴火がどのようなものであったかの推定に

衛星画像*解析が大いに活用された。海域など遠隔地の噴火活動における衛星モニタリング

の重要性が示されたといえる。陸域の火山では，規模は小さかったものの，防災対応の課題

となる噴火が複数あった。2021 年 10 月に阿蘇山中岳第一火口において小規模噴火が発生

し，多項目観測により噴火前後の火山活動について詳しく調べられた。桜島においては 2020

年 6 月に 33 年ぶりに居住地近傍に火山岩塊の落下が確認され,2022 年 7 月には火山岩塊の

飛散により噴火警戒レベル５が発表された。また，この噴火を機に，噴火警戒レベルの理解

度に関する意識調査も行われ,噴火現象によって噴火警戒レベルが引き上げられることが

認知されつつあること明らかになった。今後は,火山現象の理解が進むともに,研究成果の

一般への周知や防災情報の発表などの社会の受け止め方の研究も進むことが期待される。 

本研究計画では，基盤観測網の整備・増強も行われ，精度の高い観測データが得られる

ようになった。例えば，海域観測網の地震データが一元化処理に取り入れられたことによ
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り，特に海域の震源分布の特徴が明瞭になった。また，GEONET のリアルタイム解析システ

ムによる震源断層即時推定手法は高度化と実用化が進んでいる。これらを含め，本研究計画

の成果の多くが，基盤観測網を適切に維持・管理・更新するための不断の努力の上に成し遂

げられていることを忘れてはならない。また，観測研究の成果を災害の軽減に結び付けるた

めの研究者間の連携，研究を効果的に遂行するための体制整備，持続的な取組を可能にする

ための人材育成についても，今後も工夫しながら継続していくことが不可欠である。 

この５年間は，新型コロナウイルス感染症の世界的流行により，国内外の人的交流や野外

調査に制限が生じ，本研究計画の遂行にも少なからず影響が及んだ。しかし，その中でも

オンラインやテレワークを活用した新しい研究・交流スタイルも普及し，計画全体の運営

においても，各課題の実施においても，臨機応変な対応が取られたことにより，多くの成

果を得ることができた。令和６年度からは第３次となる次期の研究計画も開始した。現計

画で明らかになった課題に対応しつつ，新技術の導入や分野横断で実施する総合的研究を

積極的に取り組むことで，災害の軽減に貢献する成果が多く得られることを期待する。 



 

用 語 解 説 

 

アウターライズ 

海洋プレートが海溝から陸域下に沈み込む際にたわむことによって，海溝軸よりも海側（海

溝軸からみた陸域の反対側）に形成された海底の高まり。 

 

アスペリティ 

プレート境界や断層面の固着が特に大きい領域のこと。この領域が地震時にすべると，すべ

り量が周りよりも大きくなり，大振幅の地震波を放出する。アスペリティがどのように連動

してすべるかによって地震の大きさが変化する。いろいろな大きさのアスペリティが混在

する場合には，それらの相互作用が地震サイクルに大きく影響すると考えられている。 

 

アルゴリズム 

問題を解いたり，目標を達成したりするための計算手順や処理手順のこと。 

 

アレイ 

地震計などの観測機器を比較的狭い範囲に数多く並べること。地震計のアレイによる観測

では，それぞれの地震計の波形を重ね合わせることによりノイズが除去されて微弱な信号

を検出することや，観測点ごとの地震波の到着時間の差から地震波の到来方向を推定する

ことができる。 

 

アンサンブル学習 

機械学習において，複数のモデルを個々に別々に学習させたものを，多数決や平均をとるな

どして融合させることによって，未だ学習していないデータに対する予測性能を向上させ

るための学習。 

 

異常震域 

震度が地震の規模や震源直上からの距離（震央距離）に比して著しく高くなる地域。震源の

深さが深い地震（深発地震）の際に出現することが多い。原因は主に海洋プレート内を伝わ

ってくる地震波の減衰が小さいためと考えられている。 

 

一元化処理 

気象庁・防災科学技術研究所・大学などの各機関で管理・運営している地震観測データをリ

アルタイムで収集し，それらを利用して震源の決定などの処理を一元的に行うこと。気象庁

において実施している。 



 

 

異方性 

物質の物理的性質が方向によって異なることをいう。例えば，Ｐ波の伝わる向きやＳ波の振

動方向によってその伝わる速さが異なる性質（Ｐ波とＳ波についてはそれぞれの項を参照）。

前者は方位異方性，後者はＳ波偏向異方性と呼ばれる。これらの異方性は，地殻内の亀裂や

マントル内の鉱物結晶が一定の方向に配向することで生じると考えられている。前者は地

殻内の応力場を，後者はマントルのダイナミクスを解明する手掛かりとなる。 

 

インバージョン 

インバージョン解析（逆解析）の略称。結果から原因を推定する数学的解析法のことをいう。

推定したい事象（原因）をモデル変数で表現し，物理モデルを介して事象と観測データ（結

果）と結びつけ，観測データを合理的に説明できるモデル変数を推定する。 

 

ウェーブグライダー 

自律航走型海洋プラットフォーム。波の力を推進力に換えて航行するため，燃料を必要とし

ない。任意の地点に移動できるほか，一定の範囲内にとどまることもできる。多様な観測機

器や発電・蓄電システムを搭載できるが，航海速力が小さいために，速い潮流に逆らって航

行することはできない。 

 

ウェッジマントル 

沈み込む海洋プレートと直上の陸側プレートに挟まれた，くさび型状のマントルの領域。 

 

エアガン 

水中で圧縮空気を瞬間的に放出し，その衝撃波を震源とすることで水底に向けて地震波を

発生させる装置のこと。発生した地震波が地下の地質境界で屈折・反射して海底地震計等の

観測機器に伝わってきた波形のデータを解析することによって地下の構造を推定できる。 

 

衛星画像 

人工衛星で取得される画像。その一つである赤外画像は，地球表面の温度によって変化する。

特に無人離島や大洋上の隔絶された火山島で発生した噴火活動の状況把握に有効である。 

 

液状化 

地震による振動により，地盤が液体状になる現象。地上の建造物は沈下や傾斜し，地中の水

道管などが浮き上がったりする。 

 

エッジ効果 



 

水平に伝播する盆地生成の回折波・表面波と鉛直下方から伝播してくる直達 S 波の干渉に

より盆地の端部において生成される特異な増幅効果のことをいう。 

 

応力 

岩盤などの物体内部に考えた仮想的な面に作用する，単位面積当たりの力。応力の単位は Pa

（パスカル）。面に対して垂直な方向の力を垂直応力または法線応力，面に平行な力をせん

断応力とよぶ。物体内部の応力の分布を応力場という。震源域の応力が岩盤または断層の強

度に達したときに地震が発生すると考えられている。地球科学が取り扱うほとんどの範囲

では，応力は６つの独立な成分を持つ２階の対称テンソルとして記述できる。一般に，応力

テンソルは対角化が可能であり，３つの固有値と固有ベクトルを，それぞれ主応力と主応力

軸と呼ぶ。特に３つの主応力を，圧縮が大きい方から順に最大主応力，中間主応力，最小主

応力と呼ぶ。最大主応力と最小主応力の差を差応力，３つの主応力の平均値からのずれを偏

差応力と呼ぶ。 

 

応力載荷 

プレート運動や近傍での地震発生，非地震性すべりなどによって，断層面にかかるせん断応

力が増加すること。 

 

オープンサイエンス 

科学的な知を社会に対して公開・共有し社会での理解・活用を推進する活動。 

 

海溝型（巨大）地震 

プレート の項を参照。 

 

（地震破壊の）階層性 

地震発生場には様々な長さスケールの不均質構造が含まれており，断層のすべりは複雑と

なるが，統計的にはフラクタル的性質を持つ。断層すべりが極小スケールから始まり，次第

に大きなスケールの構造へと広がり，どこかで停止して最終的地震サイズが決まる。このよ

うな地震発生領域の構造を階層的構造といい，地震活動が階層性を示す要因と考えられて

いる。 

 

階段図 

噴火履歴調査で得られた噴火の年代と噴出物量のデータに基づいて，噴出物量の積算量の

時間変化を火山ごとに示した図。長期的な噴出率，噴出率変化の規則性，将来の噴火の規模

や時期を議論する際に用いられる。 

 



 

海底地殻変動観測 

海底の地殻変動を観測すること。以下のような手法がある。 

・GNSS-音響測距結合方式：海上の船舶やブイの位置を GNSSによって精密に決定し，それら

と海底に設置された音響トランスポンダー（基準局）との距離を，音波を用いて測定する

ことにより，地殻変動による基準局の絶対位置の変化を長期間にわたって観測する手法。

GNSS-Aと略されることもある。 

・海底間音響測距：音波を用いて海底の基準点間の距離を測定することにより，地殻変動に

よる２点間の相対変位を連続的に観測する手法。 

・海底圧力観測：海底の圧力変化を測定することにより，地殻変動による上下方向の相対変

位を連続的に観測する手法。 

・孔内観測：海底下に掘削された孔（ボアホール）の内部に設置した機器により，地殻変動

による地殻のひずみ・傾斜や，間隙水圧の変化を長期間にわたって連続的に観測する手法。 

 

海洋プレート 

プレート の項を参照。 

 

化学組成 

ある物質を構成する元素や化合物などの化学成分が，それぞれどのくらいの比率で含まれ

ているかを示したもの。 

 

火砕丘 

小規模な噴火を繰り返すことで火口のまわりに火山砕屑物が積もってできた円錐形の地形。 

 

火砕流 

高温の火山砕屑物が，高温の火山ガスや取り込んだ空気とともに高速で火山体斜面を流下

する現象。噴火によって火口から噴出した噴煙柱の崩壊や，溶岩ドームの崩落により発生し，

火口から長距離にわたって流下して大きな被害を及ぼす。 

 

火山ガス 

地下のマグマに溶けている揮発性成分が，マグマの上昇に伴う圧力低下などにより発泡し

て地表に放出されたもの。火山ガスの主成分は水蒸気であり，その他に，二酸化炭素，二酸

化硫黄，硫化水素，塩化水素，フッ化水素，水素などの成分が含まれる。 

 

火山活動推移モデル 

火山噴火に先行する現象，噴火発生，噴火の規模や様式の時間変化，さらに終息までを一連

の現象として示したモデルのこと。起こりうる火山活動や噴火現象を網羅的にまとめその



 

時系列を整理した噴火事象系統樹をさらに発展させたものに位置づけられる。 

 

火山活発化指数（VUI） 

VUI は Volcanic Unrest Index の略。数年から数 10年スケールの中期的な火山活動評価の

ために考案された噴火が発生していない時点での火山活動に関する客観的・定量的な評価

指標で，観測者・科学者と行政・住民とのコミュニケーションツールとしての利活用が念頭

におかれている。微小地震活動や地熱活動などが一時的に高まった時，行政・住民は過去の

事例と比較した場合の深刻性といった観点で捉えることができる。ニュージーランドで開

発され，日本国内の複数の火山で試験的な導入に関する研究が進められている。 

 

火山構造性地震 

火山性地震のうち，マグマ溜まりの圧力の増減やマグマの貫入・伸展に伴うひずみの変化な

どにより，地下の岩盤が破壊して発生する地震。プレート運動による応力が原因で発生する

一般的な地震同様に岩盤のせん断破壊（断層すべり）に伴って発生することから火山構造性

地震と呼ばれる。Ａ型地震と呼ばれることもある。 

 

火山性地震 

火山体またはその周辺で発生する地震。火山内部の応力場や流体の状態を反映していると

考えられている。 

 

火山灰 

火山噴出物 の項を参照。 

 

火山噴火予知連絡会 

火山噴火予知計画（文部省測地学審議会（現文部科学省科学技術・学術審議会）

の建議）により，関係機関の研究及び業務に関する成果及び情報の交換，火山

現象についての総合的判断を行うことなどを目的として，昭和 49 年に設置さ

れた機関（事務局は気象庁）。年に２回開催する定例会では全国の火山活動について総合的

に検討を行う。火山噴火などの異常時には，臨時に開催し，火山活動について検討を行う。 

https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/kaisetsu/CCPVE/CCPVE.html 

 

火山噴出物 

火山噴火により噴出した物質の総称。火山噴出物は気体，液体，固体と様々な形態をとり，

それぞれの例として火山ガス，溶岩，火山砕屑物が挙げられる。火山砕屑物のうち直径 64 

mm以上を火山岩塊（噴石），直径 2 mm～64 mmを火山礫，直径 2 mm未満の細かい破片を火

山灰という。「噴石」に火山礫を含む場合もある。また、火山砕屑物のうち，多孔質で淡灰



 

色のものを軽石，暗色のものをスコリアということもある。 

 

活火山 

現在活発な噴気活動のある火山だけでなく，歴史記録や噴出物の調査から，概ね過去１万年

以内に噴火したと認められる火山。現在，日本には 111の活火山がある。 

 

活断層 

地質時代でいう第四紀後期（数十万年前～現在）に繰り返し地震を発生させ，地表近傍まで

食い違い変位を生じさせてきた断層。今後も同様の地震を発生させると考えられる。 

 

火道 

地下のマグマ溜まりから地表へ至るまでのマグマの上昇経路のこと。 

 

下部地殻 

地殻 の項を参照。 

 

カルデラ 

大規模な噴火の後に生じる，輪郭が円形またはそれに近い大きな陥没地形のこと。カルデラ

を形成する噴火様式をカルデラ噴火という。 

 

間隙水圧 

土の粒子間や岩石中の孔（間隙）に入り込んだ水にかかる圧力。 

 

干渉 SAR 

SAR の項を参照。 

 

完新世 

地質時代の区分のひとつで，最終氷期が終わった約１万年前から現在までを指す。 

 

貫入 

地下の流体が岩盤に割れ目をつくりながら入り込み移動する現象のこと。 

 

機械学習 

観測や実験などによって取得された大量のデータを解析処理することによって，多くの事

例から，人間の手を必要とせずにコンピュータ自らが学習して認識・判断する技術のことを

いう。 



 

 

企画部 

地震・火山噴火予知研究協議会の下に設けられた組織。建議に基づく研究全体を円滑に実施

するため，研究計画の企画，立案，調整を行う。 

 

基盤的な観測網 

地震調査研究推進本部の「地震に関する基盤的調査観測計画」（平成９年８月）及び「地震

に関する基盤的調査観測計画の見直しと重点的な調査観測体制の整備について」（平成 13年

８月）に基づく，高感度地震計（防災科学技術研究所の Hi-net，気象庁及び大学など），広

帯域地震計（防災科学技術研究所の F-net及び大学），強震計（防災科学技術研究所の K-NET

と KiK-net）の観測網のことをいう。 

 

逆断層 

断層面に沿って主として上下方向にずれた断層のうち，浅い側の岩盤がずり上がる場合を

逆断層という。 

 

キャップロック 

熱水やガスの上部を覆い，流体の上方への移動を防いでいる不透過性の岩石からなる地層

のこと。帽岩ともいう。地下水がマグマ溜まりからの熱により熱水となり，この熱水が地表

に向かうに従って温度が下がり，溶け込んでいた成分が再結晶化して周辺の岩の隙間を塞

ぐことにより形成すると考えられている。 

 

強震観測 

被害を及ぼす強い揺れの地震波形を，振り切れることなく記録できる強震計を用いる地震

観測。これらの観測網のデータ等は，地震ハザード・被害リスク評価などに役立てられてい

る。 

 

強震記録 

強震動 の項を参照。 

 

強震動 

被害を及ぼすような強い地震動（揺れ）のこと。強震動を振り切れることなく記録するため

の地震計を強震計と呼び，強震計で記録した波形データを強震記録，または，強震動記録と

いう。 

 

共同利用・共同研究拠点 



 

個々の大学の枠を超えて，大型の研究設備や大量の資料・データなどを全国の研究者が利用

したり，研究を行うための施設として認定された拠点。 

 

拠点間連携共同研究 

「地震・火山科学の拠点」である東京大学地震研究所と「自然災害に関する総合防災学の拠

点」である京都大学防災研究所が連携して研究を進める仕組み。 

 

距離減衰（予測モデル）式 

地震の揺れの強さと断層面からの距離との関係を式に表したもの。過去に発生した数多く

の地震の観測データを統計的に処理して作成された経験的な式である。地震動予測式とも

呼ばれる。 

 

緊急地震速報 

地震の発生直後に，観測されたごく初期の地震波をわずかな時間で分析し，各地での強い揺

れの到達時刻や震度を予想し，可能な限り素早く知らせる情報のこと。気象庁が発表する緊

急地震速報は，テレビ，ラジオ，携帯電話（緊急速報メール）等により伝達される。 

 

空振 

空気振動の略で，空中を音波として伝わる振動のこと。耳に聞こえない低い周波数の音波を

さす場合が多い。噴火に伴って火山ガスや噴煙が火口から大気中に放出される際に発生す

ることがよく知られているが，地震，津波，雪崩等の発生時に放出されることもある。 

 

クーロン破壊応力 

クーロン破壊応力（Coulomb Failure Stress，CFS）。ある断層に作用するせん断応力と，そ

の断層の摩擦係数と法線応力の積で表現される断層強度（クーロンの破壊規準）の差をいい，

その断層がどの程度破壊されやすい状態にあるのかを表す。周辺で発生した地震等の影響

で生じたクーロン応力変化（ΔCFS）が正のとき，その断層で地震の発生が促進されると考

えられる。 

 

苦鉄質マグマ 

カンラン石や輝石など，Fe や Mg を主成分として含む苦鉄質鉱物に富むマグマのこと。SiO2

の量が少なく，温度が高く結晶量が少ないことから粘性が低く流動性に富む。地表に噴出し

て冷却固結すると玄武岩になる。 

 

クラック 

岩石中の裂け目，ひび割れのこと。 



 

 

繰り返し地震 

発生場所（震源域），発震機構解，マグニチュードがほぼ同じで，繰り返し発生している地

震。発生場所と発震機構がほぼ同一であるため観測波形が良く似ることを利用して検出さ

れる。波形の相似性が高いことから，相似地震と呼ばれることもある。また，個々の繰り返

し地震が小地震の場合は，小繰り返し地震ということもある。 

 

群発地震 

同程度の規模の地震が比較的狭い地域で続発する活動のこと。地震が数年にわたり続発す

ることもある。 

 

傾斜計 

地表面の勾配（傾き）の変化を測定する機器のこと。 

 

珪長質マグマ 

長石や石英などの珪長質鉱物に富み，やや低温（900℃程度）で粘性の大きなマグマで，そ

の大部分は地殻物質の融解により生成される。これが冷却・固化した火山岩がデイサイトや

流紋岩である。 

 

考古データ 

考古学の調査・研究によって発見された地震や火山噴火などの痕跡，またそのような痕跡に

関する記載。 

 

構造共通モデル 

地震や火山噴火を含む多様な地殻活動を定量的に理解することを目的として，これまで蓄

積された日本列島の沈み込み構造に関する知見を統一的に集約し，統合的に構築した共通

モデル。 

 

構造探査 

爆薬などを震源として人工的に地震波を発生させ，地下で屈折や反射してきた波を多点で

観測することにより，地震波の伝播速度や減衰，反射面の分布などの地下の構造を明らかに

する調査手法。特に構造内で異なる物質が接する場所は構造境界と呼ばれ，構造調査によっ

て，地震波伝播速度や物質の密度が不連続に変化する場所として把握される。 

 

降灰予報 

噴火により，どこにどれだけの量の火山灰が降るか（降灰量分布）や，風に流されて降る小



 

さな噴石の落下範囲の予測を伝える情報。気象庁では平成 20年から発表を始め，現行の降

灰量を含んだ降灰予報は平成 27 年から発表を行っている。 

 

古地震学 

近代的な計測器を用いた地震観測が開始される以前に発生した地震について，史料や考古

データ，遺跡に残された証拠などを用いて調査する学問。 

 

固着 

プレート境界や断層においてずれ運動がない状態のこと。 

 

災害素因 

災害誘因を受けた際に生じる被害・損失の規模や様態を左右する，地形・地盤などの自然環

境の脆弱性（自然素因）や，人口・建物・施設などの人間社会の脆弱性（社会素因）のこと。 

 

災害誘因 

災害をもたらす原因（加害力，外力）のこと。英語ではハザード（hazard）という。地震や

火山噴火による災害は，災害誘因である地震動，津波，火山灰や溶岩の噴出などの外力が災

害素因に作用することで引き起こされる。 

 

最適内挿法 

観測データの第一推定値からの観測値のずれを，観測誤差や予報誤差の統計情報を考慮し

て第一推定値の格子に内挿し，第一推定値を修正する手法。 

 

サロゲートモデル 

ある現象を表現する数理モデルを構成する数式に含まれるパラメータの値を適切に設定

（最適化）するためには，試行計算を繰り返し，その結果が，実際に起きた現象（観測デー

タ）と一致するように調整する必要がある。しかし，数式が複雑であったり，パラメータ数

が膨大であったりすると，このための計算コストが非常に高くなり，現象の定量的な理解の

妨げとなることがある。そこで，少数の試行計算の結果を学習データとした機械学習によっ

て，パラメータの最適化を行う手法が提案されている。この手法をサロゲートモデル，ある

いは代理モデルという。 

 

山体崩壊 

山体が地震や火山噴火などによって大きな崩壊を起こす現象。 

 

磁化構造 



 

物質が磁石の性質を帯びる現象を磁化といい，地下における物質の磁化の強さの３次元的

な分布を磁化構造という。 

 

事象系統樹 

時間とともに進行する一連の事象（イベント）を網羅的に列挙し，それら相互の関係と時間

発展（事象分岐）を樹形図（イベントツリー）として整理したもの。それぞれの分岐には，

地質学的情報，観測データ，理論などに基づいて確率が付与されることもある。地震活動に

関して作成されたものを地震活動事象系統樹，火山活動に関して作成されたものを噴火事

象系統樹という。 

 

地震・火山噴火予知研究協議会 

科学技術・学術審議会（測地学分科会）による建議に基づく地震及び火山噴火の

観測研究に関して，関係機関の連携を緊密にして観測研究計画を協議し，研究の

有効な推進を図ることを目的として東京大学地震研究所に設置されている組織。

予知協，予知協議会，あるいは予知研究協議会と略称されることもある。 

https://www.eri.u-tokyo.ac.jp/YOTIKYO/ 

 

地震カタログ 

地震の発生時刻や震源，規模（マグニチュード）などの情報をまとめたデータベースのこと。

震源カタログともいう。 

 

地震サイクル 

地震発生後，断層面の強度が回復するとともに，プレート運動などによる広域応力により再

びひずみエネルギーが蓄積され，次の地震が発生するまでの一連の過程。地震発生サイクル

ともいう。 

 

地震探査 

爆薬やバイブロサイスなどの人工震源を用いて地震波を発生させ，これをいろいろな地点

で観測して，地震波の伝播速度や減衰などを調べることにより地下の構造を明らかにする

手法。構造探査の手法のひとつ。 

 

地震調査委員会 

地震調査研究推進本部 の項を参照。 

 



 

地震調査研究推進本部 

地震調査研究推進本部は行政施策に直結すべき地震に関する調査研究の責任体

制を明らかにし，これを政府として一元的に推進するため，地震防災対策特別

措置法に基づき政府の特別の機関として 1995 年７月に総理府（現在の所管は文

部科学省）に設置された。地震本部と略称されることもある。地震調査委員会は，地震調査

研究推進本部の下に設置され，関係行政機関（気象庁，国土地理院など）や大学などの調査

結果を収集，整理，分析し，これに基づき地震活動に関して総合的な評価を行う。 

https://www.jishin.go.jp/ 

 

地震発生過程 

広域の応力によって特定の震源断層に応力が集中し地震の発生に至る物理・化学過程。 

 

地震発生層 

地殻のうち地震の発生する深さの範囲。地殻深部になると高温になり，地震が発生しにくく

なる。場所により地下の温度が異なると，地震発生層の厚さも異なる。一般に活火山周辺で

は，活火山に近くなるにつれて地震の発生する深さの下限が浅くなり，地震発生層の厚さが

薄くなっている。 

 

地震予知連絡会 

地震予知の実用化を促進する旨の閣議了解（昭和 43年５月）及び測地学審議会

建議（昭和 43 年７月）に基づいて，地震予知に関する調査・観測・研究結果な

どの情報の交換とそれらに基づく学術的な検討を行うため，昭和 44年４月に発

足した組織。国土地理院が事務局を務める。https://cais.gsi.go.jp/YOCHIREN/ 

 

地すべり 

斜面の一部あるいは全部が地下水などの影響と重力によって移動する現象。 

 

沈み込み帯 

プレート の項を参照。 

 

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト 

平成 26 年の御嶽山の噴火などを踏まえ，火山災害の軽減に資する火山研究の推

進（次世代火山研究推進事業）と，広く社会で活躍する火山研究人材の裾野を拡

大するとともに，火山に関する広範な知識と高度な技能を有する火山研究者とな

る素養のある人材の育成（火山研究人材育成コンソーシアム構築事業）を目的として，文部

科学省が平成 28 年度から実施している 10か年のプロジェクト。https://www.kazan-pj.jp/ 



 

 

実体波 

地球内部を伝わる地震波のこと。体積変化を伴う P波と，進行方向に対して直交下方向に運

動する S波に分類される。 

 

シナリオ地震 

位置や規模等の地震源情報と発生確率を特定した地震。 

 

地盤変動 

地殻変動のうち，変化の生じる範囲が狭く，変動源が比較的浅いところにあると思われるも

の。 

 

シミュレーション 

実際の事象を，その事象を支配している法則に基づいてほぼ同様となるように組み立てた

模擬空間で再現試行すること。コンピュータを用いた数値シミュレーションを指すことが

多い。 

 

蛇紋岩 

蛇紋石を主成分とする岩石で，通常多少の磁鉄鉱・クロム鉄鉱等を含む。肉眼で黒～暗緑色

を呈している。約 600°C以下の温度条件で，かんらん岩に含まれているマグネシウムに富

むカンラン石や輝石が水と反応することで蛇紋石に変化してできる。岩石が蛇紋岩となる

ことを蛇紋岩化という。 

 

重力 

重力（重力加速度）を測定することによって，地球内部及び大気を含む地球全体の質量の分

布や移動等を推定することができる。地表付近の重力値は約 980 Gal（Gal は重力加速度の

単位で cm/s2）であるが，測定点の緯度や標高によって異なる。また，地下の密度不均質に

よる重力異常は数ミリ Gal の程度である。また，月や太陽の引力に伴う潮汐変化は数百マ

イクロ Gal，地殻変動や地下水移動，火山活動に伴う変化は数～数十マイクロ Gal 程度で

ある。その緯度における標準重力値に対する重力の実測値との差を重力異常という。たとえ

ば，地下に高密度の岩石があると，重力値は標準重力値よりも大きくなり，低密度の岩石が

ある場合は小さくなる。これらに基づき重力値の測定から地下構造を推定することが可能

である。 

 



 

首都圏地震観測網 

首都圏地域で発生する地震の研究と，その被害軽減を目的に，首都圏（東京都，

茨城県，神奈川県，千葉県，山梨県，埼玉県）の約 300か所に設置された坑井式

地震計で構成され，防災科学技術研究所が運用している観測網。通称の MeSO-net

（メソネット）は，Metropolitan Seismic Observation network の略。 

https://www.mesonet.bosai.go.jp/mrportal/top  

 

首都直下地震 

首都圏の直下を震源として発生する地震の総称で，特定の地震を指すものではな

い。内閣府の首都直下地震モデル検討会は，近い将来に発生が予想される M7-8

クラスの地震として想定した 20 通り以上の地震による震度分布・津波高などの

検討結果を平成 25年に公表した。 

https://www.bousai.go.jp/kaigirep/chuobou/senmon/shutochokkajishinmodel/ 

 

準静的すべり 

スロースリップ の項を参照。 

 

（噴火の）準備過程 

火山噴火は，火口から溶岩や火山ガスが急激に地表に放出される現象である。噴火の前には，

地下深部で発生したマグマが，マントルや地殻内を上昇し，地殻浅部にマグマ溜まりとして

蓄積される。さらに，内部の圧力が高まるなどの理由で，マグマが地表へ移動し溶岩や火山

ガスとして噴出する。このように噴火に至るまでの一連の過程を噴火の準備過程という。 

 

史料 

歴史時代の地震や火山噴火などの研究の素材となる，古文書，日記，絵図，建築などの総称。 

 

シル 

岩床ともいい，地層面にマグマがほぼ平行に貫入し固まったもの。 

 

震央 

地震時の断層破壊が始まった場所を震源といい，一般に，緯度・経度・深さで表す。震源を，

直上の地表に投影した点を震央という。 

 

震源 

地震時の断層破壊が始まった場所を震源といい，一般に，緯度・経度・深さで表す。断層破

壊が始まった場所であることを強調するために，破壊の開始点ということもある。なお，震



 

源断層や震源域，震源過程を概略的に指して震源と呼ぶこともある。 

 

震源域 

地震時に破壊された領域全体のこと。 

 

震源カタログ 

地震カタログ の項を参照。 

 

震源断層 

地震時に破壊され，すべりが生じた断層のこと。 

 

震源断層モデル 

断層面上におけるすべり量の分布やすべり方向，破壊の伝播様式を表すモデルのこと。 

 

深層学習 

人間の神経回路をモデル化した，多層構造のニューラルネットワークを用いた機械学習法

の一つ。ディープラーニングとも言う。 

 

震度 

地震によって生じる，地表における揺れの強さを表す指標。地震の規模を表すマ

グニチュードとは異なる。日本では，気象庁の震度階級により，揺れの強さは震

度０から震度７までの 10段階に区分される。1996年３月までは，体感及び建物

被害などの状況から震度を推定していたが，現在は，計測震度計により算出される。震度と

揺れの状況の関係は，気象庁の HPを参照。 

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/shindo/index.html 

 

深発地震 

地下深いところで発生する地震で，明確な定義はないが，およそ 200 km以深で発生する地

震のことをいう。 

 

水蒸気噴火 

マグマなどの熱によって火山体内部または地表付近の水が気化して体積が膨張することで，

水蒸気が急激に噴出する現象のこと。噴火口付近の岩石が砕け，火山砕屑物（火山岩塊や細

粒火山灰）が飛散する。噴出物には，新鮮なマグマ由来の物質は含まれない。 

 

スコリア 



 

火山噴出物 の項を参照。 

 

すべり速度状態依存摩擦則 

摩擦係数が，すべり速度と接触面の状態によって規定されるとする法則。 

 

スラブ 

重い海洋プレートは，大陸プレートなどのより軽いプレートの下へ沈み込む。海洋プレート

が沈み込んだ部分をスラブという。 

 

スラブ内地震 

沈み込んだ海洋プレート（スラブ）内部で発生する地震。海溝軸の近くや，プレート境界地

震が起こらないような深い場所で規模の大きな地震が起こる場合がある。 

 

スロー地震 

通常の地震のように断層が急激にすべることなく，ゆっくりとすべることによって，蓄積さ

れたひずみエネルギーを解消させる現象。ゆっくり地震ともいう。プレート境界で発生する

スロー地震には，周波数が高いものから低いものの順に以下の種類がある。 

・低周波微動 

 数分から数日の間，断続的に微弱な低周波振動（数 Hz～10 Hz）を発生させる現象。低周

波地震の重ね合わせと考えられ，プレート境界のゆっくりすべりに伴って発生すると考

えられる微動。火山性微動や常時微動とは発生原因が異なり，区別される。テクトニック

微動とも呼ばれる。海溝付近の安定すべり域の深部側にある固着域に遷移する領域で発

生する浅部低周波微動と，固着域からさらに深部の安定すべり域に遷移する領域で発生

する深部低周波微動がある。 

・超低周波地震 

 短周期（高周波）成分がほとんど含まれず長周期（低周波）成分が卓越する地震波を放射

する地震で，10～100 秒程度の帯域に卓越した周期を持つもの。浅部低周波微動と同様の

場所で発生するものを浅部超低周波地震，深部低周波微動と同様の場所で発生するもの

を深部超低周波地震という。 

・スロースリップイベント（SSE） 

 プレート境界面などの断層で発生する非地震性すべりで，非定常なゆっくりとしたすべ

り。継続時間が数日～10日程度の深部短期的 SSEと半年～数年程度の長期的 SSEがある。

南海トラフの場合，長期的 SSEは固着域の深部側に隣接した遷移領域で，深部短期的 SSE

は深部の安定すべり域により近い遷移領域で発生する。 

 

スロースリップ 



 

断層面やプレート境界面で発生する非地震性すべりで，非定常なゆっくりとしたすべり。長

いものでは継続時間が数年に及ぶものもある。ゆっくりすべり，スロースリップイベント

（SSE），準静的すべりともいう。 

 

静穏化 

地震活動や火山活動が以前の活動よりも相対的に低下している現象。  

 

脆弱性 

災害素因 の項を参照。 

 

正断層 

断層面に沿って主として上下方向にずれた断層のうち，浅い側の岩盤がずり落ちる場合を

正断層という。 

 

先行現象 

地震や火山噴火の発生前に，震源域や火山体の内部や周辺で発生するさまざまな異常現象。

地盤の隆起・沈降，地震活動の変化，電磁気異常，地下水の変化などが報告されている。前

兆現象あるいは先駆現象と呼ばれることもある。 

 

前震 

比較的大きな地震が発生すると，それより小さな地震が直後から近くで続発する。この最初

の大きな地震のことを本震，その後に続発する地震を余震という。また本震の前に，その震

源の近くで本震よりも規模の小さな地震が起こることがあり，これを前震という。 

 

総合防災学 

自然環境から人間活動にいたる全てのプロセスを研究対象として，安心安全な社会基盤を

構築するための政策について工学的な視点に立脚して設計していく学問領域のこと。 

 

相似地震 

地震波形がよく似ている地震群のこと。ほぼ同じ断層面で同じようなすべりが起きた場合

に発生すると考えられる。発生場所（震源域），発震機構解がほぼ同じで繰り返し発生する

ことから，繰り返し地震と呼ばれることもある。 

 

即時予測 

地震や火山噴火の発生直後に得られるデータを用いて，強い揺れや津波，火砕噴出物の程度

や広がり，到来時刻などの防災に役立つ事項を可能な限り速やかに予測すること。地震動の



 

即時予測でよく知られているものとしては，気象庁で運用されている「緊急地震速報」があ

る。 

 

測地学分科会 

文部科学大臣の諮問に応じて，科学技術や学術の振興に関する調査審議をし，答

申をする科学技術・学術審議会の下に設置され，測地学及び政府機関が行う測地

事業計画に関する調査審議を行う組織。地震や火山の研究も測地学の一分野と

してとらえられている。 

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu6/index.htm 

 

側噴火 

山頂付近の火口（山頂火口）ではなく，それ以外の中腹や山麓で発生する噴火。 

 

ソリダス 

固相線ともいう。固体が安定して存在する領域と，固体と液体が共存する領域の境界を示す

線のこと。 

 

タービダイト 

土砂を大量に含んだ流れによって運ばれた砂や泥の堆積物のこと。 

 

ダイク 

岩脈ともいい，地層や岩石の割れ目にマグマが板状に貫入し固まったもの。 

 

タイムライン 

防災行動計画ともいう。防災に関係する機関が連携して，災害時に発生すると想定される状

況を共有し，防災行動とその実施主体を時間順に並べて整理したもの。 

 

脱ガス 

マグマに溶け込んでいる揮発性（ガス）成分が，マグマの上昇に伴い圧力が低下するなどし

て溶解度が下がり，気泡として析出してマグマから分離することをいう。そのガス成分が周

辺岩体に浸透・拡散するなどして十分に抜ければ爆発性が低下し，ガス成分が残れば爆発性

が高まると考えられている。 

 

地殻 

地球の固体部分を構成する大きな成層構造のうち，一番外側の層。地殻の下にはマントルが

存在する。地殻は海洋地殻と大陸地殻に分類され，海洋地殻は約６ kmのほぼ均一な厚さで



 

あるのに対し，大陸地殻は平均的には 30 km程度の厚さであるが，安定な大陸地塊などでは

60～70 kmの厚さに及ぶ場所がある。地殻の浅い部分を上部地殻，深い部分を下部地殻と呼

ぶ。上部地殻と下部地殻の間に中部地殻が存在する場所もある。 

 

地殻活動 

地殻内で発生する現象全般の総称。 

 

地殻内流体 

地殻の内部に含まれる水やマグマなどの流体。地殻内で水は，岩盤の亀裂や岩石の空隙（間

隙），鉱物の粒界（岩石を構成する鉱物間の境界）などに存在していると考えられている。 

 

地殻変動 

地震などの断層運動やマグマの蓄積・放出などの火山活動によって地表に生じた変位やひ

ずみ，傾斜の変化。地盤変動ということもある。 

 

地下構造モデル 

地震波（P波，S波）速度や密度，減衰など構造パラメータの空間分布を記述したモデルの

こと。 

 

地磁気地電流（MT）観測 

物理探査の手法の一つで，電気伝導度など地下の電気的性質を調査する手法。地磁気地電流

（Magnetotelluric）観測の略。地表で電場と磁場を測定し，地表に入射する電磁場とそれ

によって地中で誘導される電磁場との関係を用いて，地中の比抵抗構造を算出する。AMT

（Audio-frequency Magnetotelluric）観測は，可聴周波数帯域を利用する MT法の一種で，

地下数百 mから数 km までの構造探査に利用されている。 

 

長期評価 

地震発生可能性の長期評価の略。主要な活断層で繰り返し発生する地震や海溝型地震を対

象に，地震の規模や一定期間内に地震が発生する確率を予測したもの。 

 

長周期地震動 

規模の大きな地震が発生した場合に生じる，ゆっくりとした揺れのこと。高層ビルは固有周

期が長く長周期地震動により影響を受けやすい。 

 

潮汐 

月や太陽などの他の天体の引力により生じる海水面の昇降（海洋潮汐）や地球の変形（固体



 

潮汐）をいう。 

 

超低周波地震 

ゆっくりすべりや火山活動に伴って生じる地震で，短周期（高周波）成分がほとんど含まれ

ず長周期（低周波）成分が卓越する地震波を放射する地震。プレート境界域で発生する超低

周波地震については，スロー地震 の項を参照。 

 

地理空間情報 

空間上の特定の地点又は区域の位置を示す情報，及びそれに関連づけられた情報。 

 

津波石 

津波の高い水圧により海底や沿岸部から陸上に打ち上げられた巨大な石。 

 

津波警報 

地震等の発生後に津波による災害の起こるおそれがある場合に気象庁が発表する警報。各

津波予報区の予想される津波の高さや到達予想時刻等の情報が併せて発表される。 

 

津波地震 

地震動から推定される地震の規模（マグニチュード）に比べて大きな津波を生じる地震。 

 

津波浸水モデル 

津波があった場合に浸水する区域及び水深を想定したモデルのこと。 

 

津波堆積物 

津波によって運ばれた砂や礫などが堆積したもの。これらの調査により，過去の津波の発生

年代や浸水規模を推定することができる。 

 

津波波源 

津波が発生した領域，すなわち，津波の原因となる海底の隆起や沈降を起こした領域のこと。 

 

津波ハザードステーション（J-THIS） 

津波防災に資することを目的として，多様な津波ハザード情報を利活用できることを目指

して開発された Webサービス。防災科学技術研究所により運用されている。 

https://www.j-this.bosai.go.jp/ 

 

津波避難ビル 



 

津波警報や大津波警報が発表され，避難勧告や避難指示が出され，さらに高台などへの避難

が困難になったときに緊急的に一時避難するための建物。 

 

低周波地震 

短周期成分がほとんど含まれず長周期成分が卓越する地震波を放射する地震。ただし，超低

周波地震に比べて卓越する地震波の周波数は高い（概ね１～数 Hz）。活火山近傍の下部地殻

やモホ面付近などで発生する深部低周波地震，火山噴火に前後して火山体のごく浅い場所

で発生する浅部低周波地震がある。 

 

低周波微動 

スロー地震 の項を参照。 

 

（火山）泥流 

噴火に伴う火山噴出物が水分と一体となって流下する現象を火山泥流という。単に泥流と

も呼ぶ。砂防の分野では，岩塊が卓越し水とともに流下する現象を土石流と呼ぶ。火口から

泥状物質が噴出され流れ下るもの，火山噴出物が堆積し多量の降雨により流れ下るもの，積

雪地域で噴火が起こり多量の氷雪が溶けるために生じるものなど，成因は複数考えられる。 

 

データ同化 

複雑な現象の高精度予測のために，数値シミュレーションの結果として得られる物理量が

観測データをなるべく再現できるように，観測データを用いて各種パラメータを修正しモ

デルを改良すること。 

 

テクトニック微動 

スロー地震 の項を参照。 

 

テフラ 

噴火によって噴煙や火砕流として噴出した火山砕屑物（火山弾，軽石，火山灰など）が地表

に堆積した物。噴火堆積物とも呼ばれる。  

 

電気伝導度 

物質の電気の伝わりやすさを表す物性値。電気伝導率，導電率ともいう。 

 

電磁気観測 

地下の構造を調べる観測手法の一つで，電気的性質を表す電気伝導度や比抵抗（比抵抗 の

項を参照）の地下における分布などを調査すること。 



 

 

電子基準点 

GEONET の項を参照。 

 

伝送プロトコル 

コンピュータなどのネットワークにつながる機器間でデータをやりとりするためのルール

や手順のこと。 

 

土石流 

（火山）泥流 の項を参照。 

 

トラバース 

ある地点から別の地点へ移動する際に，直線的でなく横方向に進むこと。 

 

トレンチ（掘削）調査 

地質調査法の一つで，地表から溝状に掘り込み，地層を新たに露出させ，断面を観察する手

法。地震分野では過去の断層運動の年代や周囲の環境の調査，火山分野では過去の噴火史を

調査するために有力な方法である。 

 

内陸地震 

陸のプレートの地殻内で発生する地震。 

 

ナノライト 

火山岩や火山噴出物中の石基に見られる鉱物の結晶のうち，数十ナノメートルよりも大き

く，概ね１～２マイクロメートル以下のもの。マイクロライトやウルトラナノライトととも

にマグマの粘性を高めるはたらきをすると考えられている。 

 

南海トラフ地震に関連する情報 

気象庁が，南海トラフ全体を対象にした地震発生の可能性の高まりについて発表する情報。

南海トラフ沿いで異常な現象が観測された場合などに発表される「南海トラフ地震臨時情

報」と，「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」の定例会における調査結果を公表す

る場合などに発表される「南海トラフ地震関連解説情報」がある。 

 

逃げトレ 

地域住民一人ひとりについて，津波からの避難がどの程度容易か困難かを評価・診断するた

めのスマートフォンのアプリのこと。 



 

https://www.jamstec.go.jp/bosai-nankai/j/result_2d.html 

 

認識論的不確定性 

不確実性は、「偶然的不確性」と「認識論的不確実性」に分類できる。前者はデータの本質

的なばらつきに起因するものであり、データの統計的処理により正規分布等の確率分布と

して表現される。後者は情報や知識の不足に起因するものであり、専門家判断により確率分

布として表現できる。 

 

熱水系 

地熱地帯や火山の地下で形成される，熱水が貯留・循環している領域のこと。 

 

粘性 

力を加えるとその速度に応じた速度で流動し，力を除くと静止するような物質の力学的性

質をいう。 

 

粘弾性 

加えられた力に応じて変形し，力を除くともとの形に戻る弾性的性質と，加えられている力

に応じた速さで時間とともに変形が進行する粘性的性質をあわせ持つ性質。粘弾性体に加

えられた応力が，粘性的性質による変形に伴い減少していく現象を応力緩和という。 

 

破壊過程 

断層が応力を受けて変形し，最終的にすべりに至る過程のこと。塑性変形を伴って破壊に至

る現象は延性破壊過程という。 

 

爆発的噴火 

急激な体積膨張を伴い，岩石や火山灰，ガスなどを一気に放出する噴火を爆発的噴火と呼ぶ。

噴火が爆発的になるか否か（爆発性）は以下の条件に左右される。一般にマグマの粘性が高

い場合やマグマ中に多量の揮発性物質が含まれる場合に，爆発的な噴火になりやすい。また，

マグマの熱で地下水が急膨張する水蒸気噴火も爆発的噴火である。マグマの粘性が低い場

合やマグマ中の揮発性成分が噴火前に抜けてしまった場合は，爆発を伴わずにマグマが火

口から噴出・流出する非爆発的な噴火になりやすい。 

 

斑晶 

火山岩を構成する組織の一つ。火山岩中の非常に細かい鉱物粒子からなる緻密な組織を石

基と呼び，比較的大きな粒である鉱物結晶を斑晶と呼ぶ。 

 



 

反射面 

地震波が反射する，地下の音響インピーダンスの変化する境界面。 

 

半割れ 

想定される震源域全体が一度にすべるのではなく，震源域が２つの部分に分かれて別々に

明瞭な時間差をもってすべった場合，もしくは，片方の部分がすべり，もう片方の部分はす

べっていない状態をいう。南海トラフ沿いでは，1854 年に南海トラフの西側で発生した安

政南海地震（M8.4）の 30時間後に，その東側で安政東海地震（M8.4）が発生した事例を含

めて４例の半割れが知られている。 

 

非エルゴード性 

ある系の時間平均と位相空間平均が一致しない性質のこと。 

 

微小破壊 

岩石や金属などに応力や熱が加えられることで内部に生じた局所的な応力集中によって引

き起こされる部分的な破壊。このときに励起される高周波数の弾性波のことをアコーステ

ィックエミッションという。 

 

ひずみ 

岩盤（プレート）などの変形の程度をあらわす量。単位長さ当たりの変位量で定義される。

ひずみの空間的な分布の状態をひずみ場という。 

 

ひずみ速度 

単位時間当たりのひずみの変化量。ひずみ速度の空間的な分布の状態をひずみ速度場とい

う。測地観測や地形から推定される地殻のひずみ速度が大きい領域はひずみ集中帯と呼ば

れる。 

 

非地震性すべり 

断層面やプレート境界面で発生する，地震波を出さない，ゆっくりとしたすべり。 

 

非弾性 

外力によって変形した物質が，外力を除去すると元に戻る性質を弾性といい，元に戻らない

ものを非弾性という。非弾性で媒質が変形することを非弾性変形という。非弾性的性質には，

粘性や塑性などの性質が含まれる。地殻の上部は主に弾性的性質を持つが，深部になると粘

弾性的性質や塑性的性質を持つことが知られている。内陸地震の発生のメカニズムを理解

するためには，粘弾性的性質や塑性的性質を持つ層の影響を理解することが重要であると



 

考えられている。 

 

比抵抗 

単位断面積・単位長さ当たりの電気抵抗値のこと。電気伝導度の逆数。マグマの周辺では高

温や流体の存在によって低い比抵抗値を示すことが多いため，地中の比抵抗の分布（比抵抗

構造）を調べることで火山噴火の発生ポテンシャルや地下のマグマの状態を把握する研究

が進められている。また，地震の破壊領域と地中の比抵抗構造との関連も注目されている。 

 

非定常地殻変動 

プレート境界面での固着によって陸側プレートが引きずりこまれることなどによる定常的

な地殻変動とは異なる地殻変動のこと。 

 

微動 

長時間にわたって継続する，振幅の小さい地震動のこと。火山性微動は，火山活動に伴って

起こる微弱な震動。火口直下などの浅部に存在する火山性流体の状態を反映していると考

えられているほか，噴煙が連続的に放出されている際にも観測される。火山性地震とは異な

り，震動が数分から数時間，ときには数日間にわたって継続することがある。地震などが起

こらなくても，波浪や風，人間活動などによって定常的に生じる振動は，常時微動または雑

微動という。プレート境界域で発生する微動については，スロー地震 の項を参照。 

 

表層地盤 

地表面近くに堆積した地層のこと。 

 

付加体 

海洋プレートが海溝で陸側プレート下に沈み込む際に，海洋プレートの表面にある堆積物

が剥ぎ取られ，陸側プレートに付加したもの。 

 

物質科学的（分析） 

物質の組成，構成鉱物種，同位体比等を，組成分析や同位体分析などの科学的な手法に基づ

いて明らかにすること。 

 

フラジリティ曲線 

基盤の最大加速度と建物の損傷規模に関する確率との関係を示す曲線のこと。例えば，建物

の軽微な被害，大破するような被害，倒壊するような被害の境界を表すフラジリティ曲線が

作成されれば，基盤の最大加速度を入力することにより，それぞれの被害発生確率を求める

ことができる。 



 

 

プレート 

地球表面は，十分に冷却して固くなっている最上部マントルと地殻を合わせた，厚さ 100 km

程度の複数の固い岩石の層で覆われている。この岩石層がプレートと呼ばれ，その動きをプ

レート運動という。また，隣り合う２つのプレートの境界がプレート境界である。特に，冷

たくて重い海洋プレートが，大陸プレートなどのより軽いプレートの下へ沈み込む地帯を

沈み込み帯といい，沈み込み始める境界線を海溝軸という。海洋プレートがマントル中に沈

み込んだ部分をスラブという。プレート境界で発生する地震はプレート境界地震，プレート

の内部で発生する地震はプレート内地震と呼ばれる。海溝型地震はプレート境界地震の一

種。 

 

プレート境界 

プレート の項を参照。 

 

プレート境界地震 

プレート の項を参照。 

 

噴火警戒レベル 

火山活動の状況に応じて「警戒が必要な範囲（生命に危険を及ぼす範囲）」と防災機関や住

民などの「とるべき防災対応」を５段階に区分した指標。噴火警戒レベルに応じた「警戒が

必要な範囲」と「とるべき防災対応」が地方自治体の地域防災計画に定められた火山におい

て，噴火警報・予報に付して発表される。 

 

噴火警報 

火山噴火に伴い，生命に危険を及ぼす火山現象の発生や危険が及ぶ範囲の拡大が予想され

る場合に，「警戒が必要な範囲（生命に危険を及ぼす範囲）」を明示して気象庁が発表する警

報。噴火警戒レベルが運用されている火山においては，噴火警戒レベルを付して発表する。 

 

噴火事象系統樹 

事象系統樹 の項を参照。 

 

噴火様式 

噴火時にマグマが地表に噴出する際，噴火の様子はマグマの性質や破砕の程度などによっ

て異なり，いくつかのタイプに識別される。その異なる噴火の様子を噴火様式という。主な

噴火様式としては，以下のようなものがある。 

・プリニー式噴火：マグマの粘性が高い火山に見られる噴火様式で，数十分から１日程度に



 

わたり，大量の火山ガスと火砕物（火山灰や軽石）からなる噴煙柱を形成する。噴煙柱の

高さは成層圏に達し，広範囲に火砕物を降下させる。細粒の噴出物が成層圏にとどまり，

世界の気候に影響を及ぼすこともある。噴煙柱の広がりが小さいものは，準プリニー式噴

火と呼ばれる。 

・ブルカノ式噴火：マグマの粘性がやや高い火山に見られる噴火様式で，爆発的な噴火を伴

う。火山弾や火山礫を空中高くに噴出し，細粒な火山灰を放出し黒色の噴煙を上げる。 

・ストロンボリ式噴火：マグマの粘性が低い火山に見られる噴火様式で，比較的小規模で間

欠的な爆発を規則的に繰り返す。噴出物のほとんどを，半ば固結した溶岩片が占め，火山

灰はほとんど放出しない。噴火が長期にわたって継続することが多い。 

 

分散型音響センシング（DAS） 

Distributed Acoustic Sensingの略。光ファイバーケーブルに光パルスを入力すると，フ

ァイバー中の不純物による散乱が生じることを利用して，散乱点のわずかな移動を精密に

検出することで，光ファイバーケーブルに沿う方向の変形を短い間隔ごとに計測できる。光

ファイバーケーブルが敷設されたルート上に極めて短い間隔で多数並ぶ観測点それぞれで，

ケーブルが敷設された方向のひずみの変化を測るのと同等のデータが得られる。 

 

噴出物層序 

層序とは，地層の重なっている順序のこと。この場合は火山噴火による噴出物が地表に堆積

し重なっている順序のことを指す。それを解析することにより，噴火の様式や規模の変化を

明らかにすることができる。 

 

平均変位速度 

活断層の累積変位の履歴から推定される長期的な変位速度。 

 

偏差応力 

応力テンソルから静水圧成分，すなわち，物体の膨張・収縮の成分を差し引いたもの。 

 

ポアソン過程 

事象の発生確率が時間に依存せずに常に一定（先行する事象の発生や，その後の経過時間が，

後続の事象の発生確率に影響を与えない）であるような過程。 

 

防災リテラシー 

地震・火山噴火災害に対して適切な防災対策や避難行動をとることができるよう，地震・火

山に関する基本的な知識，住む地域の災害リスクの知識，災害情報（警報，注意報）の知識，

防災対策や避難方法に関する知識をもち，それらを活用する能力のこと。 



 

 

放射非平衡 

放射性元素が崩壊する過程で生じる中間壊変生成核種の存在比が，堆積・浸食・火山活動な

どの地学的な過程により，崩壊定数から想定される平衡状態の存在比からずれることがあ

る。これを放射非平衡といい，平衡状態に戻るまでの存在比の変化は時間の関数となる。岩

石に含まれる放射非平衡状態の元素の存在比を測定することで，ずれが生じてからの時間

を知ることができる。 

 

本震 

比較的大きな地震が発生すると，その近くで最初の地震より小さな地震が直後から続発す

る。この最初の大きな地震のことを本震，その後に続発する地震を余震という。 

 

マイクロジオデータ 

個々の人の動きや建物の状態を扱える程度に詳細な地理空間情報。 

 

マイスター制度 

火山に対する正しい知識を身につけ，社会への普及活動を適切に行える人材に対して能力

を認定する制度。 

 

マグニチュード（M） 

地震の規模を表す指標。略号は M。推定に使うデータやデータ処理の方法により，同一の地

震でもマグニチュードが異なることがある。気象庁によって推定されたマグニチュードを

Mjmaあるいは Mj と表記することがある。 

 

マグマ 

岩石物質の高温溶融体。噴火によってマグマが地表に出たものを溶岩という。マグマが地殻

内で結晶化したり，地殻物質を溶かしこんだりして，多様な組成のマグマができることを，

マグマの分化という。それにより，二酸化ケイ素含有量の少ない組成のマグマから，より二

酸化ケイ素含有量に富む組成のマグマが生成されていく。マグマの分化によって，一般に粘

性が大きくなる。 

 

マグマ供給系 

地下深部から火口までマグマが供給されるマグマ溜まりや火道を含むシステム全体のこと

を指す。 

 

マグマ（性）噴火 



 

噴出物のほとんどがマグマから直接由来した噴火。ハワイ式噴火，ストロンボリ式噴火，ブ

ルカノ式噴火，プリニー式噴火などが該当する。 

 

マグマ溜まり 

火山活動の源であるマグマが蓄積されているところ。その存在位置，形状，内部構造，内容

物の特性などの情報は，噴火現象の理解に欠かせないが，現状では，よく研究されている少

数の火山に限り，それらのごく一部が明らかにされているのみである。 

 

摩擦特性 

断層に作用する応力や断層のすべり速度，周辺の温度，間隙流体圧などに対する，断層の摩

擦強度の依存性。 

 

マントル 

地殻の下にある深さ約 2,900 kmまでの固体層。その上部（上部マントル）は，かんらん岩

を主成分とする岩石で構成されている。 

 

ミュオグラフィ 

宇宙線ミューオンを用いた地下の透過イメージング手法のこと。ミューオンは電子と同種

の素粒子で，宇宙線が大気中の原子核と反応して生成される二次宇宙線として，地上に絶え

間なく降り注いでいる。透過する物質の密度によって宇宙線ミューオンの減衰が異なるこ

とを利用して，Ｘ線の透視撮影のように地殻内部の密度分布を調べる試み（ミュオグラフィ

観測）がなされている。 

 

みんなで翻刻 

歴史資料の文字を現代の活字に直してデータとして扱いやすくする作業（翻刻）を支援する

ツール。AI による自動くずし字認識を搭載するなど先進的な機能を備えるだけでなく，一

般参加者を広く募集している。https://honkoku.org/ 

 

モデル化 

物理現象の時間変化を数式などで記述したり，諸要素の相互関係や因果関係を模式的に表

現すること。地震や火山の分野においても，様々な現象について，実際の物理現象を再現す

るモデルの構築（モデル化）が試みられている。構築したモデルを用いて未来時刻までシミ

ュレーションを行うことで，将来発生する現象の予測が行われる。 

 

有限要素法 

解析的に解くことが難しい微分方程式の近似解を数値的に得る方法のひとつ。構造力学分



 

野で発達し，他の分野でも広く使われている手法。 

 

ゆっくりすべり 

スロー地震 の項を参照。 

 

溶岩 

火山噴火時に火口から地表に出たマグマ物質。冷え固まって岩石となった後も「溶岩」と呼

ばれる。溶岩が連続して地表を流れる現象を溶岩流という。 

 

溶岩ドーム 

火口から押し出された粘性の高い溶岩が，山体を流れ下ることなく固まってできたドーム

状の地形。溶岩の塊そのものを指すこともある。 

 

余効すべり 

地震が発生した断層面と同一の面上で，地震の後に起こるゆっくりとしたすべり。 

 

余効変動 

地震の後に，余効すべりや粘弾性緩和などによって，震源域あるいはその周囲で発生する地

殻変動。 

 

余震 

本震 の項を参照。 

 

陸海統合地震津波火山観測網 

防災科学技術研究所が運用する，全国の陸域から海域までを網羅する地震・津波・

火山の観測網の総称。略称は MOWLAS（モウラス：Monitoring of Waves on Land 

and Seafloor の略）。https://www.mowlas.bosai.go.jp/mowlas/ 

以下の８つの基盤観測網から構成される。 

 

陸域の基盤観測網 

・高感度地震観測網（Hi-net）：全国に展開された約 800点の高感度地震計からな

る坑井式微小地震観測網。https://www.hinet.bosai.go.jp/?LANG=ja 

・全国強震観測網（K-NET）：全国に，約 20 km間隔で設置された 1000点以上の地表強震観

測点からなる観測網。 

・基盤強震観測網（KiK-net）：全国に展開された約 700点の強震観測点からなる観

測網。各観測点で，地表と地中の双方に強震計が設置されている。 



 

https://www.kyoshin.bosai.go.jp/kyoshin/ 

・広帯域地震観測網（F-net）：全国に展開された約 70点の広帯域地震観測点から

なる観測網。https://www.fnet.bosai.go.jp/top.php?LANG=ja  

・基盤的火山観測網（V-net）：全国の 16火山に設置された坑井式地震計・傾斜計

と広帯域地震計，GNSSなどからなる観測網。https://www.vnet.bosai.go.jp/ 

 

海域の基盤観測網 

・日本海溝海底地震津波観測網（S-net）：日本海溝沿いの海底に設置された，地震

計と津波計が一体となった観測装置を海底光ケーブルで接続した観測網。観測

装置は 150か所，ケーブル総延長は約 5,700 kmである。 

https://www.seafloor.bosai.go.jp/S-net/  

・地震・津波観測監視システム（DONET）：海底に設置された地震計や水圧計などの

観測機器ネットワークによって，地殻変動，地震動，津波などを計測する。南海

トラフの地震及び津波を常時観測監視するため，熊野灘沖に展開されたシステ

ム（DONET1）と，紀伊水道沖に展開されたシステム（DONET2）からなる。 

https://www.seafloor.bosai.go.jp/DONET/ 

・南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）：南海トラフ地震の想定震源域のうち，

観測網がまだ整備されていない高知県沖から日向灘に設置されたケーブル式海

底地震・津波観測システムのこと。 

https://www.jishin.go.jp/main/seisaku/hokoku20a/k84-3-2.pdf 

 

リスクコミュニケーション 

行政，専門家，地域住民，事業者などが，社会活動の中で発生するリスクや災害リスクなど

について情報を共有するとともに考え，出てきた問題点を相互のコミュニケーションによ

って解決していこうとする行い。 

 

リスク評価 

脅威をもたらす現象とその大きさ（ハザード），発生する可能性のある災害に対する被害の

受けやすさと対応能力の低さ（社会の脆弱性），及び発生確率を組み合わせ，災害によって

社会が被る被害の内容とその大きさを評価すること。 

 

（火山性）流体 

マグマに起源を持つ熱水や火山ガスの総称。マグマそのものや，マグマ起源の熱で加熱され

た天水も含まれる。 

 

歴史地震 



 

文献史料（古文書，日記など）に記述されている歴史時代の地震，またこれによる被害のこ

と。 

 

ｂ値 

地震の規模別頻度を，横軸にマグニチュード，縦軸に地震の発生数の対数をとってプロット

した際の傾きの大きさ。通常は 0.7～1.0程度である。 

 

BPT分布 

Brownian Passage Time分布の略。逆ガウス分布とも呼ばれる。ブラウン運動における最初

の通過時間を表す確率分布。地震の発生間隔のばらつきを表現し，地震の長期的な発生確率

を評価する際に利用される。 

 

CNN 

Convolutional Neural Network（畳み込みニューラルネットワーク）の略。機械学習の一手

法。特徴を抽出する「畳み込み層」，畳み込んだデータの解像度を下げる「プーリング層」，

分類を行う「全結合層」の 3つの主要な層で構成されている。これらの層が協調してデータ

の特徴を学習し，データを区別することができる。 

 

DEM 

数値標高モデル（Digital Elevation Model）の略。地表面を等間隔の正方形に区切り，そ

れぞれの正方形の中心点の標高の数値データを与える。 

 

DOI 

Digital Object Identifier の略。Web 上の電子データに付与される国際的な識別子。URL

と異なりリンク切れなどの問題が無い。科学論文などで広く用いられているが，データなど

に付与することもできる。 

 

DONET 

陸海統合地震津波火山観測網 の項を参照。 

 

eコミマップ 

防災科学技術研究所が「災害リスク情報プラットフォームの研究開発」の一環と

して研究開発している e コミュニティ・プラットホームの一連の製品のうちの

一つ。別名，庁内情報共有・発信基盤システム。地域の防災情報などを登録する

ことで，防災マップの作成し，地域住民の防災対策の検討と実施を支援する。 

https://ecom-plat.jp/index.php?gid=10457 



 

 

ETASモデル 

Epidemic Type Aftershock Sequenceの略で，すべての地震が余震を持つと考え，地震活動

を数個のパラメータで定量化する統計的地震活動モデルのこと。 

 

GB-SAR 

地上設置型合成開口レーダー（Ground Based Synthetic Aperture Radar）の略。計測原理

は，衛星や航空機に搭載された SARと同じであるが，レーダー装置を地表面に固定して利用

する。レーダー干渉技術により，地すべりや火山の地表面の動き等を高精度でモニタリング

することができる。 

 

GEONET  

国土地理院が運用する GNSS連続観測システムのこと（GNSS の項を参照）。全国

に展開された約 1,300 か所の電子基準点（観測点）とつくば市にある GEONET 中

央局からなる。https://www.gsi.go.jp/eiseisokuchi/eiseisokuchi41012.html 

 

GIS 

地理情報システム（Geographic Information System）の略。地理的位置に関する情報を持

ったデータ（空間データ）を総合的に管理・加工し，視覚的に表示し，時間や空間の面から

分析できる技術である。 

 

GNSS 

全球測位衛星システム（Global Navigation Satellite System）の略称。地球上での位置決

めや時刻同期を目的とした電波を発射する人工衛星群，地上の支援システム，及び電波を受

信して３次元的な地球上の位置や正確な時刻を知る目的で使用する利用者群の総称。米国

が構築した GPS，ロシアの GLONASS や，ヨーロッパ連合（EU）の Galileo ，日本の QZSS（み

ちびき）などのシステムがある。 

 

GNSS-A 

海底地殻変動観測 の項を参照。 

 

GPU 

Graphics Processing Unit の略で，ディスプレイに画像を描画するのに必要な計算処理を

行う装置のこと。並列処理能力に優れていて大規模で高速な計算が可能である。 

 

IPF法 



 

Integrated Particle Filter 法の略称。震源決定や同一地震判定において、従来別々に用

いたデータや手法（走時残差や振幅等）を統合的に用いる手法。 

 

JDXnet 

全国地震観測データ流通ネットワーク（Japan Data eXchange network）の略。日本列島に

展開されている地震観測点のデータの全国規模のリアルタイム流通ネットワーク。 

 

J-SHIS 

地震調査研究推進本部が取りまとめた「全国地震動予測地図」に関するデータを

一元的に管理し，地震ハザードを地図上に表示する Webサービス。防災科学技術

研究所により運用されている。https://www.j-shis.bosai.go.jp/ 

 

KiK-net 

陸海統合地震津波火山観測網 の項を参照。 

 

LiDAR 

Light Detection and Rangingの略で，光を用いたリモートセンシング技術の一つ。パルス

状に照射したレーザーの反射光や散乱光を観測して，測定対象物までの距離や対象物の性

状を計測する技術。 

 

Love波 

地表面に沿って伝わる地震動。波の進行方向に対して地表が直交方向に水平に振動して伝

播するラブ波と，上下方向に楕円を描くように振動するレイリー波がある。 

 

MCMC 

インバージョン解析において，観測値を合理的に説明する物理モデルの変数を求める際に，

変数をランダムに変動させる探索法であるマルコフ連鎖モンテカルロ法（Markov Chain 

Monte Carlo methods）の略。従来の探索法に比べて，初期値の影響を低減し，変数が取り

うる値を広く探索でき，最終的に得られた変数の信頼度を定量的に評価できるという利点

がある一方，計算に時間がかかるという課題がある。 

 

N-net 

陸海統合地震津波火山観測網 の項を参照。 

 

P波 

Primary wave（第一波）または Pressure wave（圧力波）の略。波の伝播方向と平行に媒質



 

が振動する弾性波。固体・液体・気体を伝わることができる。Ｐ波の伝播速度は，Vpあるい

はαと略記されることが多い。 

 

PINN 

Physics-Informed Neural Networks（物理情報に基づいたニューラルネットワーク）の略。

微分方程式で表される物理支配方程式を損失関数で制約条件として考慮して，物理現象の

順解析・逆解析を行うニューラルネットワーク。 

 

Pi-SAR X3 

Polarimetric and interferometric airborne Synthetic Aperture Radar の略。航空機搭

載合成開口レーダーのこと。情報通信研究機構が開発した Pi-SAR X3は，従来機よりも２

倍の高周波帯域に対応した送受信機とアンテナ，高速・大容量の観測データ記録装置，観測

データを准リアルタイムで処理する機上処理装置を搭載する。2021年 12月に世界最高の分

解能 15 cmが定常的に得られることが実証された。 

 

RC造 

鉄筋コンクリートで柱や梁などの主要構造部を構築している造りをいう。耐久性，耐震性，

耐火性に優れる。 

 

REGARD 

国土地理院が運用する電子基準点リアルタイム解析システム（REaltime GEONET Analysis 

for Rapid Deformation monitoring）の略で，リアルタイム測位サブシステム，イベント検

知サブシステム，断層モデル推定サブシステムの３つのサブシステムで構成される。それぞ

れが，リアルタイム測位による変位時系列の計算，巨大地震発生の検出，自動断層モデル推

定による地震規模の計算を行っている。 

 

S-net 

陸海統合地震津波火山観測網 の項を参照。 

 

SAR 

合成開口レーダー（Synthetic Aperture Radar）の略。レーダーを搭載する人工衛星や航空

機の移動中に得たデータを合成することで移動方向の開口面を大きく拡大し，大型アンテ

ナと同等の高い分解能を実現したレーダーシステム。干渉 SAR解析（Interferometric SAR，

InSAR）は，同じ場所を撮影した時期の異なる２回の画像の差をとる（干渉させる）ことに

より地表面の変動を詳細に捉える手法である。 

 



 

S造 

鉄骨を柱や梁などの骨組みに用いた造りのこと。 

 

S波 

Secondary wave（第二波）または Shear wave（ねじれ波，たわみ波もしくはせん断波）の

略。伝播方向と直交する面内で振動する弾性波。固体のみを伝わることができる。Ｓ波の伝

播速度は，Vsあるいはβと略記されることが多い。 

 

VEI 

Volcanic Explosivity Index の略で，火山噴火の規模を表す指数。爆発的噴火に伴い降下

した火山砕屑物の体積に基づいて推定される。指数の推定の際，溶岩ドームや溶岩流として

噴出したマグマの量は含まれない。VEIは０から８までの９段階に区分される。１は小噴火，

２～３は中規模噴火，４～５は大規模噴火，６はカルデラ形成をともなう巨大噴火，７以上

は地球規模に影響を及ぼす破局的な噴火に対応する。 

 

Vp/Vs 

P 波速度と S 波速度の比のこと。岩石の種類や流体が含まれるかどうかによって値が変わ

る。 

 

WIN 

東京大学地震研究所が 1980年代に開発した，観測波形データを伝送・収録・管理するため

のバイナリデータフォーマットの名称。各成分（例えば，ある地震観測点の上下動成分など）

ごとのデータが 1 秒長のブロックで管理されており，必要な成分のデータ抽出や他の成分

とのデータ結合が容易である。また，秒ブロック内では差分データが収録されるためデータ

容量の圧縮が図られている。 



 
 

災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第２次） 実施機関 
 

 

   

総 務 省 国立研究開発法人情報通信研究機構 

文部科学省 国立大学法人等 

    北海道大学大学院理学研究院 

    弘前大学大学院理工学研究科 

    東北大学大学院理学研究科 

   東北大学災害科学国際研究所 

    
秋田大学大学院国際資源学研究科 

新潟大学災害・復興科学研究所 

  東京大学大学院理学系研究科 

    

東京大学大学院情報学環 

東京大学地震研究所（共同利用・共同研究拠点） 

東京大学大気海洋研究所 

東京大学史料編纂所 

    東京大学地震火山史料連携研究機構 

   東京工業大学科学技術創成研究院 

    千葉大学大学院理学研究院 

  富山大学学術研究部都市デザイン学系 

    名古屋大学大学院環境学研究科 

    
京都大学大学院理学研究科 

京都大学防災研究所（共同利用・共同研究拠点） 

    神戸大学海洋底探査センター 

  鳥取大学大学院工学研究科 

    高知大学理工学部 

    九州大学大学院理学研究院 

    鹿児島大学大学院理工学研究科 

    兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科 

    立命館大学総合科学技術研究機構 

  国立研究開発法人防災科学技術研究所 

  国立研究開発法人海洋研究開発機構 

 独立行政法人国立文化財機構奈良文化財研究所 

経済産業省 国立研究開発法人産業技術総合研究所地質調査総合センター 

国土交通省 国土地理院 

  気象庁 

  海上保安庁海洋情報部 

都道府県 
地方独立行政法人北海道立総合研究機構産業技術環境研究本部 

エネルギー・環境・地質研究所 

 山梨県富士山科学研究所 



 
 

災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第２次） 令和５年度研究課題一覧 

 

実施機関名  課題番号 研究課題名 研究代表者 

北海道大学  HKD_01 津波堆積物情報の高度化と実践的活用に関する研究 西村裕一 

HKD_02 大規模噴火に関わるマグマプロセスの時間スケールの解明 栗谷豪 

HKD_03 
マグマ脱ガス実験と火山噴出物の揮発性成分解析に基づく噴火分岐

メカニズムの解明 
吉村俊平 

HKD_04 電磁気・熱・ガス観測に基づく火山活動推移モデルの構築 橋本武志 

HKD_05 巨大地震に伴う海底斜面崩壊による津波の事前評価・即時予測に関

する研究 
谷岡勇市郎 

HKD_06 火山活動即時解析表示システムの開発 橋本武志 

HKD_07 地理空間情報の総合的活用による災害への社会的脆弱性克服に関

する人間科学的研究 
橋本雄一 

HKD_08 地殻変動等多項目データの全国流通一元化公開解析システムの高

度化 
高橋浩晃 

HKD_09 千島海溝沿いの巨大地震津波災害軽減に向けた総合研究 高橋浩晃 

弘前大学  HRS_01 東北日本弧・千島弧会合部とその周辺における地震発生場の解明 前田拓人 

HRS_02 データ同化に基づく津波現況把握と即時予測の高度化 前田拓人 

東北大学  THK_01 国際共同研究によるニュージーランドにおける地震発生機構の解明 岡田知己 

THK_02 流体の寄与に注目した地震断層すべり物理モデルの高度化 松澤暢 

THK_03 噴火発生時刻の即時把握と噴火ダイナミクスの研究 西村太志 

THK_04 浅部貫入マグマの結晶化速度と噴火挙動の推定手法の開発 中村美千彦 

THK_05 
世界各地の大地震発生域との比較研究に基づく地震・火山現象の理

解 
趙大鵬 

THK_06 スラブ内地震の発生メカニズムに関する研究 東龍介 

THK_07 
地殻応答による断層への応力載荷過程と断層間相互作用の解明と

予測 
岡田知己 

THK_08 集中地震観測による火山体構造・火山現象発生場の解明 山本希 

THK_09 繰り返し地震再来特性の理解に基づく地殻活動モニタリング 内田直希 

THK_10 地殻変動に伴う大気中ラドン濃度変動 長濱裕幸 

THK_11 
多項目観測データに基づく火山活動のモデル化と活動分岐判断指標

の作成 
西村太志 

THK_12 
海陸測地データを活用したプレート境界面すべり即時把握能力の向

上とそれにもとづく津波即時推定手法の高度化 
太田雄策 

THK_13 地震・火山データの無線伝送技術の開発 内田直希 

東北大学災害

科学国際研究

所 

IRID01 
東北地方における地震・津波・火山情報に関する歴史資料の所在調

査とデータ収集 
蝦名裕一 

IRID02 
GPS-A観測による効率的な上下変動検出技術の開発と根室沖観測

への適用 
木戸元之 

IRID03 
地表設置型合成開口レーダ(GB-SAR)による地表面変位計測の高精

度化 
森口周二 

IRID04 地震の事前情報を起点とするハザード事象系統樹の開発 福島洋 

IRID05 歴史地形の復元・可視化手法の確立と災害発生要因の分析 蝦名裕一 

IRID06 
災害に関わる個人の心理・行動特性とその評価・活用・調整に関わる

研究 
杉浦元亮 

新潟大学  
NGT_01 

日本海沿岸地域を中心とした地震・火山現象の解明のための史料収

集と解析 
片桐昭彦 

NGT_02 
地震・火山噴火災害における被害軽減のために利活用可能な要素・

知識体系の整理・検証 
田村圭子 

ERI_01 歴史地震史料を活用した地震学的解析 加納靖之 



 
 

東京大学地震

研究所 
ERI_02 マグマ溜まりの時間発展と噴火様式との関連性 安田敦 

ERI_03 
大規模噴火に伴う諸現象とそれを駆動するマグマ溜り―火道システ

ムの解明 
前野深 

ERI_04 
非線形動力学・計算材料科学との学際連携に基づく地震現象の多様

性の統一的理解 
亀伸樹 

ERI_05 
千島海溝・日本海溝における複合海底地震測地観測によるプレート

境界の挙動解明とそのモデル化 
篠原雅尚 

ERI_06 より現実的な断層面ダイナミクス 中谷正生 

ERI_07 多項目観測データの比較研究に基づく噴火過程の理解とモデル構築 大湊隆雄 

ERI_08 
日本・NZ国際協力によるヒクランギ沈み込み帯における多様な地震

活動と，その発生環境との関係の解明 
望月公廣 

ERI_09 
内陸地震発生ポテンシャルの予測を目指した島弧の地殻応答と断層

における地殻内流体の影響の解明 
飯高隆 

ERI_10 東日本における長期的重力変化の観測とモデリング 今西祐一 

ERI_11 
地震発生予測のための島弧-海溝システムの観測-モデリング統合

研究 
篠原雅尚 

ERI_12 
スロー地震モニタリングに基づく南海トラフ域の地震発生可能性評価

手法に関する研究 
蔵下英司 

ERI_13 経験的アプローチによる大地震の確率予測のパフォーマンス調査 中谷正生 

ERI_14 
大規模数値シミュレーションに基づく広帯域強震動災害の事前・即時

予測 
古村孝志 

ERI_15 首都圏の地震被害分布と地震像の解明 酒井慎一 

ERI_16 堆積平野・堆積盆地における地震災害発生機構の解明 三宅弘恵 

ERI_17 
堆積物に基づく噴火物理化学パラメータ推定手法の高度化と事象分

岐判断への活用 
前野深 

ERI_18 観測研究データへの永続的識別子付与 加納靖之 

ERI_19 データ流通網の高度化 鶴岡弘 

ERI_20 
光技術を用いた地下深部・火山近傍における地震・地殻変動計測技

術の確立 
新谷昌人 

ERI_21 
高精細ミュオグラフィ画像自動診断による火山活動状況の推移との

相関評価 
田中宏幸 

ERI_22 
海底ケーブルを用いる地震・地殻変動・津波リアムタイム観測技術開

発 
篠原雅尚 

ERI_23 海底での地震・地殻変動観測に向けた機動的観測技術の高度化 塩原肇 

ERI_24 マルチプラットフォーム次世代WINシステムの開発 中川茂樹 

ERI_25 研究成果共有データベースの構築 鶴岡弘 

東京大学理学

系研究科  
UTS_01 

沿岸巨礫を用いた古津波評価法の検討：南海トラフ～琉球海溝の連

動可能性評価に向けて 
後藤和久 

UTS_02 巨大地震に伴う粘弾性余効変動の解明 田中愛幸 

UTS_03 地震発生場のテクトニクスとマルチスケール地震現象の予測可能性 井出哲 

UTS_04 
地殻流体の化学的観測による地震火山活動評価システムの高度化

と応用 
角森史昭 

UTS_05 
物理モデルと地形・地質学およびテクトニックな観測データを統合し

た地震発生の長期予測手法の開発と検証 
安藤亮輔 

UTS_06 遠隔地火山、特に離島火山における火山ガスモニタリングの高度化 森俊哉 

東京大学情報

学環 
III_01 

ニーズ・アセスメントに基づく地震・火山災害に関する発生確率、被害

想定、災害情報のコミュニケーション戦略の開発 
関谷直也 

東京大学史料

編纂所 
UTH_01 地震火山関連史料の収集・分析とデータベースの構築・公開 及川亘 

UTH_02 近代以前の地震・火山災害に関する多角的研究 杉森玲子 

東京大学大気

海洋研究所 
AORI01 巨大津波を引き起こす震源断層の実態解明と流体変動モニタリング 朴進午 

AORI02 地球物理・化学的探査による海底火山および海底熱水活動の調査 小畑元 



 
 

東京大学地震

火山史料連携

研究機構 

HMEV01 地震火山関連史資料に基づく低頻度大規模地震火山災害の調査 大邑潤三 

HMEV02 地震関連史料に基づく近代以前の地震活動の調査 佐竹健治 

東京工業大学  TIT_01 海域火山活動に伴う熱水活動の実験的研究と観測研究 野上健治 

TIT_02 小型拡散放出二酸化炭素率測定装置の開発 野上健治 

TIT_03 
水蒸気噴火の準備過程を捉えるための火山熱水系構造モデルの精

緻化 
寺田暁彦 

千葉大学 CBA_01 電磁気学的な地震先行現象の総合的研究 服部克巳 

富山大学 
TYM_01 

極小規模噴火を含めた草津白根火山の噴火履歴の解明と噴火ポテ

ンシャル評価 
石﨑泰男 

TYM_02 
富山県弥陀ヶ原火山における地球物理学的観測による火山活動モニ

タリング 
堀田耕平 

TYM_03 
地震学・火山学の知見に基づくコンパクトシティをデザインする情報

科学からの被災生活シミュレーション 
井ノ口宗成 

名古屋大学  
NGY_01 

古文書解読による南海トラフ巨大歴史地震像の解明 ～歴史地震情

報の可視化システムの構築とその活用～ 
山中佳子 

NGY_02 南西諸島海溝におけるプレート間固着状態の解明 田所敬一 

NGY_03 
変動地形学的手法による内陸地震発生モデルと活断層長期評価手

法の再検討 
鈴木康弘 

NGY_04 南海トラフ域におけるプレート間固着・滑りの時空間変化の把握 田所敬一 

NGY_05 地表地震断層の特性を重視した断層近傍の強震動ハザード評価 鈴木康弘 

NGY_06 
被害の地域的な発現過程とコミュニティの社会・空間構造に着目した

地震・津波災害発生機構に関する文理融合的研究 
室井研二 

NGY_07 御嶽山地域の防災力向上の総合的推進に関する研究 山岡耕春 

NGY_08 小電力・小型・携帯テレメータ地震観測装置の改良開発 山中佳子 

京都大学防災

研究所 
DPRI01 

津波生成過程の理解に向けた浅部スロー地震の活動様式・発生場

の解明とモデル化 
伊藤喜宏 

DPRI02 
南海トラフ巨大地震の予測高度化を目指したフィリピン海スラブ周辺

域での総合的観測研究 
澁谷拓郎 

DPRI03 内陸地震の発生機構と発生場の解明とモデル化 宮澤理稔 

DPRI04 
日本列島の地震—火山噴火の基本場解明：地殻とマントルにおける

応力、流体-マグマ、温度・流動－変形場 
深畑幸俊 

DPRI05 測地観測データに基づく内陸地震長期評価手法の開発 西村卓也 

DPRI06 インドネシアの活動的火山における火山活動推移モデルの構築 井口正人 

DPRI07 
桜島火山における火山活動推移モデルの構築による火山噴火予測

のための総合的観測研究 
中道治久 

DPRI08 広帯域強震動予測の高度化に関する研究 関口春子 

DPRI09 断層破壊過程と極大強震動生成に関する研究 岩田知孝 

DPRI10 
火山地域を含む地震地すべり発生場の評価と斜面における強震動

及び不安定化の事前予測手法の展開 
土井一生 

DPRI11 火砕流の発生と流下予測 為栗健 

DPRI12 噴火後の土石流および泥流の発生に関する観測と予測手法の開発 竹林洋史 

DPRI13 
桜島火山における地域との連携による火山災害に関する社会の共

通理解醸成のための研究 
中道治久 

DPRI14 災害リテラシーの育成のためのオープンサイエンス手法の検討 矢守克也 

京都大学理学

研究科  
KUS_01 

地殻活動データの同化による沈み込みプレート境界面すべり予測に

関する研究 
宮崎真一 

KUS_02 地震・地殻変動モニタリングによる中期的な火山活動の評価 大倉敬宏 

KUS_03 阿蘇で学ぶ地震・火山災害への備え 大倉敬宏 

奈良文化財研

究所  
NAB_01 

考古・文献資料からみた歴史災害情報の収集とデータベース構築・公

開ならびにその地質考古学的解析 
村田泰輔 

神戸大学 KOBE01 鬼界海底カルデラにおけるマグマ供給系の構造・進化の解明 島伸和 



 
 

鳥取大学  
TTR_01 

 
地方自治体の地震被害想定，災害リスク評価を高度化するための基

盤整備 
香川敬生 

高知大学 
KOC_01 

地震動観測点観測環境の時間変化把握に向けた、解析手法の検討・

開発 
大久保慎人 

KOC_02 地震波形データ流通のための、新ＷＩＮ伝送プロトコルの検討・開発 大久保慎人 

九州大学  KYU_01 地震火山相互作用下の内陸地震空間ポテンシャル評価 相澤広記 

鹿児島大学  
KGSM01 

南西諸島北部域におけるプレート間すべりの特性に関する地震・地

殻変動観測研究 
八木原寛 

兵庫県立大学 
HYG_01 

地震・火山観測データを活用した減災・復興モデルの構築とリスクコミ

ュニケーションに資する事例収集 
阪本真由美 

HYG_02 
地震観測研究の成果を活用した土地利用に係る事例収集に基づく枠

組みの提案 
澤田雅浩 

立命館大学  
RTM_01 

南アフリカ大深度金鉱山からの地震発生場における応力と物質の直

接調査 
小笠原宏 

RTM_02 地震に先行する極微小な前震活動の異常度評価と発生環境の評価 川方裕則 

情報通信研究

機構 
NICT01 

先端リモートセンシングによる地震及び火山の被害状況把握技術の

高度化 
児島正一郎 

防災科学技術

研究所 
NIED01 多角的火山活動評価に関する研究 藤田英輔 

NIED02 地震・津波予測技術の戦略的高度化研究 汐見勝彦 

NIED03 巨大地震による潜在的ハザードの把握に関する研究 齊藤竜彦 

NIED04 自然災害ハザード・リスク評価と情報の利活用に関する研究 中村洋光 

NIED05 基盤的観測網の運用 青井真 

海洋研究開発

機構  
JAMS01 地震発生帯モデリング研究 堀高峰 

JAMS02 海底広域変動観測研究 藤江剛 

JAMS03 海底火山観測研究 小野重明 

産業技術総合

研究所  
AIST01 活断層データベースの整備 吾妻崇 

AIST02 主要活断層帯から生じる連動型地震の古地震学的研究 近藤久雄 

AIST03 地質調査に基づく火山活動履歴の解明と年代測定手法の高度化 古川竜太 

AIST04 津波浸水履歴情報の整備 澤井祐紀 

AIST05 
地質調査と実験に基づく、断層の力学挙動についての三次元モデル

の構築 
重松紀生 

AIST06 火山性流体観測に基づく噴火発生過程および火山活動推移の解明 松島喜雄 

AIST07 高分解能地殻応力場の解明と造構造場の研究 今西和俊 

AIST08 海溝型巨大地震の履歴とメカニズム解明 澤井祐紀 

AIST09 地下水・地殻変動観測による地震予測精度の向上 松本則夫 

AIST10 
噴出物の物質科学的解析に基づくマグマ供給系-火道システム発達

と噴火推移過程のモデル化 
下司信夫 

AIST11 アジア太平洋地域地震・火山ハザード情報整備 宝田晋治 

国土地理院  GSI_01 内陸の地殻活動の発生・準備過程の解明 宗包浩志 

GSI_02 プレート境界面上の滑りと固着の時空間変化の広域的な把握 宗包浩志 

GSI_03 火山地域のマグマ供給系のモデリング 宗包浩志 

GSI_04 GNSS連続観測（GEONET） 宗包浩志 

GSI_05 地形地殻変動観測 宗包浩志 

GSI_06 物理測地観測 宗包浩志 

GSI_07 宇宙測地技術による地殻変動監視 宗包浩志 

GSI_08 GNSS観測・解析技術の高度化 宗包浩志 

GSI_09 全国活断層帯情報整備 宗包浩志 

GSI_10 火山基本図・火山土地条件図整備 宗包浩志 

GSI_11 地殻活動データベース整備・更新 宗包浩志 



 
 

気象庁  JMA_01 地震活動・地殻変動監視の高度化に関する研究 露木貴裕 

JMA_02 地殻変動観測等に基づく火山活動評価の高度化に関する研究 鬼澤真也 

JMA_03 火山活動に伴う地殻変動の把握及び評価 若生勝 

JMA_04 地球電磁気学的手法による火山活動評価の高度化 藤原善明 

JMA_05 化学的手法に基づく火山活動監視・予測に関する研究 坂井孝行 

JMA_06 地震動・津波即時予測の高度化に関する研究 林 豊 

JMA_07 火山噴出物の監視技術とデータ同化に基づく輸送予測に関する研究 新堀敏基 

JMA_08 火山活動の総合判断 碓井勇二 

JMA_09 地震観測、地殻変動観測 下山利浩 

JMA_10 潮位観測 鈴木博樹 

JMA_11 地磁気精密観測 仰木淳平 

JMA_12 全国における火山観測の強化 長谷部大輔 

JMA_13 地磁気観測成果のデータベース化 谷口秀隆 

JMA_14 全国地震カタログの作成 森脇健 

JMA_15 火山現象に関する基礎データの蓄積と活用 小久保一哉 

JMA_16 地震・津波・火山防災情報の改善に係る知見・成果の共有 今村翔太 

JMA_17 防災・減災に関する知識の普及啓発 今村翔太 

海上保安庁  JCG_01 海洋測地の推進 三枝隼 

JCG_02 験潮 林王弘道 

JCG_03 海底地殻変動観測 石川直史 

JCG_04 海域火山観測 高梨泰宏 

北海道立総合

研究機構 
HRO_01 北海道内の活火山の地球物理学的・地球化学的モニタリング 高橋良 

HRO_02 津波による最大リスク評価手法の開発と防災対策の実証的展開 仁科健二 

山梨県富士山

科学研究所 
MFRI01 富士山の事象系統樹を精緻化するための噴火履歴の研究 吉本充宏 

MFRI02 火山モニタリングと地下水流動把握のための多点連続重力観測 本多亮 

公募研究  KOBO19 東京海洋大学練習船での海底地殻変動観測 中東和夫 

KOBO21 石基組織から読み解く北海道摩周火山の噴火推移過程 佐野恭平 

KOBO23 阿蘇中岳火山灰の岩石磁気的性質の時系列変化に関する研究 望月伸竜 

KOBO25 
GNSS-A海底測地観測データの高精度化に向けた精度評価システ

ムの構築 
横田裕輔 

KOBO27 
水蒸気噴火を起こす火山の活動把握：火山ガス・火口湖水・温泉水等

の化学分析に基づく地球化学的アプローチ 
大場武 

KOBO28 
火山活動推移における分岐の要因の解明：蔵王山、過去約 800年間

の噴出物の事例研究 
伴雅雄 

KOBO29 
蔵王・御釜と鳴子・潟沼における地下熱水系の動的変動に関する比

較研究 
知北和久 

KOBO30 Web情報から探る地震雲などの宏観異常現象と地震との関係 織原義明 

KOBO31 
地震先行VLF帯電磁波強度減少研究のための超小型衛星：Prelude

のフライトモデル開発 
山崎政彦 

KOBO32 
北海道摩周周辺の火山活動と災害ポテンシャルに関する地球化学的

観測研究 
鹿児島渉悟 

KOBO33 
歴史時代の地震活動解析に向けた有感記録の完全性・均質性の検

討 
石辺岳男 

拠点間連携共

同研究 
CTOC01 巨大地震のリスク評価の不確実性に関するパラダイム構築の推進 

加藤尚之・ 

松島信一 

CTOC31 地震および豪雨による斜面災害発生個所の事前予測方法の統合 齊藤隆志 

CTOC32 巨大地震によるマルチハザードリスク評価手法に関する検討 松島信一 

CTOC34 
桜島大規模噴火による大量軽石火山灰降下に対する事前広域避難

に向けた実践的研究 
大西正光 



 
 

CTOC35 
活断層により形成される盆地端部構造と歴史地震の被害分布との関

係に関する研究 
松島信一 

CTOC38 
リスクコミュニケーションを推進するための地震・火山災害に関する

意識調査の標準的な質問紙設計とその有効性の検証 
秦康範 

CTOC39 
1923年関東地震の木造建物被害率に基づく震源破壊プロセスの解

明 
伊藤恵理 

CTOC40 
既存在来木造建物に大きな被害を引き起こす地震動の発生要因に

関する研究 
境有紀 

CTOC41 巨大地震・津波を起因とする火災リスク評価の高度化 西野智研 

CTOC42 地震ハザードにおける地下構造の影響の定量的評価の研究 飯高隆 

CTOC43 コミュニティ断層モデルの試作 安藤亮輔 

CTOC44 確率論的津波漂流物評価手法構築に向けた数値的検討 千田優 

CTOC45 
地盤と建物特性を考慮した建物被害分析と後発地震への応答予報モ

デルの構築 
倉田真宏 

CTOC46 

土砂災害のサイレントキラーとなる地震による地表変状の研究  

2022年 12月 31日山形県鶴岡市西目の斜面崩壊に与えた 2019年

山形県沖地震の影響評価 

齊藤隆志 

CTOC47 
社会の要請に基づく首都圏における災害の誘因予測のための官民

連携のフレーム検討・構築 
田端憲太郎 

CTOC48 
長寿命化改修を実施した高経年建物の被害把握のための地盤と建

物の地震観測に関する基礎的検討 
中村友紀子 
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